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第９回白馬会議で我々は何を語ったか 
 

  
今年の白馬会議は「まさかのアメリカ大統領」の登場が決まって 2週間ほど後に開催され

た。新大統領の「アメリカファースト」が白馬の討議会場になんともいえぬ緊張感を醸し出し
ていた。 
敗戦後から今日までアメリカの強大さと寛容さに抱かれ、「アジアの中の日本」をある意

味、気ままにそして一種、「お山の大将」の如き居心地の良さをもって過ごしてきた日本にと
って「アメリカファースト」という冷水を突然浴びせられた感じだ。「同盟国日本よ、お前の目
でしっかりアジアの中の自分を見つめ直してみろ」という声が聞こえて来る。 
この問いかけに対して小谷氏（第２セッション基調報告者）は、安倍外交の本質がアメリカ

の価値観外交に依存した現実主義外交であったことを見抜き、この日本一流の融通無碍さ
にそろそろ限界が来ていると指摘する。とはいうもの、渡辺氏（第３セッション基調報告者）
はアメリカにとって日本が「民主主義で、経済・技術大国で、しかも人口が 1億人まだいる
地政学的にも非常に重要な場所」であることを再認識させてくれる。但し、ここまで積み上
げて来た戦後日米関係をトランプ大統領がそのまま継承するとは思えない。アメリカのパー
トナーとしての日本の有用性が問われている。 
そこで直視せざるを得ないのが「アジアの中の中国」のこれからだ。今回の統一テーマ「ア

ジアの中の日本」の副題に「その役割と可能性を問う！」をつけたのは、我が国ならぬ中国
の役割と可能性の今後の増大に正直、おののきと不安を感じたからに他ならない。 
この問題を日本人だけで話し合っていても始まらない。中国人の本音と向き合ってみよう

ということで、日本在住の中国人学者、唱氏（第1セッション基調報告者）に声をかけた。彼
はある種大陸的なおもむき感じさせる人物だが、そのメッセージはワシントンコンセンサスを
超えたアジアコンセンサスを「アジア第1位の中国と第2位の日本」が手を組んで形成すべ
しという「既定路線」を性急に求めるものであった。 
一方、同じく日本在住のベトナム人学者、トラン氏（ディナースピーカー）は「東南アジアの

立場から見ると、日本にもっと中国を牽制してもらいたいですよ」と本音を吐露しながら、
「課題先進国・日本」も結構だけど先ずは１％にも満たない潜在成長率を回復させることが
先決と叱咤してくれる。 
トラン氏の問題意識は会議の総括をされた小島氏にも全く重なるもので、91年のバブル

崩壊後、十数回にわたってとられた経済政策は、包括的とか、緊急とか、総合的とか枕言
葉はもっともらしいが、どれも構造改革ではなく循環的な需要刺激策でしかなかった。「変わ
ったつもりの日本」は実は後ずさりを続けていただけだと手厳しい。 
武者氏（ウエークアップスピーカー）はトランプ大統領が火をつけたカーボーイキャピタリズ

ムが米中貿易摩擦を熾烈化するという。世界現代史は間違いなく新たな荒野に突入した。
アジアにおける、世界における日本の立ち位置が容赦なく問いつめられた 9回目の白馬会
議であった。 
 
 

第10回白馬会議は 2017年11月25日（土）～26日（日）、シェラリゾート白馬にて開催されます。 
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タイムテーブル  
 

１１月２６日（土） 

                                                                                    

１２：３０～１３：３０  【オープニングランチ】 

１３：３０～１４：４５  【第1セッション】    

「アジア経済の躍進と日中競合」 
唱 新 氏 （福井県立大学経済学部教授）  コメント：田中 素香 氏（東北大学名誉教授） 

１４：４５～１６：００  【第2セッション】 

  「アジア安全保障の力学変動と日本の生存戦略」 
 小谷 哲男 氏 （日本国際問題研究所主任研究員）  コメント：茅野 信行 氏（国学院大学教授） 

１６：００～１６：２０  休憩  

１６：２０～１７：３５  【第 ３セッション】  

  「アメリカから見える〈アジアの中の日本〉」 
渡辺 靖 氏 （慶應義塾大学環境情報学部教授）  コメント：松田 まなぶ 氏 

（東京大学大学院客員教授） 

１７：３５～１８：２０  ≪チェロコンサート≫    By 原 香恋 さん ＆ 原 歌凛 さん 

１８：２０～１９：００  ≪カクテルレセプション≫    

１９：００～２０：３０  ≪テーブルディナー≫ 
   挨拶： 新 将命 氏 （国際ビジネスブレイン社長）   中條 功氏 （長野銀行頭取） 

２０：３０～２１：３０   【ディナースピーチ】 

  「アジアの将来・日本の将来」 
  トラン・ヴァン・トウ 氏 （早稲田大学教授・早稲田大学ベトナム研究所所長） 

コメント：岡本 悳也 氏 （熊本学園大学名誉教授  

２１：３０～       ≪自由・交流タイム≫ 

  

１１月２７日（日） 

 

７：００～８：３０   ≪朝食≫  

８：３０～９：３０    【ウエークアップスピーチ】  
                水谷 翔太 氏  （前大阪市天王寺区長）                    

                      武者 陵司 氏   （武者リサーチ代表）                       

                  相木 正幸 氏   （日本救急・災害対応研究所代表理事）           

                  Mr.ジョン・リンチ  （Tsunago 代表取締役）        
９：３０～１２：００   【クロステーマセッション】 

  「アジアの中の日本―その役割と可能性を問う！」 
               パネリスト：基調報告者 ・ディナースピーカー 

会議総括：小島 明 氏（政策研究大学院大学理事）  

１２：００～１３：００  【クロージングランチ＆閉会】 
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【第 1セッション】 

アジア経済の躍進と

日中競合 
 

 

［基調報告者］ 

唱 新 氏 

（福井県立大学経済学部教授） 
 

 

 

 

プロフィール： 
 

１９５６年中国・吉林省長春市生まれ。１９８４年吉林大学大学

院国際経済研究科卒業。１９８５年吉林日本研究所講師、助教授、

北東アジア総合研究所所長、教授を経て、１９９５年金沢星稜大学

教授、２００３年より現職。専門は中国・アジア経済。GDP 規模で日

本を大きく突き放し、「一帯一路」構想やアジアインフラ投資銀行

（AIIB）といった、ダイナミックな戦略的布石を打ち始めた中国に対し

て、日本は躍進を続けるアジア経済の中でいかなるリーダーシップ

を発揮出来るのか？日中競合の実体を分析する中で両者の競争的

共存の可能性を展望する。 
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ȠȶȠ ǲǑǘȒʴᶮɵ ǵְ  

 

 まずはアジアにおける新興経済の台頭と国際生産ネットワークの変貌ということですが、

その基本的な考え方は、アジアにおいて日本、アジアＮＩＥｓを先進経済、中国、ＡＳＥＡ

Ｎを新興経済としてとらえて、中国、ＡＳＥＡＮなどの新興経済の発展によって東アジア国

際生産ネットワークにどのような変化をもたらしたかということを紹介したい。 

 ＥＵ、東アジア、ＮＡＦＴＡ３大経済圏の域内貿易の変化を見ると、１９８０年から２０

１３年まで、ＥＵの域内貿易は６．６倍増、ＮＡＦＴＡは１０．５倍増に対して、東アジア

は２８．５倍増加しており、域内貿易の伸び率は東アジアが一番高い。さらに貿易構造につ

いて見ると、東アジアの特徴はやはり部品貿易の比率が非常に高いということです。これは

この地域では工程間国際分業が非常に発達しているということを示しているのではないかと

思います。すなわち東アジアでは各国の経済発展段階の格差を利用して、生産工程の異なっ

た部分を最適地に配置することによって、この地域全体は非常に効率の高い生産ネットワー

クが形成されているのです。東アジアはまるで１つの工場のような地域となっている。 

 この東アジア国際生産ネットワークを支えてきたのが、従来日本、アジアＮＩＥｓなどの

先進経済から部品、設備を輸出して、中国、ＡＳＥＡＮで組立をして欧米に輸出するという

太平洋トライアングルだった。 

 しかし、中国とＡＳＥＡＮの経済発展に伴って、いわゆるこの地域の域内への輸出依存度

も高まってきて、太平洋トライアングルは既に東アジアトライアングルに変わってしまった。

そして、この東アジアトライアングルの基軸は、あくまでも中国とＡＳＥＡＮなどの新興経

済ではないかと思います。 

以下、データに基づいてそれを説明させていただきたいと思います。 

 東アジアの対世界輸出総額に占める国別構造は８０年代では日本が５０％以上を占めてお

り、東アジアの８０年代は日本の時代でした。しかしその後、ＡＳＥＡＮのシェアは変わっ

ていないが、中国は２０００年に入ってから東アジアの中で占めるシェアをどんどん高めて

きており、今中国とＡＳＥＡＮの合計は既に６割以上となっている。産業別の輸出シェアを

見ると電気機械では、８０年代の時点では日本が７割弱を占めていたが、２０１４年になる

と中国に逆転されて、中国は４割以上となり、中国とＡＳＥＡＮの合計は東アジア全体の輸

出の６割以上となっている。 

 一般機械では、８０年代では日本は８割以上を占めていたが、２０１４年の時点では中国

が東アジア全体の輸出の５０％以上を占めることになった。中国は今や世界最大の一般機械

輸出国となっている。但し、輸送機械では日本のシェアは低下しているものの、東アジアで

はやはり第１位であり、この分野では日本は依然として競争優位を持っている。 

 次に東アジア国際生産ネットワークの中心となっている部品貿易を見てみると、従来はこ

の部品のほとんどが日本とアジアＮＩＥｓなどの先進経済から輸出されて、中国、ＡＳＥＡ

Ｎなどの新興経済で組み立てていたが、今は中国とＡＳＥＡＮの経済発展に伴って、２０１

３年の時点では両地域の合計で東アジアの部品貿易の半分以上になっている。そして、この

部品貿易は電気機械、一般機械、輸送機械に集中しており、この３つの分野で全体の９割以

上を占めている。 
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 次に、この３つの分野で、各国・地域の国際競争優位はどう変わっているかについて、マ

ーケットシェアと貿易特化係数（※）の両方から見てみよう。 

 

 貿易特化係数（※）：ある品目の輸出額から輸入額を差し引いた純輸出額（純輸入額）を、

その品目の輸出額と輸入額を足した総貿易額で割ることで求められる国の輸出競争力を示す

指標。 

貿易特化係数は、-1 から+1 の値をとり、+1 に近づくほど輸出競争力が強く、+1 では輸出特

化を示し、-1 に近づくほど輸出競争力が弱いとされ、-1 では輸入特化を示す。また 0 の場合

は輸出入均衡を示す。 

 

電気機械ではマーケットシェアでＡＳＥＡＮは３割ぐらい、中国は２割と両者で半分以上

を占めている。８０年代では日本は半分以上を占めていたが、２０１３年の時点ではＡＳＥ

ＡＮ、中国などの新興経済に逆転された。しかし貿易特化係数で見ると、日本は依然として

高いが韓国に抜かれた。ＡＳＥＡＮは従来マイナス圏であったが、現在では既にプラス圏に

転化した。しかし中国は、依然としてマイナス圏にあり、貿易特化係数から見ると、中国の

電気機械部品産業の国際競争力は弱いと言わざるを得ず、この分野では今アジアでＡＳＥＡ

Ｎが顕著な競争優位を持っていると言える。 

 一般機械産業ではどうなっているかというと、やはりシェアから見ると中国は第１位。貿

易特化係数から見ても中国はかなり高まってきている。日本は貿易特化係数でやはり第１位

だが、中国は日本に迫っており、日本と中国の格差は縮まっている。一方、ＡＳＥＡＮはや

はりマイナス圏にある。 

 次に輸送機械産業では、日本のシェアは低下しているにもかかわらず、やはり第１位であ

り、貿易特化係数でも第１位で日本は依然として競争優位を持っている。但し貿易特化係数

について見ると韓国は急速に日本を追いかけており、その差は縮まっている。 

 以上、この３つの産業から見ると、今の東アジアではＡＳＥＡＮは電気機械産業で、中国

は一般機械産業で、日本は輸送機械産業で、それぞれの優位を持っている。但し、マーケッ

トシェアから見ると、今この東アジア国際生産ネットワークは、基本的には中国とＡＳＥＡ

Ｎなどの新興経済が中心になっている。特に中国の場合は、なぜこの一般機械産業は急速に

強くなったかというと、実は中国は２００３年から装備製造業振興計画を実施しているから

です。装備製造業というのは、日本にはこういう産業分類はないのですけれども、基本的に

は機械産業を中心としている。そしてこの産業育成計画と同時に、中国は２００６年、国家

中長期科学技術発展計画を実施して、それに伴って国内の研究開発もかなり進んできて、そ

の成果としては特に一般機械産業の国際競争力が急速に強まってきたといえる。 

 

ʴᶮǶƼ ǫǵ ₴ ƽǮʫ ɆɁɕǿ 

 

 では中国はこれから何を狙っているのか。今中国では２つの１００年という目標を掲げて

いる。その１つは、中国共産党設立１００年、すなわち２０２１年までに中国は中進国の仲

間入りを果たそうと。もう一つは中華人民共和国設立１００年、すなわち２０４９年までに

中国は先進国の仲間入りを果たす、こういう目標を掲げて、それを実現するために中国は産
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業育成計画としては「メイド・イン・チャイナ２０２５」、いわゆる「中国製造２０２５」と

いう計画を実施しているのです。 

 中国は世界の産業の技術水準を４段階に分けて、最高はアメリカ、その次は日本、ドイツ

などの先進工業国、中国などの新興国は今第三段階、中国の下は途上国。中国は一応２０５

０年ごろに先進国の水準になるためには、３段階の目標を立てて、すなわち「メイド・イ

ン・チャイナ２０２５」を第一段階として、２０２５年までに日本、ドイツなどの先進国の

水準に達する。その次２０３５年、アメリカの水準。さらに２０４５年までには世界最高の

水準になろう、こういう目標を掲げているが、これはどれだけ実現できるかわからない。た

だしこれまでの例えば中国の装備製造業育成計画の成果から見ると、１００％と言えなくて

もやはり相当産業の技術レベルは高まってくるのではないかと思います。 

 実は、今日本のマスコミで中国経済は減速とよく報道されている。ただし減速は減速なの

ですけれども、中国の経済は２０００年に入ってから大きく変わった。その中で特に進んで

いるのは中国の３大経済圏、すなわち大陸の一番下が珠江デルタ地域、いわゆる華南地域で

す。その次は、長江デルタ地域、いわゆる上海、江蘇省、浙江省から成っている地域。そし

て一番上が北京と天津。 

 この３大地域の一人当たりＧＤＰは、既に１万ドルを超えた。一番高い天津あたりは１万

５，０００ドルになったのではないか。１万ドル以上になると中進国の水準になると言われ

ていますが、中国ではこの３大地域の人口は３億以上となっている。すなわち３億以上の人

口を抱えている地域が中進国の水準になっている。そして、この３つの地域の経済規模は、

世界と比べるとどうかというと、実は２０１５年の水準では、この３大地域の経済規模は既

にドイツに匹敵する。中国では既に１３億の人口の中で３億の人口が中進国の水準になって

いるわけで、中国全体が例えば２０２０年までに中進国経済の水準になって、さらに２０５

０年には先進経済の水準になるという目標は恐らく問題がないのではないかと思います。 

 

ᶮ ǵʴ ș Ǎᶮὤ  

 

 その次は、中国の金融力の強化と人民元の国際化ということです。ＡＩＢ設立に関してい

ろんな問題があるじゃないかと報道されたが、ＡI ＩＢの設立は中国経済発展の自然の成り行

きではないかと思います。やはり中国の金融力、２０００年に入ってから経済成長に伴って

かなり強まってきた。これがＡＩＩＢ設立の最大の背景ではないかと思います。 

 中国の金融力はどう変わってきたか。１９９０年の時点では中国のＭ２の発行量（現金通

貨＋国内銀行等に預けられた預金）は１，２００億ドルだった。一方、日本は３兆１，５３

２億ドルで、中国は日本の３．８％しかなかった。しかし２０００年になると、中国のＭ２

発行量は１兆２，７００億ドルとなって、日本の３９. ８％、４割になった。さらに２０１３

年には、中国は１２兆６００億ドルとなって、日本の２．５倍に逆転した。 

 これを反映して、急速に伸びてきたのが金融機関です。２０１６年の世界銀行総資産ラン

キングでは中国の４大銀行のいずれも５位以内に入っている。国家開発銀行は１１位。２０

１４年にはまだ２０位だったが、２０１６年に急速に順位が上がってきたの。中国は従来世

界の工場と呼ばれ、そしてその後世界の市場と呼ばれて、今中国はむしろ世界の銀行になっ

たのではないかと思います。今中国は積極的に人民元の国際化を推進している。２００９年

より人民元建て貿易決済を実施し、２００９年の時点では３６億しかなかった人民元建て貿

易決済額が２０１４年には６兆５，０００億人民元になった。そして２０１４年に香港、上

海の証券取引所を統合。ことしの１０月１日からＳＤＲに組み入れられたのです。 

 中国は今人民元建て貿易決済をどんどん推進していると同時に、資本取引の自由化も推進
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し、対外直接投資、対内直接投資も人民元建ての投資が増えてきて。さらに人民元建ての債

権発行高もかなり増えている。実はこれは、アジアの金融市場整備に対して非常に重要な意

味がある。すなわちアジアでは、欧米と比べると直接金融が非常に遅れており、アジアのお

金はどんどん欧米に流れていく。アジアの資本をアジアに活用するためには、どうしてもア

ジアの金融市場を整備して、直接金融を拡大していかなければならない。 

 日本はこの面でかなり力を入れていると思いますが、日本だけではやはり限界がある。中

国で人民元建ての債権の発行がどんどんふえることでアジアの債券市場の育成に非常に重要

な役割を果たすのではないかと思います。 

 こうした中で、注目されているのが１９９４年設立の国家開発銀行です。この国家開発銀

行は、今中国で第二中央銀行と言われて、２０００年あたりから大規模に展開されてきたハ

イテク開発からインフラ整備までを支えてきたのですが、この国家開発銀行の２０１０年の

資本金は４，０００億人民元（６兆６，０００億円）で、日本の国際協力銀行の資本金は１

兆３，６００億円の５倍になっており、融資残高では日本国際協力銀行の１０倍となってい

る。 

 さらに中国は国家開発銀行を中心に、金融の国際協力を積極的に推進しており、上海協力

機構の銀行連合体、そして中国－ＡＳＥＡＮ銀行連合体にも参加しているのです。また、こ

の前設立したＢＲＩＣS 新開発銀行やシルクロード基金などもこの国家開発銀行を母体とし

ている。そして、ＡＩＢも実は国家開発銀行を母体としている。だから、これからも中国は

国家開発銀行を中心に、金融の国際協力に取り組んでいくでしょう。さらに、今国家開発銀

行を中心に上海協力機構開発銀行の設立準備も行っており、もうそろそろ発足するのではな

いかなと思います。 

 

Ƽʝₑʝ ƽǯ ǮȠȶȠ ȾȢɈɝȸɞǶ ǿȵɓɆ 

 

 ２０００年に入ってから、中国は単なる製造業だけではなくて、金融の面での力もかなり

強まってきた。これは中国の１つの大きな変化で、これを反映して「一帯一路」構想が提起

された。「一帯一路」構想の具体的な計画には６つの経済回廊が提示されている。 

 １つは従来のシベリア・ランドブリッジです。もう１つは新ユーラシア・ランドブリッジ

です。実はこれは、これまでのチャイナ・ランドブリッジであり、チャイナ・ランドブリッ

ジは、中国の連雲港から始まって、新疆、中央アジアのカザフスタンを経由してモスクワ、

さらにヨーロッパに行くルート。実は今このルートを使って、つい最近は中国の上海から既

にコンテナの列車が東ヨーロッパまで実際に運行を開始した。そしてその次、中国の中央の

新疆から西アジア。中央アジア、西アジア。これは新疆からパキスタン、いわゆる中パ経済

回廊。そして雲南省からミャンマー、インド、バングラデシュの経済回廊。この下は、中国

の雲南省から東南アジアの今開発進行中の南北経済回廊があり、また、中国新疆ウルムチか

らトルコイスタンブールまでの中国－中央アジア－西アジア経済回廊である。 

 この６つですが、中国の「一帯一路」は、相当リスク、困難も伴っているが、近いうちに

期待できるのは新ユーラシア・ランドブリッジです。その次は、雲南省から東南アジア、タ

イ、マレーシアまでの南北経済回廊ではないかと思います。この「一帯一路」の実現を目指

して今中国では上海協力機構、ＢＲＩＣSサミット、ＢＲＩＣS開発銀行、アジアインフラ投

資銀行に加え、中東との交流を盛んに行うための首脳フォーラムやＡＳＥＡＮサミットなど

の枠組みを通じて、積極的に「一帯一路」を推進している。 

 アジアで非常に重要な枠組みとしては、やはりＲＣＥＰ（東アジア地域包括的経済連携）
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です。今度アメリカのＴＰＰ離脱によって、アジアではＲＣＥＰの交渉が早くなるんじゃな

いかなと推測されているが、実は私はＴＰＰに反対するわけではない。ＴＰＰとＲＣＥＰは

性格が異なる。いわゆるＴＰＰは先進国向けに非常に高度な貿易ルールをつくる国際協力の

枠組みだが、ＲＣＥＰは高度なルールではないが、新興国の実際の状況に合うものです。だ

から、ＴＰＰもＲＣＥＰも、アジアにとってそれぞれ１つの選択肢になっている。 

 ＴＰＰはアメリカの離脱によって漂流すると思う。一方、ＲＣＥＰがアジアにとって重要

な意味があることの１つはインドが入っている点です。インドはこれからアジアの最も注目

すべき新興経済ではないかと思います。そしてもう一つ重要なのが、現在、ＡＳＥＡＮ内部

でそれぞれ異なったルールで運営されている５つの「ASEAN+1」FTAをＲＣＥＰが統括するこ

とでアジアが１つの市場に」近づくことである。こういう意味では、ＲＣＥＰは実際アジア

にとって、非常に重要な意味があるのではないかと思う。 

 これからＲＣＥＰと中国の「一帯一路」によってアジアはどう変わるか。ＲＣＥＰによっ

てアジアでは３２億の人口を持っている経済圏が誕生する。そして、「一帯一路」でアジアと

ヨーロッパをつなぐ１つのルートができ、両者の経済のつながりがますます強まっていくの

ではないかと思う。 

 こうした中で、実は今急速に伸びているのはインド経済です。従来のインドは、ソフト開

発を中心にサービス産業は非常に発達したが、経済はそんなに伸びなかった。今インドの大

きな変化としては、モディ首相は、一昨年「メーク・イン・インディア」すなわちインドで

物をつくろうという政策を実施、今国内で経済開発区とか経済特区の設置に非常に積極的に

取り組んでおり、今後インドは東アジア国際生産ネットワークに加わることになる。アジア

経済のダイナミズムは日本からスタートして、その次はアジアＮＩＥｓ、その次は中国、Ａ

ＳＥＡＮ、そして今インドへと東からどんどん西に広がっていこうとしている。これはアジ

アの経済発展ダイナミズムの西方シフトです。 

 では、今中心となっているのはどの国かというと、やはり輸出の面では中国です。中国の

対インド輸出は、大体日本の１０倍ぐらいなのです。そして今、投資もどんどんやっている

のです。インドと中国は、国際関係の面では必ずしもいいというわけじゃない。領土問題も

あるし、チベット問題もあるし、そしてインドはどちらかというと日米に近寄っている。さ

らに、インド、パキスタン、中国の微妙な三角関係もある。だから国際関係から見て、良好

な国際関係を持てるというわけではない。そしてインドはやはり中国のインド洋進出に対し

て物すごく強い警戒心を持って、中国の「一帯一路」に対して前向きな姿勢ではない。 

 しかし一方、インドは２０１７年から上海協力機構の正式メンバーになる。そしてＢＲＩ

ＣSの枠組みで中国とも協力している。国と国の政治関係は余りよくないのですけれども、

インドは今中国に対して実利政策、実利外交を展開している。だから経済面で中国との協力

関係はますます強まっている。インドも中国、ミャンマー、インド、バングラデシュの経済

回廊の建設に積極的に対応しており、これからは恐らく東アジアのダイナミズムは中国とＡ

ＳＥＡＮを中心にどんどん中央アジア、西アジア、南アジアに広がっていくのではないか。

従来のアジアの経済成長は、例えば中国、日本、ＡＳＥＡＮというトライアングルで支えて

きたのだとすれば、今後インド経済が成長すれば中国、インド、ＡＳＥＡＮで形成されるト

ライアングルが、アジア経済成長を牽引する原動力になるのではないか。 

 

ʴ ӲҘǵὕѫǲ ǠȀǞ  

 

日本はどう対応すべきか。安倍さんはＴＰＰが日本にとって非常に大事だといつも言って

ますが、それは経済というよりも目的は政治にあるのではないか。日本にとって経済から重
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要性はＴＰＰなのかＲＣＥＰなのかは、日本の地域別輸出依存度を見れば明確です。日本の

対ＴＰＰメンバー依存度の内、対米が２割ぐらい、後のＴＰＰ加盟国に対する依存度は併せ

て１２％程度。これに対してＲＣＥＰメンバーへの輸出依存度は４割以上です。この意味で

日本はこれからＲＣＥＰの早期妥結に積極的に取り組むべきではないかと思います。 

 さらに日本に対してはアジア各国の課題解決への寄与が期待されています。アジアでは経

済は順調に伸びているが、多くの社会問題を抱えている。高齢者社会とか環境保護とかいろ

いろある。これからこういう課題を解決していかなければならないが、この面では日本は豊

富な経験を持っており、その問題解決にいろいろ寄与すべきではないかと思います。 

 一方、日中協力での第三国市場開発も重要です。これはこれから非常に大事だと思います。

実際は、今日本国内では余り報道されていないのですけれども、東南アジアでは日本と中国

が協力して現地市場を開発するケースが結構あります。私はことしの８月カンボジアに行き

ましたが、カンボジアに山東経済開発区というのがあります。山東経済開発区は山東省の企

業集積地域ですが、製品の１００％を日本に輸出している。そして私の泊ったホテルは、プ

ノンペンの東横インなんですが、東横インとちょっと感じが違うかなと思って聞いたら、資

本は中国なのです。中国の資本で東横インのフランチャイズ経営しているのです。 

 今中国と日本はインフラ輸出、特に鉄道の建設で激しく争っていますが、あれは余り意味

がない。というのは、今アジアでは中国と日本の産業は全部つながっているのです。だから、

中国が受注してもその中の多くの部品は日本から輸入している。一方、日本が受注しても、

その中の多くの資材は中国製を使っている。だからどっちが受注しても中国、日本両方の経

済の成長に寄与するということになる。今インドを中心として南アジア、中央アジアのイン

フラ需要は物すごく大きい。だからこの分野で、単なる高速鉄道だけではなくて、発電所と

か水道、水処理、道路などの建設の多くのチャンスがあって、こういう分野ではやはり中国

と日本は協力して、その市場あるいは地域開発をすれば、この地域はさらに速く進んで、伸

展するのではないかと思います。 

 

ɭȵɱɆɱȱɱȹɱȳȷǒȐȠȶȠȱɱȹɱȳȷǿ 

 

 トランプが大統領になって、恐らくアメリカは徐々にアジアから引き揚げると思います。

だからこれまでのアジアのグローバルは、基本的にはワシントンコンセンサスを中心として

いるのですけれども、これからアジア化するアジアの中で、どういうコンセンサスが必要か

というと、今北京コンセンサスと言う人がいるのですけれども、北京コンセンサスはアジア

全体のコンセンサスにはならない。だから我々は今からアジアコンセンサスの形成をいかに

進めていくかは重要な課題となって、この面ではアジア第１位、第２位の経済大国がお互い

に協力していかなければならないのではないかと思います。やはりアジアは世界で最も活力

のある地域であり、アジア建設において中国と日本の協力は不可欠です。この面で両者これ

から協力を強めていかなければならないと思います。 
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Ḩ ḸףǿǵȱɟɱɆ 
 

ɟɅȡȠȨɓȡȷƼ ̈Ѵ ˲ƽ̈    ֶ  

 

ジャーナリストでメディアオフィス「時代刺激人」代表の牧野です。私は毎日新聞で２０

年、ロイター通信で１５年、その後フリーランスに転じ、現在は生涯現役の経済ジャーナリ

ストをめざしております。「時代刺激人」は、時代が閉そく状況なので、ジャーナリストの目

線で現場取材して時代を刺激していこうというものです。どうぞよろしくお願いします。 

 さて、さっそくですが、唱新さんは、アクティブかつアグレッシブな中国の国家戦略の話

をされました。とくに、中国がさまざまな国内課題を抱えながらも、「一帯一路」政策、ＡＩ

ＩＢ（アジアインフラ投資銀行）を通じたインフラ投資支援計画などによってグローバル世

界で戦略展開していく、という点に関しては、なかなか興味深いものがありました。 

 そのお話にコメントさせていただく前に、私なりに、いまのグローバル世界の状況がどん

な状況にあるのか、共通認識が必要かと思います。その点で、私が高く評価するのは、イア

ン・ブレマーさんというアメリカの地政学専門家の「Ｇゼロ」論です。つまり、これまで主

要先進７カ国を中心にしたＧ７が世界のリーダーとして、グローバル社会をコントロールし

てきたが、今やそのＧ７にはリーダー国が不在で、Ｇゼロに変わり、混乱が続く結果、世界

は不安定な状況に陥る、という問題提起です。 

現に、米国に新たに登場するトランプ大統領が米国ファースト、あるいは保護主義を全面

に押し出し、内向きの国家戦略に変わってきた場合、世界でさまざまな地域紛争やいろんな

問題が起きても米国がリーダーシップをとらず、それがグローバル世界を混乱に陥れるリス

クが大きくなる可能性が高くなります。米国中心に世の中がすべて動いている、とは言いま

せんが、米国が内向きの世界に閉じこもったり、グローバル世界で何が起きようとも我れ関

せず、といった状況になれば、まさにイアン・ブレマーさんが言うＧゼロの世界が現実化し、

世界が非常に不安定な状況に陥りかねません。中国の問題を考える場合にも、このグローバ

ル世界での客観情勢を頭の中に入れておくことは重要です。 

そこで、本題の唱新さんの中国の国家戦略の話などに関しての、私のコメントです。 

まず私は、中国がもてる力を活用して１４億人の巨大人口を維持発展させるため成長志向

を強める、ということに待ったをかける考えはありません。中でも、「一帯一路」政策やＡＩ

ＩＢを通じたインフラ支援によって、中国が持てる力を活かして世界経済に貢献する、とい

う戦略に待ったをかけようとは思いません。 

ただ、私はジャーナリストの立場で中国経済を見ていて、国内にさまざまな課題を抱えな

がら、その問題解決を先延ばしして、国外で大国中国を誇示する政策を打ち出し、それが結

果的に問題なくプラスに働いていれば問題なしでしょうが、もし、中国にリスクが生じて、

それがマイナスに働くリスクが高まり大混乱も起きかねない、といった事態が想定された場

合とか、あるいは中国がアグレッシブになり過ぎ、仮に暴走でもしたら、世界中の誰がコン

トロールできるのか、これがＧゼロの状況下で極めて深刻な問題を世界に与えかねない、と

いう問題を考えておく必要がある、と思うのです。 

中国の方々といろんな話をしていると、非常に大国意識を誇示されます。ところが半面で、

中国国内の環境破壊や公害リスクの問題、あるいは農村部の都市への人口流入のもとで医療

や教育などの面で都市戸籍と農村戸籍という２つの戸籍制度が差別を生み社会問題から政治

問題化しかねないリスクの問題を指摘すると、その方々は、一転して、なぜか我々は新興国

だ、あるいは途上国だと言われる。早い話が、大国と途上国をうまく使い分けられる。これ

はロシアでも同じです。 
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問題は、中国の場合、市場経済を軸にした資本主義と社会主義を巧みに使い分けながらア

グレッシブに暴走でもしたら誰がコントロールできるのか、中国内部に問題解決機能が働く

のかという点に関して、いろいろ議論しながやっていくことが非常に大事です。その意味で

Ｇゼロ下で、どの国が中国に自制を求めるボールを投げられるのか、実に難しい問題です。

唱新さんがそのあたりどう考えられるか、お聞きしたいところです。 

 それから、ジャーナリストとしての関心はまだありまして、中進国の壁の問題です。唱新

さんがおっしゃるように、中国は、２０５０年に先進国の領域を目指すという戦略目標を持

っています。しかし今後、経済成長の果実をこれからみんなで享受しようという時期に、巨

大人口の高齢化によって医療や介護や年金という大きな社会問題に財政面で耐えられるか、

成長の果実をそちらに優先配分せざるを得ない時に、成長を抑えていけるか、という問題で

す。 

この点は、中国内陸部の農民工の人たちの都市への人口流入をインフラ面などで、どうや

ってこれにサポートしていくかという問題なども絡みます。そこそこのＧＤＰレベルも来た

中で、新たな財政負担が違う格好でどんどん出てくると、結果として、先進国に駆け上がれ

ず中進国にとどまってしまうリスクが強いです。中進国の壁の問題は中国で今、現実化して

おり、この課題にどう取り組むのか、お聞きしたい点です。 

 せっかくの機会ですので、アジアから欧州へ海、そして陸を使った６つのルートで中国と

各国をリンクさせる「一帯一路」政策に関しても、お聞きしたいです。お話では、中国国家

開発銀行のカネが軸ということですけれども、ＡＩＩＢの資金、さらにＢＲＩＣｓ振興銀行

の資金などさまざまなインフラ投資のために、どういう資金繰りでやるのか、誰がどう仕切

るかというのは非常に難しいな、というふうに思います。 

私が聞いているところでは、中国財務部、人民銀行など、いろいろな機関が関係していて、

一種の縄張り争いのようなところがあり、目的の違うさまざまなインフラ投資をどう調整す

るのか、その資金をどうねん出するのかなどの問題があるのではないか、という点もお聞か

せください。 

 中国は、これら外国でのインフラ投資に使うドル建て資金などに関しては、外貨準備を１

つのポイントにしていたと思うのです。これまでは人民元高を抑えるためにドル買い、人民

元売りの為替介入でためた外貨が３兆ドルを超して巨大で潤沢だったになったのが、この１

年間で一転してドル売り、人民元買いの為替介入で、かなり外貨準備が減りつつあると言わ

れています。そういう面で、この外貨準備も、インフラ投資原資として不安定な状況になる

かもわからないです。これらは、私の問題提起のコメントで、そのあたりを唱新さんや会場

の皆さんがどう議論されるかが関心事です。 

 最後に、唱新さんがおっしゃったように、私も日本と中国は、長い目で見て、連携するこ

とは非常に大事だと思います。東アジアの韓国も含めたこの３カ国での世界のＧＤＰ寄与度

は非常に高いし、これらの国々がやはり主導してアジアを、それからインドを巻き込んでリ

ードしていくというのは、新しい成長センターになることなので、私はそういう面では日本

と中国が連携することは非常に大事だと思うことを申し上げたいです。 

 もう一つ言えば、これから高齢社会国家の先進例を、世界で日本が人口高齢化の先端を走

っているわけですから、その医療や介護や年金の制度改革などのさまざまな問題については、

唱新さんも言われたように、これから高齢化が進む中国にもタイなどの国々に対して、日本

が１つのモデル事例になっていくことは間違いなく重要です。日本と中国の立ち位置が、ち

ょっと違うかもしれませんが、お互いに連携してアジアを世界の成長センターにつなげてい

くことは十分に可能だと思います。 
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ȱɟɱɆǿǵɨɕɧȢ 

 

 ２つお話ししたいと思いますけれども、１つは、確かにおっしゃったとおり今中国は経済

は成長したのですけれども、やはりいろんな課題を抱えている。問題を抱えているのです。

むしろ、これから中国はアジアの中進国になるためには、こういう問題を１つ１つ解決して

いかなければならないと思います。 

 確かに中国は、今例えば内陸開発とか農村の開発とか、後進地域の開発に物すごく力を入

れているのです。だからこれからは、経済格差は完全になくせないと思いますけれども、内

陸と沿海地域の格差はだんだんと縮小し内陸地域の経済もどんどん成長するのではないかと

思います。これが１つ。 

 もう一つは、非常に重要な課題。中国はこれからアジアで暴走したら、誰がコントロール

するかという問題。これはやはり、これからアジアはどういうコンセンサスが必要なのかと

いうことなのですけれども、こういう面では、例えば日本はアメリカと連携して中国に対抗、

あるいは中国と日本が連携してアメリカに対抗するというのは基本的にリアリズムの考え方

です。ただし、私はこれからのアジアコンセンサスの形成においては、こういうリアリズム

の考え方はちょっと無理だと思います。だから我々は新しい考え方、新しい価値観で我々ア

ジアのコンセンサスを考えていかなければならないと思います。 

 すなわち、今アジアは大きな転換期を迎えているのです。こうした中で、必ず新しい思想、

新しい価値観が生まれると思います。だから我々は、むしろこれから全く新しい視点でアジ

アの将来を考えていかなければならないと思います。 
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アジア安全保障の力学変動
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退学。ヴァンダービルト大学日米関係協力センター客員研究員、岡

崎研究所特別研究員等を経て現職。米戦略国際問題研究所

（CSIS）招聘研究員を兼務。専門は日米同盟と海洋安全保障。対米

敗戦以来、当たり前となって来た米国の圧倒的な外交・軍事パワー

の庇護による日本の安全保障が、米国自体のパワー低下と中国の

軍事的覇権主張の高まりの中で大きく揺らぎ始めている。太平洋戦

争の教訓も踏まえながら、日本の海洋安全保障とその生存戦略に

おける現実的活路を問う。 
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Ḩ Ḹף 

 

Ẏ ̈̊ѼƲȠȶȠǶ ϼ ᷂ḢǧǪǦ 

 

 きょうは日本の生存戦略というテーマを与えられましたので、私がふだん考えていること

を総合して、きょうはお話をさせていただきたいと思います。 

 まずは、よく言われているパワーシフトの問題から始めたいと思いますが、先ほど唱先生

のほうからもアジアの経済の成長という話がありました。このアジアは、世界の人口の６割、

それから世界の富の４割を今占めていて、過去２５年間を振り返ってみても、さまざまな危

機はあったにもかかわらず、この地域として平均年６％の成長を続けているということで、

アジアにおける経済成長は世界経済を牽引しているということがここしばらく言われている

ことであります。 

 それは特に過去１０年、２０年を振り返ってみますと、中国の成長に引きずられたという

面がかなり大きかったわけですが、しかし中国だけではなくその他のアジア新興国の成長と

いうものも現実のものになっておりまして、それによってこのアジアの重要性というものが

今増しています。 

 大航海時代に始まるグローバリゼーション、これは西洋によるアジアの支配という形で過

去数世紀続いてきたわけですが、それが今また違う形で、アジアが中心となった世界経済と

いうものが生まれ始めています。アジアの台頭ということをよく言いますが、実際は大航海

時代の前はアジアがこの世界でも最も進んだ豊かな地域であったということで、アジアが再

び世界でも重要な地域に戻りつつあるというのが正確な表現かなというふうに思います。 

 

Ɇɧɱɕ ǯȠɟɨȩ˲ǵ Ⱳ  

 

 他方で、アメリカが２０世紀において世界を主導してきたわけですけれども、アメリカの

世紀と呼ばれた２０世紀、それが今後も続くのかどうかということが、この２１世紀に入っ

て議論されるようになっています。特にアメリカ以外の国が台頭してくる中で、アメリカの

相対的な衰退というものについては、事実なのだろうという議論がなされます。 

 ただし私はこのアメリカ衰退論という議論は余り買っておりません。むしろ、アメリカが

引き続きこの世界で重要な役割を果たしていくということは間違いないと考えています。そ

れは例えばジョセフ・ナイなんかもアメリカの世紀は終わらないということを主張していま

すが、相対的にアメリカの力が低下しているとはいえ、やはり軍事面においても経済面にお

いてもソフトパワーにおいても、やはりアメリカに匹敵するだけの国がないということも、

また事実であります。 

 では相対的な衰退が問題ではないというのであれば、何が問題かというと、それはアメリ

カ人自身が自分の力に疑心暗鬼になっている、あるいは自分たちが自己不信に陥っていると

いうところに問題があるのではないかなと思います。それが見事にあらわれているのが、こ

のトランプ現象と言われているものであり、そしてそれがトランプ氏を大統領に選んだとい

うことではないかと思います。 

 このトランプ大統領が選挙で勝ったということは、ブレグジットに始まる世界大の反グロ

ーバリゼーションという流れ、あるいは反エリート主義という流れにのっとったものである
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ということが言えるかと思いますが、アメリカに特化して考えてみますと、決して目新しい

ものではないということも言えます。 

 

ȠɟɨȩẆ˧ ǫǵ ȓ 

 

 アメリカの学者にウォルター・ラッセル・ミードという人おりまして、彼が数年前アメリ

カの外交の流れには４つの流派があるということを言いました。４つの流派というのはハミ

ルトニアン、ジェファソニアン、ウィルソニアン、そしてジャクソニアンと呼ばれるもので、

それぞれアメリカを代表する政治家の名前を冠しております。 

 簡単に紹介しますと、ハミルトニアンというのは、初代の財務長官、アレキサンダー・ハ

ミルトンの名前を冠したものですけれども、このハミルトニアンという考え方は、アメリカ

を国際的な経済活動の中に位置づけていくという考えです。簡単に言えば、海洋国家として

のアメリカを追求するというものであります。 

 ジェファソニアンという考え方、これは初代の国務長官トマス・ジェファソンの名前をと

ったものですけれども、ハミルトニアンに対してジェファソニアンというのは、アメリカの

個々の農民たち、そして農業を中心とした経済がアメリカの中心にあるべきだ。対外的な関

与に関しては選択的であるべきだということで、国際的な問題に積極的に関与するハミルト

ニアンと国際的な問題に対して自制的であるべきだというジェファソニアン。この大きな２

つの流れがアメリカ外交の底流にあります。 

 それに加えてウィルソニアン、第一次世界大戦のときのアメリカ大統領ウィルソンの名前

ですけれども、この、ウィルソニアンというのはアメリカが代表する価値、民主主義であっ

たり自由であったり、人権の問題であったり、法の支配であったり航行の自由などをアメリ

カ外交の理念として据えて、それに基づいた国際的な関与をするという考え。 

 そして最後のジャクソニアンが１９世紀の中ごろに大統領になったジャクソン大統領の名

前をとったもので、初めてアメリカの大統領の中でエリートではない人が大統領になりまし

たので、ポピュリズムの代表としてよく挙げられるのがこのジャクソンです。彼はアメリカ

の安全、あるいはアメリカのプライド、これを傷つけられるということを一番嫌がる。仮に

そのような事態があったときは、軍事力を使ってでもアメリカの安全を守る、アメリカの国

威を守るということを考える人でした。 

 この４つの流れの組み合わせというのが、歴代のアメリカの大統領の外交理念となり、歴

代のアメリカ政権の外交政策に反映されてきます。 

 トランプ現象、トランプさんの外交理念というのをどのように考えればいいかというと、

私は恐らくジャクソニアンとジェファソニアン、この２つの組み合わせではないかと思いま

す。このジェファソニアンという考え方は、トランプさんの内向きの考えを代表しています

し、ジャクソニアンという考え方はアメリカファースト、アメリカの国益をまず第一に考え

るというところに反映されているのだろうと思います。 

 問題は、このジェファソニアンそれからジャクソニアンという考えが、世界にとって、ア

ジアにとって、そして日本にとってどのような影響を及ぼしてくるのかということかと思い

ますが、ジェファソニアンが内向きのアメリカを目指すということであれば、少なくともし

ばらくの間はアメリカは国際的な問題に積極的に関与するということはないのかもしれませ

ん。 

 ただし、他方のジャクソニアンという考え方、これはアメリカの利益をまず第一に考える

ということでありますので、仮に９．１１に匹敵するような大きな出来事が起きて、アメリ

カがやはり国際的な関与をしなければならないと考えるのであれば、トランプ外交というの
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は我々が思っているよりもより国際問題に積極的に関与するという可能性も否定はできない

ということになるかと思います。ただ、今のところこのジェファソニアンという思想が前面

に出ているように感じますので、しばらくの間はトランプ外交というのはジェファソニアン

に引っ張られるものになるのではないかと思います。 

 

ʥὄὑ↓ṔǠ ″ɵʴ  

 

 それから、欧州と中東、この混乱というものも今の世界秩序、国際情勢を代表するもので

あるかと思いますが、ヨーロッパ、経済的にも厳しい状況を迎えている。そしてイギリスが

ＥＵから離脱するということで、今後ヨーロッパがこの世界の中でどれぐらい大きな役割を

果たせるかということがわからなくなってきています。またヨーロッパは、中東の問題、特

にシリアの内戦、あるいはイスラム国の台頭というあおりを受けて、難民の問題を抱えてい

ます。それがアメリカに続いてヨーロッパでもナショナリズムの台頭につながっていて、例

えばフランスだとかオランダでも極右政党が発言力を増すようになってきています。 

 中東は中東で、イスラム国の問題もあるしシリアの問題もある。それに加えてやはりイラ

ンの問題、これは今核合意ができて一旦落ち着いているようには見えますが、トランプさん

が選挙期間からずっと言っていたことの１つは、このイランの核合意は失敗だと。場合によ

ると、アメリカはこの核合意を反故にする可能性も今のところあると思います。そうなると、

ただでさえイランとイスラエルの関係が悪化している中で、中東の情勢というのはますます

混乱するということになりかねません。 

  

᷂ ἶǵ ǯɆȣȫɅȡɅȷǵ  

 

 このような状況を受けて、昨今国際関係論の世界では、地政学の逆襲ということがよく言

われております。つまり冷戦が終わって、フランシス・フクヤマが「歴史の終焉」という本

を書きましたが、自由民主主義というものが今後の世界の中心の考え方になるのだというこ

とでありましたが、この自由民主主義という考え方そのものが今挑戦を受けている。冷戦後

特に西側諸国は、これからもうポストモダンの時代だと。領土だとか主権だとかナショナリ

ズムの問題というものを我々は乗り越えていく。国際情勢は決してゼロ・サムの問題ではな

くて、プラス・サムの問題であり、国境線あるいはナショナリズムというような問題も乗り

越えていくのだということを言ってきたわけですが、しかし最近の中国の東シナ海、南シナ

海での動きですとか、ロシアのウクライナでの動きなどは、やはり地政学というものはこの

国際情勢において無視できない要素であり、そして我々がこのままポストモダンに真っ直ぐ

に進んでいくということは難しいのだということを示しているのだということが言えるかと

思います。 

 そのような中で、アジアは今後の世界で重要な役割を果たしていかなければならないわけ

ですけれども、そのアジアアジアにも地政学の問題というのはあります。先ほど地政学の逆

襲という話をしましたが、アジアの安定というのは、大陸国家と海洋国家、この２つの勢力

のバランスによるところが大きいです。それは決して日本とかアメリカのような海洋国家と、

ロシア、中国、インドのような大陸国家がそれぞれが対立しているということではなくて、

時には海洋国家の一部と大陸国家の一部が手を結び、全体として大陸国家と海洋国家のバラ

ンスがとれるということになります。 

 例えば第２次世界大戦のときは、アメリカは中国及びソ連と手を組んで日本と戦いました。
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それから１９７０年代に入ると、中国はアメリカと日本と手を結んでソ連と対抗しました。

このように、お互いの勢力が見事に均衡をとることによって、アジアでは大きな戦争を防ぐ

ことができる。そして逆にこの均衡が崩れたときに、大きな戦争が起きるということが言え

ます。 

 今はやはり中国という大陸国家、これが海洋進出をしていることによって、大陸国家と海

洋国家のバランスが崩れ始めているということが言えるかと思います。特に中国の海洋進出

というのは、アメリカの太平洋における優越に挑戦する形で進められていますので、やはり

この米中関係が今後どのような方向に進んでいくのかということが、このアジアの問題を考

える上でとても重要なポイントになってこようかと思います。 

 この米中関係、今後どう進んでいくか、それを考える上で、皆さんもお聞きになったこと

があるかもしれませんが、トゥキディデスの罠という言葉がよく使われます。トゥキディデ

スというのは、古代ギリシャ時代の歴史家で、アテナイとスパルタの間のペロポネソス戦争、

これを「戦史」という本に書いた人ですけれども、彼はその中で、アテナイとスパルタが戦

争をしたのは、アテナイという覇権国に対してスパルタが挑戦をしたからだということを言

っています。 

 一般にある台頭する国家が既存の覇権国に挑戦することで大きな戦争が起こるということ

を、このトゥキディデスの罠というふうに言いますが、米中が果たしてこのトゥキディデス

の罠に陥っていくのかどうかが、アジアの平和と安定を今後維持できるかどうかという点に

かかわってくるということが言えます。 

 恐らく米中の間では、このトゥキディデスの罠を回避しようということで、コンセンサス

ができているように思います。オバマ政権、アジアリバランス、アジア重視ということを過

去数年間進めてきましたが、これは決して中国を封じ込めるとか中国を囲い込むというよう

な政策ではありませんでした。他方ではアジアの各国と連携をしつつ、しかし中国に対して

も安心を与えるということを続けてきたのが、実際のアジアリバランスだと思いますので、

アメリカはアメリカで中国との戦争を避けようとしている。 

 

ȅȒ ȠȶȠ һǯ₁ ǵὄΊ ὄὑ 

 

 他方で中国は、新型大国間関係というものをアメリカに提起し、その中で米中は決して戦

争をしてはいけないということを言っています。他方で、中国はその新型大国間関係のもと

で、米中がお互いの核心的利益を相互に尊重することで、アジアにおける安定を保とうとい

うことを言っております。一時アメリカがこの新型大国間関係というものを、習近平体制が

それを言い出したときに、オバマ政権はそれに乗っかる姿勢を見せましたが、しかしその後

中国が東シナ海あるいは南シナ海で強硬な姿勢を続ける中で、アメリカはこの新型大国間関

係という言葉自体を使わなくなってきました。 

 問題は、トランプ政権ができて、中国との関係をどのように考えていくのかということ、

これが今のところよくわからないわけですけれども、仮にトランプ政権が中国とのまさに新

型大国間関係を受け入れるというようなことになれば、米中の関係自体は一時期には安定す

るかもしれませんが、それが中国のより強硬な姿勢を招き、日本を初めとするアジア諸国は

その被害を受ける可能性がありますし、長期的には中国が力を増した後アメリカと対抗する

ということにもつながりかねない問題だというふうに思います。 

 他方で北朝鮮の問題。この北朝鮮の問題を我々はこの数年間余り深く真剣に考えてこなか

ったと思いますけれども、特に今年に入って北朝鮮が核ミサイル実験を頻繁に繰り返す中で、

彼らの核ミサイル攻撃能力は着実に上がっています。恐らく短期的には、この北朝鮮の核ミ
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サイル開発は、いわゆるディカップリングという問題を引き起こすと思います。それは、こ

の北朝鮮の核ミサイルはより短期的には日本に対してより大きな脅威になり得ますが、しか

しながらアメリカを直接攻撃する能力を得るためには、もうしばらく時間がかかると思いま

す。ということで、日本は既に脅威にさらされているのにアメリカは脅威にさらされていな

い状態で、果たしてアメリカは日本のために防衛、核の傘をきちんと提供してくれるのかど

うか。この問題が短期的には発生します。 

 それからより中長期的には、北朝鮮が実際に核ミサイル開発を成功させて、アメリカ本土

も直接攻撃できるということになると、もう一つの問題は、北朝鮮が果たして核抑止という

概念をわかっているかどうかということにもつながってくるのですが、仮に北朝鮮が核抑止

という概念をきちんと理解していなくて、一発や二発、アメリカ本土に届く核ミサイルを保

有すれば、アメリカを抑止できると考えてしまえば、安定‐不安定パラドックスと呼ばれる

事態が起こりかねません。安定‐不安定パラドックスというのは、直面している２つの国の

間で相互核抑止が成立している場合、核戦争につながるような大きな紛争というのは防ぐこ

とができるのですけれども、他方でお互いに核戦争はしないという自制が働く分、より小規

模の紛争は起こりやすくなるというパラドックスです。つまり北朝鮮が仮に自分たちはアメ

リカを核兵器で抑止できると考えてしまった場合、北朝鮮が韓国や日本に対してより挑発的

な態度をとってくる可能性があるということです。 

 それから次に、ＡＳＥＡＮはアジアにおいて日本にとって非常に重要なパートナーになり

つつありますし、経済面でもとても重要なプレーヤーになりつつあります。しかし安全保障

の面で見ますと、例えばせっかく南シナ海の問題でフィリピンが国際仲裁裁判で勝ったにも

かかわらず、ＡＳＥＡＮ全体としてこの仲裁の問題を取り上げて、中国にその履行を迫ると

いうことができない。いろんなＡＳＥＡＮの会議の場で中国に見事に分断されてしまってい

るというのが、今のＡＳＥＡＮの現状です。アジアのためには、ＡＳＥＡＮがもっと一体と

なって大きな影響力、そして役割を果たしてもらわないといけないときに、かＡＳＥＡＮが

迷走してそのような役割を果たせないということは、大きな問題だろうと思います。 

 さらにもう一つ加えるなら、韓国の問題です。韓国がようやく日本とかアメリカ側に立っ

てくるようになったかと思えば、今朴大統領の個人的なスキャンダルで韓国の国内が揺れて

います。韓国はこのまま行けば大統領が弾劾される可能性もありますし、そうなった場合よ

り革新系の指導者が再び韓国の大統領になる可能性が高い。そうなった場合、反米、反日、

親北朝鮮という政策をとりかねないということで、韓国も今１つの不安定要素になりつつあ

るということが言えるかと思います。 

 アジア全体を見てもさまざまな問題がありますが、その中で唯一の希望は、日本が安定し

ているということだろうと思います。安倍政権になって、アジアでさまざまな問題がある中

で、安倍政権が安定をしているということは、日本にとってだけではなくアジアにとっても

大変幸運なことだろうと思います。もし仮に今安倍総理ではなく鳩山総理だったら、もうこ

のアジアは恐らくとんでもないことになっていたと思いますが、この瞬間安倍総理がいると

いうことは、大変幸運だということが言えます。しかし、その分日本に課せられた役割、課

題というのは非常に大きいのだろうということが言えます。 

 

ʴᶮǶ̲ Ʋ ɵӳȵɈ ș ǞǦǋǵǒ  

 

 ここから私の専門としている海洋安全保障の問題について話をしたいと思いますが、中国

の海洋進出、これが今アジアのバランスを崩している要因だということは言いましたが、こ

れはより広い意味で捉えなければなりません。例えば中国が尖閣諸島をとろうとしている、
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南沙諸島の埋め立てをしている。それぞれはもちろん大きな問題ではありますが、しかし中

国の海洋進出というのは戦後アジアの秩序に対する挑戦でもあります。なぜなら、戦後アジ

アの海の国境線というのは、１９５１年のサンフランシスコ平和条約によって設定されまし

た。しかし中国は、サンフランシスコ平和会議にも呼ばれなかった。サンフランシスコ平和

条約にも縛られない。そのような中で、中国はみずからの法的な、あるいは歴史的な主張に

基づくアジアの海の秩序をつくり上げようとしています。これは、サンフランシスコ平和条

約そしてサンフランシスコ体制のもとで平和を享受してきた日本を初めとする多くのアジア

にとっては大きな挑戦であり、我々はそのように考えなければなりません。 

 それから東シナ海の問題。当然尖閣の問題は毎日のように挑戦がなされておりますが、私

この東シナ海の問題は、安全保障の問題であると同時に、よりそれは政治的な問題だろうと

いうふうに考えています。と言いますのも、中国にとって尖閣諸島というのは軍事的にほと

んど意味のない島です。ここをとったからといって、中国の西太平洋における優越というも

のは決して打ち立てることはできません。中国が東シナ海、西太平洋で優越を打ち立てるた

めには、尖閣諸島ではなく日本の南西諸島を奪う必要があります。でもそれは簡単なもので

はありません。 

 では尖閣諸島は何かといいますと、これは中国にとっては政治的な目標です。これを奪う

ことは難しくても、日本の尖閣諸島に対する支配を弱めることができれば、それは中国共産

党の正当性を高める上で非常にプラスになるものでありまして、特に中国がこれから党大会

を控えて権力闘争に入っていく中で、指導部がしっかりと尖閣諸島における支配を確立して

いるのだということが言えれば、それは指導部ひいては共産党にとってプラスになります。

ということで、尖閣諸島の問題は少なくとも現時点においては政治的な問題だというふうに

考えたほうがいいと思います。 

 他方で南シナ海の問題は、実際の安全保障の問題であります。南シナ海は、地政学上アジ

アの地中海というふうに呼ばれます。世界には地中海が３つあります。ヨーロッパの地中海、

アメリカの地中海、つまりカリブ海、そしてアジアの地中海、南シナ海です。地政学上で言

う地中海というのは、その地域を支配するために絶対に支配しなければならない海というこ

とになります。ローマ帝国がヨーロッパの地中海を支配して一大帝国を築いたように。アメ

リカがカリブ海を支配して、西半球の盟主となったように。そして戦前の日本が、アジアの

盟主になるために南シナ海を目指したように、中国はこの南シナ海を中国のカリブ海にしな

ければなりません。そのために、今さまざまな活動を南シナ海でやっています。 

 それからもう一つ、余り日本では議論されておりませんが、南シナ海には核戦略という要

素があります。今中国がなぜ人工島をつくってあそこに軍事基地を持とうとしているか。そ

れは何を一体守ろうとしているかというと、南シナ海の海南島、ここに中国は今戦略ミサイ

ル原子力潜水艦を配備しています。今４隻、もうすぐ１隻ができ上がりますが、この潜水艦

に長距離の核ミサイルを積み、海中からアメリカ本土を核攻撃できる体制をつくろうとして

います。そうすることによって、アメリカとの間での戦略核バランスを中国により有利なも

のにして、例えば尖閣、例えば台湾で米中が対決をする場合に、潜水艦から核攻撃をほのめ

かして、アメリカの介入を防ぐということを目指しています。 

 冷戦期、ソ連はオホーツク海にこの戦略ミサイル原潜を配備していました。同じように、

中国は今南シナ海にこの戦略ミサイル原潜を配備しています。ですから、南シナ海は中国の

カリブ海になりつつあると同時に、中国のオホーツク海になりつつあるということでもあり

ます。当然南シナ海を支配し、そこから西太平洋を中国が支配すれば、アメリカの日本に対

する核の傘の信頼性が揺らぎかねない問題でありますので、南シナ海の問題は決して日本に

とって他人事ではないということが言えます。 

 ただし、実際に東シナ海や南シナ海で中国が行っていることは、軍事力を前面に出したも
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のではなく、漁船だとか海上警察の船だとかあるいは海上民兵と呼ばれる、漁民を装った軍

を使っています。それはなぜかというと、軍を直接使ってしまえば一番避けたいアメリカと

の戦争につながるから。他方で、軍を使わずに漁船だとか海上警察の船を使えば、軍事的な

攻撃には当たりませんが、他国の領土や主権を奪うことができます。これを我々はグレーゾ

ーンというふうに呼んでおりますけれども、このグレーゾーンの問題にどのように対処する

かということが、中国の海洋進出に向き合う上で非常に難しい問題になってきています。 

 

₴┴ᶮ Ѽǲ₴ק їǶ▌ ӓ 

 

 次に、ではなぜ中国は海洋進出をするのか、その背景を少し話したいと思いますが、それ

は中国の国内問題に絡んできます。中国の夢ということが習近平体制になって言われており

ますが、共産党の正統性には２つの柱があって、１つは経済成長、そしてもう一つはナショ

ナリズムですが、中国の経済成長が鈍化し、今や７％も切っている中で、習近平はニューノ

ーマルということを言っています。ですが、中国の共産党の正統性を維持するためには、ナ

ショナリズムを今喚起する必要に駆られている。そんな中で中国の夢、中華民族の偉大な復

興ということが言われましたが、その中で軍事強国を目指すということも言われています。

それによって、ナショナリズムをあおり、国内の不満を外に向けるということをやろうとし

ているわけです。 

 他方で、中国にとって一番大きな問題の１つである台湾、これに変化が起きています。鄧

小平は、この台湾の問題は何十年でも先送りしたらいいんだということを言えましたが、今

の習近平にはそのようなことは言えません。今台湾人の９割が、自分たちは中国人ではなく

台湾人だというふうに考えるようになってきています。つまり、これから時間がたてばたつ

ほど、台湾は中国には戻ってくることはないということになります。であれば、どこかの段

階で武力を使ってでも台湾を統一しなければならないというふうに中国が考える可能性があ

ります。 

 セッションⅠの報告の中で「２つの１００年」という言葉が出てきました。これは経済的

な本来は概念なのですけれども、今安全保障のコミュニティでは、この「２つの１００年」

を非常に大きな挑戦につながるものと考えています。つまり、２０４９年、これは中国建国

１００周年ですが、そのときまでに中国がこのアジアにおける盟主になろうとしているので

はないか、覇権国になろうとしているのではないか。そしてその際には、中国が西洋列強に

よって奪われたと考えている領土を全て取り戻そうとしているのではないか。つまり東シナ

海、南シナ海、そして台湾、これらを全て中国が２０４９年までに取り戻そうというのが、

実は中国の夢ではないかというふうに言われています。 

 もちろん、他国の領土を力づくで奪えば国際的な非難を浴びますし、アメリカとの衝突に

もつながるかもしれない。そのような中で、しかし２０４９年までに目標を達成するために

は、２０３０年までにやればいいのではないかと。つまり、１９８９年、天安門事件があり、

国際社会の強い非難を中国は浴びましたが、その１９年後２００８年の北京オリンピックに

は、その開会式に世界の主要な国の指導者は全て参加しました。つまり、１９年、２０年た

てば国際社会は忘れるのだと。では２０４９年までに中国の安全保障上の夢を達成するなら、

その１９年前、つまり２０３０年までにやることをやったらいいんじゃないか。それまでに、

尖閣、南沙諸島、そして台湾に関して、中国が強硬な姿勢をとってくるということを、安全

保障のコミュニティでは今考えております。 

 

 



 ２３ 

ὄΊẆ˧ǵ ǯ Ὀǵ  

 

 このようなアジアの中で安倍政権が何をやってきたか。積極的平和主義というものを掲げ

て、過去数年安全保障それから外交で積極的な役割を日本は果たしてきましたが、これは戦

後言われていた一国平和主義の否定です。つまり日本の平和も安定も、地域と世界の平和と

安定に直結している。そんな中で日本だけが安全であればいいという考えが一国平和主義で

したが、それは成り立たないのだというのが安倍総理の考えです。安倍政権の考えです。そ

してそれは、私は日本人自身の平和主義に対する自信に裏づけられているというふうに思い

ます。 

 そして安倍政権のもう一つの特徴は、経済こそが国力の源泉であるということを明確に認

識して政策をしている、政策をとっている。だからこそ、アベノミクスを推進している。こ

れは決して日本の経済のためだけではなく、安全保障上も必要なものであるということです。

日本の防衛費をふやさなければならないということがずっと言われておりますが、しかしＧ

ＤＰの１％という枠を超えることは、今の財政状況を考えて簡単なことではありません。日

本が防衛費をふやすためには、経済そのものを拡大するしかないわけです。そのためにアベ

ノミクスをやろうとしている。ですから、これは安全保障の政策ということも言えます。 

 また先ほど中国が西太平洋で優越を保つためには、日本の南西諸島を奪わなければならな

いということを言いました。中国は海洋進出はしておりますが、それに伴ったエアパワー、

つまり航空戦略の行動範囲の拡大はまだできておりません。特に中国も空母をつくっており

ますが、あれはおもちゃのようなものでありまして、海のど真ん中に出れば、中国の軍艦は

空からの攻撃に非常に脆弱になります。ですから、中国は南西諸島、これはおよそ８００の

島があると言われておりますけれども、そのうち１９の島に長い滑走路があります。いざア

メリカと戦争になれば、中国はこれらの島を奪い、その滑走路を中国の空軍基地として使っ

て、西太平洋においてアメリカと対峙するということをしなければなりません。 

 安倍政権は、統合機動防衛力ということで、陸・海・空自衛隊の統合運用によって、この

南西諸島を守ろうとしています。それは日本自身の努力も重要ですが、やはりアメリカとの

同盟関係の強化というものが必要で、そのために昨年平和安全保障法制を成立させましたし、

それと同時に日米防衛ガイドラインを見直して、日米の共同作戦がより一体的に行えるよう

にしました。 

 ただ、私はこれを未完の改革と呼んでいて、アメリカと日本が一体となって作戦を行う上

で、依然として引き続き厳しい制約が残されていますので、いざ有事になった際にどれだけ

日米同盟が機能するかという点については、今後も検証が必要だろうと思います。 

 

ǫǵȠȶȠᾓ ȵɈɨȨǯ ǵ☻Ҋ 

 

 このアジアには３つの将来があります。１つは中国の平和というシナリオ。中国がこれか

らどんどんと国力、そして影響力を増して、中国を中心としたパクス・シニカができ上がる。

その際、中国がこのアジアにおいて最も重要な国になり、そのもとにヒエラルキーが形成さ

れるということになりますが、日本からすればこれは決して望ましいシナリオではありませ

ん。 

 もう一つのシナリオは、台頭する中国に対して、その他の国々が連携してバランスをとる。

つまり、勢力均衡シナリオでありまして、恐らく現状はこの勢力均衡シナリオに近いのだろ

うというふうに思います。ただ勢力均衡というのは、非常に不安定なシナリオでもあります
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ので、我々としてはより望ましいシナリオというものを考えなければなりません。それは何

かといいますと、自由で公正なアジアということになります。つまり国際法あるいは国際ル

ールがこの地域を支配する。法の支配がこの地域を支配する。それによって、国の大小にか

かわらず、全ての国が平和と安全を享受できる。このようなアジアが我々にとって最も望ま

しいシナリオであり、日本としてそのシナリオに近づくために、日本がそしてほかの国と連

携してどのようにこのアジアを導いていくかということを考えなければならないと思います。 

 その前提で、日本が今後どのように望ましいアジアをつくっていくかですが、まずは日本

自身戦後アジアの秩序それから国際法、国際ルールに基づく国際秩序の恩恵を受けてきまし

た。今この国際秩序そのものが挑戦を受けているということを冒頭でお話ししましたが、日

本としてはまず何よりもこの戦後の秩序というものを維持、そして強化していくというとこ

ろを目指さなければならないと思います。 

 それは、法の支配、国際法や国際ルールがこの地域を支配するということを促進していか

なければなりませんし、それに加えて普遍的な価値、民主主義、自由、人権、自由貿易、こ

れらを地域、そして世界に広げていく上で指導的な役割を果たさなければならないというこ

とになります。 

 ただ、トランプ政権の誕生というのは、この日本の針路にとって大きな不確定要素になり

つつあると思います。昨年安倍総理は、アメリカの議会で、日米同盟は希望の同盟だという

ことを言いました。日米が協力してこれら普遍的な価値に基づくアジア、そして世界を築い

ていくということを述べたわけですけれども、その肝心の相棒のアメリカがこの普遍的な価

値を果たして今後も代弁していくのかどうか、それが今わからなくなってきている中で、希

望の日米同盟というのは果たして実現可能なのかどうかという点については、我々は真剣に

検討する必要があろうかと思います。 

 

ʥ֯ Ǳ  

 もう一つは、やはり日本自身がしっかりと国力を維持していくということで、アベノミク

スの成功、これをどれだけ難しくても我々は進めていく必要があるかと思いますし、ＴＰＰ

もこれから脱退するということを言っておりますので、その先行きは非常に暗いですが、し

かしＴＰＰを完全になくしてしまうということではなく、例えばもしかしたらアメリカが２

年後、４年後、６年後、８年後にはＴＰＰに入るということになるかもしれませんので、今

のＴＰＰを再交渉して、２年間で批准できなくてもアメリカが後で入ろうと思えば入れるよ

うにするということも、１つのオプションではないかと思います。 

 それから、憲法改正の問題。初めに言っておきますと、私は昨年の夏まで決して憲法９条

改正論者ではありませんでした。私の立場は、憲法９条改正は望ましいが、決してそれが不

可欠ではないという考えでした。つまり憲法９条を芦田修正に基づいて読めば、あくまで憲

法９条が禁じているのは侵略戦争のみであり、集団的自衛権も集団安全保障への参加も憲法

９条を変えなくてもできるというのが私の立場だったのですけれども、しかし今回の平和安

全保障法制が芦田修正の立場をとらず、集団的自衛権に関しては限定行使、国際安全保障へ

の参加は一部参加ということにしましたので、私は今憲法９条改正論者になりました。なぜ

なら、憲法９条を変えない限り集団的自衛権の全面行使も集団安全保障への全面参加もでき

ない状態になったからです。 

 これは先ほど言ったように、アメリカが今後どうなっていくかわからず、日本にもっと負

担を認めてくる中で、我々は今まで以上に真剣に考えなければならない問題だろうというふ

うに思いますし、それに伴い今の日米安保体制、日米同盟の形でいいのかどうかということ

も考えていく必要があろうかと思います。日本が憲法９条を変えていくのであれば、日米安
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保も真の意味での相互防衛条約に変えるという議論も同時並行で行わなければならないとい

うふうに思います。 

 そのような国内の議論をするために最後に私が提起したいのは、国内の政治の問題です。

今は自民党、特に安倍政権が日本を基本的には正しい方向に進めていると思いますが、しか

しそれは安倍総理の個人的な力によるところが大変大きいと思います。安倍総理の後任が見

つからない状態、では安倍総理がやめてしまったら、この国は一体誰が導くのか。果たして

個人の頼ることがいいのかという問題を我々は考える必要があると思いますけれども、自民

党の中で安倍総理の後任が見つからないような状況では、やはり自民党の外で、その自民党

に挑戦するまともな勢力が生まれなければならないだろうというふうに思います。それを考

えれば、まともな野党をどのようにつくるかということが、まず考えなければならない問題

だと思いますけれども、他方で私は、日本で果たしてまともな野党ができるのかということ

も心配しています。 

 より現実的なのは、もしかすると公明党にかわる連立与党、これがもしかすると自民党を

よりよい方向に進めていく上で必要なものではないかなという気がしています。今は公明党

が自民党に対するある種の制約になりながら、しかし自民党と協力して日本を動かしてはい

ますけれども、果たしてそれが日本の今後を考えていく上で一番望ましい組み合わせなのか

どうか。公明党にかわるより小さな政党が自民党と組むことで、もしかすると日本をよりよ

い方向に変えるかもしれないということですので、与野党の再編あるいは連立与党の組みか

えということを我々は議論していく必要があるのではないかなというふうに思っております。 

  

 

Ḩ ḸףǿǵȱɟɱɆ 
 

ᶮἶ Ẏἶ   ͬ   

 

 小谷さんのお話を集中して聞かせてもらいました。去年はここで余り地政学の重要性ばか

り強調してはまずいのではないか。ジオポリティクスではなくてジオエコノミクスが大切で

すと、こういうふうに言ってそのままになってしまっていたのですけれども、きょうはます

ますジオポリティクスのほうに力点が移ってきたなというふうな感じがいたしました。 

 アメリカは中国の思考に絶対になじみません、これははっきりしている。こういうことを

言うと、そうじゃないという反論が必ず出てくるが、アメリカがそういうふうに思っている

というふうに考えないと、次の戦略は立てられない。日本の人たちは、どこからどこまでも

前提が軟弱になっています。 

 僕がアメリカの穀物会社に入っていたとき、ヘンリー・キッシンジャー博士が国務長官で

したが、彼がうちの会社の重役をやっていました。今もって重役です。頭のいい人は世界が

３つになっているとか、４つになっているとか議論をしますが、キシンジャーの頭の中は東

西でくっきり２つに分かれている。我々みたいに単純な人間も彼と同じで難しく考えずに、

右か左か、西か東かというふうに分けて考えるし、そういうふうにまた考えないと相手を説

得できないんだと感じました。 

 それからロシアと中国というのは、我々の国柄と全く違います。ロシア人というのは自発

的に行動するのが不得手で、管理されているほうが楽な民族です。これは間違いない。それ

から中国人は、金、金、金、全て金の拝金主義です。こういうふうに思っていますが、当時

はまだ鄧小平が元気だったので、余り激しくはやってなかったのだけれども、ここに来て彼
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の重しが外れてしまったので、もう本当に金だけで動いているような気がします。したがっ

て、昔は隠れて悪いことをしないようにしていましたが、今は隠れて悪いことを平気でしま

す。これが今の中国の実態です。 

 もしアメリカもそういうことを考えるようになってくると、例えば自由平等だとか博愛だ

とかというかつての民主主義の原理がなくなってしまいます。ですから、ここが一番肝心な

ところで、いずれ中国は世界の半分を敵に回すことになると思います。私は最終的に世界の

半分は民主主義の原理を持ち続けるであろうアメリカ側につくと思います。なぜかといった

ら、中国は共産党独裁ですから。これをよく覚えておかなければいけないと思います。 

 アメリカの民主主義というのは、もともと原始ユダヤ教とピューリタンの思想から来てい

るものですから、これはやはり簡単には覆せないような気がします。それから、小谷先生の

おっしゃった通り尖閣の問題は大したことではない。これは大賛成。そんなものはほっとけ

ばいいということになります。以上です。 

 

 

ȱɟɱɆǿǵɨɕɧȢ 

 

 法の支配というのは Rule of Law ですが、中国には法の支配という概念がない。つまり、

Rule by Lawはあっても Rule of Law ない。なぜなら普通は国際法が一番上にあって国内法

がその下にあるのですが、中国の場合は一番下に国際法があり、その上に国内法があり、一

番上に共産党がいるということです。我々は国際法にのっとって各政府が行動しましょうと

言っているわけですが、中国はその概念がありませんので、この「法の支配」と「法による

支配」、この２つの考え方の違いというのが、ある意味アジアにおける一番大きな問題かなと

いう気がします。 
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【第３セッション】 

アメリカから見える 

    「アジアの中の日本」 
 

［基調報告者］ 

渡辺 靖 氏 

 （慶應義塾大学環境情報学部教授） 
 

プロフィール： 

１９６７年生まれ。上智大学外国語学部卒業。１９９７年ハーバー

ド大学で博士号（社会人類学）取得。オックスフォード大学シニア・ア

ソシエート、ケンブリッジ大学フェロー、パリ政治学院客員教授を経

て２００５年より現職。アジアは日本にとって、「アジアの日本」なの

か、それとも「アジアと日本」なのか。この位置関係あるいは自意識

は日本人の中でもはっきりしない。こんな日本がアメリカからはどう

見えるのか？アメリカ研究を土台とした文化人類学者であり又、ソ

フトパワー（文化外交）論者でもある視点から、アメリカから見える

「アジアの中の日本」をあぶりだす。 
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Ḩ Ḹף 

 

ȨɎɜǵᶮ Ӳ ʺ ǯǶ̲ǮǉǪǦǒ 

 

 白馬会議は９回目ということですが、きょう初めて白馬のほうに来たのですけれども、何

となく雰囲気も昔参加したコロラドにありますアスペンセミナーとも似ていて、白馬会議が

さらに大きく、国際的になっていけばすばらしいなと思いました。 

 今回のトランプ勝利は共和党陣営も実は読み間違えていまして、選挙投票日の直前には、

大統領選は無理だろう、なので議会選挙に注力しよう、議会の多数派は何とか死守しようと

いうふうに、党の指導部のほうの方針も変わっていました。ですから、研究者とかメディア

だけが読み間違えたわけではなくて、いろいろ党内で独自の世論調査をやっている共和党内

でも、ちょっと予想外の結果だったといことですね。 

 さらに伝え聞くところによると、トランプ陣営も驚いたと、まさか勝つとは思わなかった

という声も聞こえてきます。トランプ政権については最後のほうで言及しますけれども、少

し時計の針を戻して、この８年間を振り返りつつ、今後について少し展望を述べてみたいと

いうふうに思います。 

 ２００８年に当選したオバマ大統領ですけれども、やはり当時のリーマンショックが起き

たりしていた状況からすると、まずアメリカを再建するのだという要請がとても強くて、特

に経済再建、何とか第２の恐慌にしてはいけないというのがプライオリティで、かつテロの

防止というのがもう一つプライオリティにあった。だから、できるだけこの２つ、経済再建

とテロ防止という軸でオバマ外交の大まかな取捨選択というのが行われていったのだろうと

思います。オバマ流に言うと、いわゆる国際協調主義ということですけれども、いわゆるお

花畑的な国際協調、みんなで仲よくというわけじゃなくて、むしろコストとリスクというの

を同盟国などに分散していく。その結果、アメリカはもう世界の警官ではないという、より

アメリカの国益に立って選択的に関与していくということです。 

 そういう意味からすると、実はトランプさんの今掲げているアメリカファーストの傾向と、

そこまで極端ではないのですけれども、萌芽みたいなのはもうオバマ政権誕生時からあった

ということです。ただトランプさんと異なるのは、オバマ大統領は警官ではないと言いつつ

も、例えばサイバーセキュリティですとか気候変動とか、各セキュリティサミットだとか、

パンデミックとか、あるいは難民サミットですとか、そういったいわゆる国際秩序とか規範

というのは重視していた。そこがトランプさんからはなかなか聞こえてこない側面かという

ふうに思います。先ほどの小谷さんの発言で、ラッセル・ミードの４分型というのがありま

したが、その中で言うと、いわゆるトランプが価値とか批判を掲げてそれを世界に広めよう

とするようなウィルソニアンではないことは、現時点で確かなのかなという気がいたします。 

 そして、有名な言葉は、ピボットとかリバランスです。世界の成長センターであるアジア

に軸足を移すというのは、掲げてはいたのですけれども、これも期待していたアジアの一部

からすると、アジア回帰とは言うけれども、そんなに戻ってきていない、あるいは不十分だ

という見方もあります。逆に中国からすれば、リバランスというのに関しては非常に警戒を

したと思いますし、それから中東諸国にとってはアメリカが中東から身を引くということで、

何となく放り投げ出されるんじゃないかということで不安に覚えた。ですから、もしかする

とリバランスという言葉は余り大々的に掲げないほうがよかったのではないかという声もあ
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ります。 

 リバランスの最大の難所というのが中国だということは、これも繰り返し述べられてきて

いることです。経済的にはもちろん関係を続けていく、封じ込めは行わない。環境問題など、

協力できるところに関しては協力をする。ただし、安全保障面ではヘッジをしますよという

ことです。 

 

ʴᶮǯǰǍׄǔֻǍǒǓȠɟɨȩǵ Ẏ Ⱳ  ̠

 

 この南シナ海でのアメリカの役割というのが、日本からすると何となく弱腰なのではない

か。もっと強く出てもいいのではないかという声があるのですけれども、ここの点に関して

はアメリカの関係者に聞くと、もう事実上手おくれだと言う人もいるし、まだまだ全然大丈

夫だ、本当にもっと深刻になればたたくという人もいて、見解は分かれているのかなという

ふうに思います。ただ、必ずしも合理的な説明だけではこの問題は解決できないというのは、

やはり中国が欧米列強の支配を受けたという過去の屈辱といいますか、それに対して中華民

族の復興という、ある種のナショナリズムというのが投影されているがゆえに、そしてまた

国内問題の投影という部分もあるがゆえに、この問題の難しさというのもあるのかと思いま

す。 

 中国とどう向き合うかというのは、言うまでもなく至るところにアメリカの外交の１つの

考える際の基軸になっていまして、朝鮮半島をめぐる情勢も、結局戦略的忍耐というふうに

は言っていますけれども、やはり野放しにしてしまって、その結果もう核開発がとめられな

いところまで進んでしまったのではないか。だから、やはりイラン並みの制裁を加えるべき

じゃないか。イラン並みの制裁というのは何かというと、北朝鮮と取引をしている中国の企

業になどに対してのペナルティを課すということになりますから、それは中国が嫌がる。 

 それから韓国との間に防衛ミサイル、ＴＨＡＡＤ（サード）を配置することになりました

けれども、それも中国は嫌がるということで、中国としてはできるだけ現状を維持したいと

いう思惑もあって、その間その点がどういうふうに解決を見るのかというのは、私自身はよ

くわかりませんけれども、朝鮮半島問題というのも結局アメリカにとっては中国問題だとい

うことです。 

 それから東南アジア・オセアニア政策というのも、多分に中国を意識した部分が多くて、

オバマ政権になってオーストラリアとかインド、ベトナム、フィリピン、シンガポールなど

と防衛協力を深化しました。一方で、ミャンマーとかラオスと関係改善をしましたけれども、

その背後にはやはり中国という台頭するパワーをどう軍事的にヘッジしていくか、あるいは

関与していくかということと不可分なのかというふうに思います。 

 アメリカの方と話しているとやはり中国の存在感というのが非常に多くて、いろんなシン

ポジウムを出ても結局中国問題になってしまう。逆に中国の方と話すと、何か余り日本は変

数ぐらいにしかみなされてなくて、アメリカがやはり重要なのだということをひしひしと感

じます。そういう中で、あしたのテーマになるかもしれませんけれども、このアメリカと中

国の間で日本の役回りというのは一体何なのか。つまり日本が何をすべきかあるいは何をし

たいのか、あるいは何がし得るのかという、その今３つの連立方程式みたいなものをどうい

うふうに解いていくのかというのが、きょう、そしてあすの白馬会議の中で私自身議論して

みたい点です。 
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ȠɟɨȩǒȐ ǏȒȢɌɗȢɄȡɔǱ  

 

 次にアメリカから、ではその日本というのはどういうふうに見えるかということですけれ

ども、大きい点として、やはりアメリカというのは日本というのは和解に成功した国。つま

り戦前と戦後というのは別だ。しかも、しばらくは日本というのは高度成長期のときには退

屈なサラリーマンの国だった。ところが最近は非常にイノベイティブな国になったというこ

とで、結構日本からするとちょっと違和感があるのですけれども、日本になぜ来たかと聞く

と非常に格好いいとかあるいはイノベイティブだからと言うのです。自分たちは余りそれほ

ど自分たちのことをイノベイティブなんて思ってなかったのですけれども、外からアメリカ

も含めてそういうふうに見えるようになってきたということです。 

 アメリカの若い日本研究者などと話すと、なぜ日本研究をするようになったんですかと聞

くと、一昔前はビジネスというのがあったのですけれども、最近は昔いろいろポップカルチ

ャーとかに触れて、そして日本に興味を持った。そして日本語を勉強して日本に来てみたら

虜になって、例えばＪＥＴプログラムとか、そういう全国津々浦々で英語の教師などをしな

がら、そのうち結果的に日本に関連したキャリアを歩むようになりましたという方が非常に

ふえているように思います。これはアメリカだけではなくて、世界的な傾向ですので、よく

日本のクールジャパンとかポップカルチャーというのが、一体それが何のために、何になる

んだという議論をよく聞くのですけれども、長期的に何かそういう日本のことをいい面も悪

い面も含めてわかってくださるという方がいるというのは、日本にとって長期的には非常に

国益になっているような気がします。 

 

ͪὃǯɨɗɧɩǵ ǲ ǵǴǟȓ 

 

ただ、いまだにやはり理解がされてない部分というのもあって、それは例えばアメリカの

保守とリベラルというのは、ある程度整理しやすいというか説明しやすい面があるのですけ

れども、日本の保守とリベラルというのをどういうふうに考えればいいか。これは結構最近

いろんな論壇的なテーマでもありますけれども、なかなか説明するのが難しい。一般的に言

うと、保守というのは比較的憲法改正に積極的だとかリベラルはそうじゃないとかというの

はあるのですけれども、そういう幾つかのシングルイッシューを除いたときに、イデオロギ

ー体系としてどういうふうに、何かバックボールンになるものがあるのかということです。 

 昔自民党の大物政治家と言われた方のところにアメリカの議会の秘書官あたりの方が何人

か来て、ちょっと頼まれてその議員の方のところに連れていったのですけれども、いわゆる

日本の大物保守政治家だと説明をしたのです。それから非常に公共事業に積極的で、ばらま

きとか、その界隈では非常に大きな影響力があると言ったら、ちょっときょとんとしまして、

その政治家のオフィスに連れていくと、チェ・ゲバラの肖像画が張ってあるのです。それで

目を丸くして、本当に彼は保守政治家なのかと。公共事業をやるなんていうのは、アメリカ

からすれば保守でも何でもない、むしろリベラルだと。それからチェ・ゲバラ。これはアメ

リカでは敵だ。ましてや保守ではないということで、「日本の保守って一体何なのか」という

ことになりました。 

 その一方で、日本の憲法の中に結婚は両性の合意に基づいてという部分があります。いろ

んな解釈があるのですけれども、一応大方の見方としては男性と女性が結婚するということ

です。それ以外は認めないということですけれども、これはアメリカの保守派の人たちがぜ

ひとも実現したいことなのです。つまり、同性愛とかは認めたくはないわけです。日本の場
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合もう憲法でそれが規定されているということですから、そんなすばらしい憲法があるのか。

だから、これはぜひ日本の人は絶対何としてもこの憲法は守らなきゃいけないぞということ

で、こういうアメリカ人は多分日本からすると護憲派になるわけです。しかし彼自身は共和

党系の人ですから保守的な人なのです。何か日本とアメリカの間で保守とリベラルについて

ねじれがあるように思います。 

 こういうのはなかなか説明するというのが難しくて、結局日本の政治がどういうふうに動

いているのかということを、小さな政府とか大きな政府というわけでも必ずしも説明できな

いので、結局何か政局レベルとか派閥レベルとか、そういったレベルで説明をするとよくわ

からないと。いわゆる政治学では日本の政治というのはなかなか説明つかない。これはもう

人類学の世界だというふうに言われて、私もともと人類学なのですけれども、振られても困

るなというふうにいつも困惑しているところです。 

 

ȠɟɨȩǓ ǠȒ ǵֳ   

 

アメリカにとっては、戦後は日本の中の左派を警戒していたわけです。ですので、いろん

なフェローシップでアメリカに派遣するとか、そういったプログラムなどでも、どちらかと

いうと朝日新聞とか毎日新聞とか、そういった中で結構将来有望なジャーナリストの方を派

遣したりしていたわけです。それから、あのころアメリカの政府のいろんな文書を見れば明

確に書いていますけれども、冷戦中はとにかく日本の労働組合とか教職員組合とか、そうい

ったところの勢力拡張をいかに防ぐかということに、いわゆる文化外交の焦点というのが置

かれていました。 

 ところが冷戦が終わって、そして左派勢力というのがどんどん弱体化していくと、むしろ

アメリカが警戒するのは日本の保守派、特にいわゆる右派に変わっていきました。今日では、

一般的に保守は親米というふうにされていますけれども、それはオッケーだと。ただ日本の

中の左派はもういい、右派が心配だという警戒心が強いように思います。それは右派という

のは本質的には反米だということと、それから日米同盟よりもむしろ自主防衛を重んじるの

ではないかとか、あるいはあげくの果てにはＮＰＴ体制を離脱して核武装へと走るのではな

いかということ。そのことがアメリカの安全保障体制にとって大いな脅威になるのではない

かということから、警戒心を強めています。 

 その点からすると、第１次安倍政権のときに戦後レジュームからの脱却というふうに言っ

たことに対しては、随分やはり反発も強かったように思います。つまりそれは戦後レジュー

ムって、安倍さんがおっしゃっているのは多分独特のセマンティクスがあるのだと思います

が、アメリカからするとあたかもサンフランシスコ体制から離脱するという、それはひいて

言えば戦後アメリカが主導してきたリベラルな国際秩序を、安倍第 1 次政権というのは否定

しようとしているのかということで、警戒が強かったように思います。 

 第２次安倍政権になってから、恐らくこの戦後レジュームからの脱却という表現は封印し

ていると思います。それは、本来安倍総理が意図していたこととは違ったふうにとられたく

ないということで、周りからアドバイスがあったのではないかと私は理解しています。安倍

政権に対して、特に第２次安倍政権に対してはとても評価が高いと思います。それは、民主

党政権に対してかなり、特に鳩山政権に対して不信感があった。アーミテージ・ナイレポー

トの第３次レポートというのが２０１２年の８月に出されましたけれども、結構強い文言で、

日本は一流国であり続けたいのか、それとも二流国に滑り落ちることもいとわないのかみた

いなニュアンスで書かれていました。かなり政権が安定しない、そして日米同盟をないがし

ろにしているかのような民主党政権に対して相当警戒心を持っていたのだと思います。 
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ȠȶȠ ǵ֚ ◙ Ҙ 

 

 ２０１２年１２月に第２次安倍政権が発足したわけですけれども、やはりこのときも当初

はこの戦後レジュームからの脱却という表現のイメージがありましたので、やはり警戒心が

強かったのではないかと思います。特に安倍総理というのは保守政治家ではあるけれども、

本質的にやはり右派なのではないか、あるいは民族派なのではないかという懸念です。それ

がアメリカにとって悪い意味で的中したのは２０１３年、ちょうど第２次安倍政権発足のち

ょうど１年目の日に、靖国参拝を行ったということです。ですので、大使館も国務省も不快

感を表明したというのは記憶に新しいところでもあります。 

 日本からすると、中曽根政権のときあるいは小泉政権のときにも靖国参拝があった。その

ときは、それほど直接的な表現を使って反論というか批判はしてこなかったという見解もあ

りましたけれども、やはり１つ考慮しなければいけないのは、その当時と比べるとアメリカ

の中でアジア系移民の存在感というのが増しているということです。中国系というのが今３

８０万人ぐらいです。それからフィリピン系が２番目で３４０万人ぐらいいまして、ベトナ

ム系が１７０万ぐらい、韓国系も１７０万ぐらいです。韓国系などに関しては、かなりロビ

ーが急増しています。そして比較的１９６５年の移民法改正の後にアメリカに渡った人が多

いので、まだ１世とか２世のころなのです。そうすると、結構居住地なんかも似ているとこ

ろに固まって住んでいるわけで、当然選挙区的には何カ所かかなり集中して居住しているこ

とになりますので、いわゆる連邦上院議員とかそういう各州から２人しか選ばれないような

選挙に対しては影響力はそんなにないのですけれども、連邦の下院議員ぐらいだと、結構大

きな影響力を行使し得る。そういう韓国系住民の影響力を前にしてしまうと、別に本来的に

は歴史認識問題とか関心がなかったアメリカの議員も、やはり選挙につながるということで

立場を表明せざるを得なくなるということです。 

 ちなみに、韓国系が今１７０万人と言いましたけれども、日系のほうは１３０万人です。

ですから、韓国系のほうがもう数的には多くなっているわけです。日系の場合はもう５世と

か６世の代で、居住地区もかなり拡散して、ほかのエスニックバックグラウンドを持った

方々と結婚されて、余り自分たちが日系だというアイデンティティすらないという人も大勢

出てきています。それに比べるとやはり韓国系のロビー活動というのは、かなり強いという

ことが言えます。そういった国内的な要因もあって、恐らくアメリカ政府というのは安倍総

理の靖国参拝について強く出たのではないかというのが１つです。 

 それから、それ以外にももちろん説明はあって、結局靖国参拝すると韓国と日本の間の足

並みが乱れる。そうすると、いわゆる日米韓で本当は連携をしなければいけないときにそれ

ができなくなってしまう。そのことによって、結果的には中国を利することになってしまう

という計算も恐らくあったと思います。 

 ちなみに、やはり韓国系それから一部の中国系の歴史問題に関する動きというのは、表面

的にはかなり今おさまったように見えますけれども、結構実はまだ行われています。いろん

なところで下院議員とか市議会議員とか、そういったレベルで働きかけがあって、あるいは

慰安婦像とかそういったものをまたつくろうというような動きもまだ消えたわけではありま

せん。安倍総理が上下両院の議会演説を行いましたけれども、そのときにも韓国系の影響を

受けた議員が、下院議長が一応権限があるのですけれども、当時の下院議長のところに、こ

ういう歴史認識が怪しい人物は登壇させるべきではないというような圧力を加えたというふ

うにも言われています。それから、オバマ大統領が広島を訪問しましたけれども、その際も、

あれは正しい投下だったので、何も謝罪と受けとめられるようなことを大統領はすべきでは

ないという声が、韓国系、それから一部の中国系コミュニティから聞こえてきたという話も
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あります。 

 

ȠɟɨȩᶮКǵ֚ Ҳǲ ҈֚ꜘǞǱǋ 

 

 この問題というのは、日本ではディスカウント・ジャパンというふうな表現をされて、つ

まり日本の価値を損ねるといいますか、日本というのは歴史認識が不十分であると。なので、

日本のいろんな領土問題をめぐる主張から何にせよ聞くに値しない、あるいは信用するに値

しないというような流れをつくっていきたいわけですよね。こういうときにやはり大切なの

は、過剰反応しないということが大切かと思います。こういったことをパデリック・ディプ

ロマシーと言いまして、私もちょっとかじって本も書いたことがあるのですけれども、サッ

カーとかスポーツと同じで、やはりある程度相手を挑発してカッとした人が、プレーヤーが

何か反則をして、レッドカードでももらった退場してくれるというのが、多分一番ありがた

いことで、スポーツをされる方ならば意図的に相手を挑発するというやり方はすると思うの

ですけれども、それと同じで、たった１つの小さな像、これをしかも言われなければ誰もわ

からないようなところにある、しかもほとんどのアメリカ人は全くといっていいほど気にし

ないものを、そこは日本の人、メディアもそうですし、それから政治家なんかが行って、そ

してこの像を撤去しなければどうのこうのとか、桜の木をあげないとか、そういうことをす

ると、やはりそのことを現地のメディアは報道するし、あるいは全米のメディアがそれをピ

ックアップする、報道する。そして日本は過去を美化しようとしているというフレージング

に持っていかれるわけです。これは全くそういうことを仕掛けている人の側からすると願っ

たりかなったりのことで、アメリカにおいては移民が背負ってきたいろんな苦難というのを

表現して、それを踏まえた上でアメリカで頑張ろうというメッセージをつくっていくという

のが、移民の国がゆえの不文律のようなところがあって、そこに政治的に何か介入すると、

言論の自由みたいなのに対して介入しているように解釈されかねない。 

 それから、もう一つ慰安婦問題などというのは、やはり女性の権利と非常に密接に結びつ

いていて、特にアメリカでは、この５年ぐらいだと思いますけれども、女性の権利というこ

とに関しては、とりわけ軍隊から政府機関、それから大学のキャンパスなどにおいてもすご

く敏感で、９月にアメリカの大学を幾つか回ったのですけれども、本当に出ているのはキャ

ンパス内におけるレイプをどういうふうに抑止するかとか、そういったことに非常に敏感な

のですよね。そういう中で、この慰安婦問題を捉えたときに、日本側にたとえいろんな言い

分があるにしろ、なかなか思っているとおりには通らないような政治環境の違いがあるとい

う点も理解しておかなければいけないかというふうに思います。過剰反応しないということ

です。 

 一方で、韓国系のコミュニティが歴史カードを使っているということは、結構ワシントン

のアジア政策を担当しているような人たちと話すともう十分わかっていて、どちらかという

とそのことによって日本と韓国の間の協力関係がうまくいかないということに、むしろうん

ざりしている。困ったなと思っている方がとても多い印象を受けています。ですから、アメ

リカに関しては、いわゆる歴史認識問題で韓国とか韓国系の人が今後また騒いでも、堂々と

していればいいかと思います。そのことは、そういうことは一切なかったとか、そういうこ

とではなくて、それは過去は過去だったと。あくまでその点については日韓合意もあるわけ

ですし、冷静に対応していくのがいいかと思います。 

 それからもう一つは、中国が国際放送などを強化して、ＣＣＴＶというのを拡充して、私

もワシントンに、ホワイトハウスから歩いて１５分ぐらいのところにありますけれども、行

くととても立派でスタッフも２００人ぐらいいて、結構ＣＮＮとかそういったところから引
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き抜いて、一見余りＣＮＮと変わらないような華やかなスタジオで報道しているのですけれ

ども、日本からするとこれはもっと、中国がどんどんプロパガンダをアメリカでやっている

わけだから、日本も対抗してという議論になるのですけれども、ここも過剰反応し過ぎると

かえって中国のメディアと同じ土俵になってしまうと思います。 

 アメリカにいる中国系のアメリカ人の同僚と、中国のＣＣＴＶってアメリカの中でどうい

うふうに受けとめられているのかと聞くと、何を気にしているんだと。中国にいる中国人で

さえ信用していないＣＣＴＶを、アメリカ人が信用すると思うかということで、そんなこと

は気にするなということです。ですので、余り中国がどんどんやっているから、日本も政府

の立場をどんどん伝えていかなければいけないとなってしまうと、メディアというのがまさ

に国営放送とか国策のメディアになってしまうので、そこの罠には陥らないほうがいいかと

思います。 

 

ȠɟɨȩǵɏɶɆɈɶ ǵἭ᷀ ǶṔǞǭǋȒ 

 

  ちょっと話がそれましたけれども、安倍政権に関してはそういう当初ちょっと懸念材料

もあったわけですけれども、全体的にはその後ＮＳＣを創設したりとか、それから秘密保護

法案を通したり、あるいは限定的ではありますけれども集団的自衛権というのを容認した。

それからＴＰＰも交渉参加を表明したということで、とても評価は高いと思います。それが

多分アメリカ議会での安倍総理の演説ということにつながったと思いますし、それから日韓

合意に関してももちろん歓迎されています。 

 アメリカから見ると、日本というのは民主主義で、しかも経済大国で技術大国で、しかも

人口が１億人まだいる。それから地政学的にも非常に重要な場所にあるということで、もち

ろん重要な国です。 

 それからオバマ政権に関しては、例えばネタニヤフとオバマ政の関係というのはさほどよ

くなくて、イスラエルとアメリカは同盟関係ではあるのですけれども、首脳同士では必ずし

もうまくいっていない。 

 イギリスに関しても、特別な関係ではもちろんあるのですけれども、シリア攻撃のときに

イギリスの議会が否決をしたりとか、それからＡＩＩＢにイギリスがすぐ真っ先に参加を表

明したりとか、あるいはブレキジットが起きたりとかということで、やや注意して見ている

という点もあるかと思います。その点からすると、アメリカからすると安倍政権というのは、

まず何よりも１年ごとに変わらない長期政権であり、それから国内的にも安定しているとい

うことで、パートナーとしてはかつてないほど存在感というのを増しているのではないかと

思います。安倍総理自体も、気がつけばＧ７で多分メルケルさんの次ぐらいに古株になるの

ではないかと思いますけれども、ますますイニシアチブを、まさにヨーロッパとかアメリカ

がちょっとごたごたしている中で、存在感を出しやすい政治環境にはあるのではないかと思

います。 

 先ほど小谷さんのプレゼンのときに、南シナ海で日本がどういう役割を果たすべきかとい

うことだったのですけれども、アメリカの方と話すと、やはり意見は２つに分かれていて、

積極的に役割を果たしてほしいと言う人ももちろんいるのですけれども、ただその反面、も

ちろん何か協力してくれるのはありがたいけれども、実際まだそこまでは必要としていない、

つまり不可欠ではないという声とか、あるいは余りかえって南シナ海に自衛隊が来ると、そ

れを中国が腹を立てて、東シナ海、つまり尖閣のあたりでより日本に対して挑発的な行為を

してくる。そうするとアメリカがそっちのほうに関与せざるを得なくなるので、それを考え

ると日本は余り南シナ海のパトロールというのはすると、アメリカにとってそんなにありが
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たくないことかもしれないという声も聞こえてきます。 

 拉致問題とか北方領土問題について、アメリカは日本の事情を理解していますし、それか

ら今の日本の存在感を考えるとそれにちゃちを入れてくるというようなことはしないのです

けれども、しかし経済協力とか経済支援というのが進んでしまうということに対しては、警

戒心は相当強いというふうに思います。特にロシアに関しては、クリミアの併合というのは、

一方的な力による現状変更をした。それを容認してしまうと、結局日本が尖閣諸島に対して

言っているクレーム自体についても正当性が失なわれてしまうわけですし、それからリベラ

ルな国際秩序を守るとか法の支配というような安倍政権が掲げてきた、そしてアメリカもこ

れまで重んじてきたモットーと矛盾をしてしまうということから、一定の警戒心があるとい

うことは言えるかと思います。 

 

Ɇɧɱɕ╛ ♬ҴὑẆ˧Ǯᶮ ⅜Ƕ ˍ  

 

 トランプ政権が発足するわけですけれども、オバマさんと同じく世界の警官にはならない

というふうに明言をしています。その意味では選択的関与ということになりますけれども、

多分さらに国益を狭く考えて限定的に関与してくるのだろうと思います。もう少し平たく言

うと、少なくともキャンペーン中のトランプさんの発言を聞いていると、彼が考える国際秩

序というのは基本的に経済的な損得勘定で見ているような印象を受けます。逆に秩序とか規

範といったことに関して語るということはほとんどない。民主主義や自由の拡大だとか、あ

るいは人権とか環境とか、そういったことを気にとめているようにはとても思わない。 

 そうなると、一番私が心配しているのは、リベラルな国際秩序とか法の支配とか、規範と

か秩序というのがなし崩し的に崩れていってしまう。むしろむき出しの実益、特に経済的な

損得勘定で動くようになると、相当国際秩序というのが混乱するのではないか。場合によっ

ては、力の空白というのが生じるかもしれないということです。 

 先ほど唱先生の御発表の中で、日本がアジアのフロンティアになるべきだという御発言が

ありました。それはそのとおりだと思うのですけれども、ではＡＩＩＢに参加するかとなる

と、ＡＩＩＢに関する透明性だとかあるいは環境基準というのをどこまで満たしているのか。

そういうことには目をつぶって参加すべきなのか、あるいはそういうことに目をつぶってい

いのかということです。このあたりの価値をめぐる問題について、どこまで日本というのが

妥協できるのかというのが、きょうそれからあす、皆さんとまた議論したいところでもあり

ます。企業で言うと、いわゆる社会的責任みたいなことをどこの企業も重んじるようになっ

てきているわけですけれども、トランプさんが何となく言っていることは、もうそんなもの

はどうでもいい、むしろもうかればいいというような、一昔前の企業行動、あるいは国家の

行動パターンに戻ってしまうのではないかというようなことを、私は危惧しています。価値

を重んじていくというのが正義であり正しいと思っていたのですけれども、むしろ正直者が

結局は損をする世界なのかという、そういう世界に戻ってしまうのではないかということに、

今非常に危惧を覚えます。 

 若干ここからは、これまでのプレゼンした方のコメントにもなるのですけれども、米中関

係が重要だということで言いますと、恐らく中国からするとＴＰＰが挫折してくれればこれ

はとてもありがたいことだし、それから日米関係とか米韓同盟というのが防衛費負担のこと

で若干揺れ動いてくれれば、それはそれでやはりうれしいことなのだろうというふうには思

います。その一方で関税がかけられたりとか、為替操作国に指定されたりするということは、

かなり警戒しているのだろうということは容易に想像がつきます。 

 一部には中国とアメリカの間で貿易戦争が起きるんじゃないかという声もありますけれど
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も、ただまだ中国に対するトランプ政権というのは見えないところもいろいろあって、一方

では関税を４５％かけるとか、為替操作国に指定するとか言っているのですけれども、その

反面ＡＩＩＢに加盟しても構わないようなことをかなりの側近が発言していたりということ

で、全体像としてどういう対中戦略があるのかということについては、ちょっとまだ見えな

い状況です。トランプさんの選挙中のホームページを見ますと、ヒラリー・クリントさんは

三十何項目政策アジェンダがあったのですが、トランプの場合には７つしかなくて、ただ中

国のところにはちょこっとだけですが、南シナ海については関与するようなことを書いてあ

るのですけれども、ただキャンペーン中そのことが彼の口から明確に出たということはあり

ません。そのことが、南シナ海について防衛をさほど取り組まないということなのか、ある

いはやはり軍備増強というのはトランプさんの言っていることですから、そのコンテクスト

の中でやはり船をどんどんつくって南シナ海の防衛にもより本気に取り組むのかというのは、

ちょっとまだ読めないところがあります。ただ確実に言えることは、アメリカにとっては、

少なくともトランプさんにとっては、有権者向けにはやはり中国の問題よりはテロ対策、特

にＩＳとの戦いというのがはるかに優先度が高いということかと思います。 

 それから、先ほど小谷先生がおっしゃっていましたけれども、韓国が、つまり朴政権がど

うなるかというのも、やはり今後のトランプ外交ということを考えていくとき、あるいは日

本とアメリカの関係を考えていくときに重要になってくると思います。もし、先ほど小谷先

生がおっしゃったように、革新政権ができることになれば、ＴＨＡＡＤの防衛ミサイルとい

うものもどうなるかわかりませんし、それから日本との間の軍事情報の協定、ＧＳＯＭＩＡ

も一応署名はされましたけれども、次どうなるかわからないですし、それから日韓合意、歴

史認識問題についても、これは前の政権で不十分な議論のまま締結されたわけだから無効だ

というふうになると、やはり日韓関係というのはまたこじれてしまう。そうすると、日米韓

の足並みが乱れてしまうということを、ちょっと不安な気もします。 

 トランプさんがとりあえず日本に関して求めてくるというのは、駐留経費のことは、これ

はもういろんなところに書かれていますけれども、日本が７５％負担している。それは大体

韓国とかドイツが３０％～４０％ぐらいなので、それに比べるとかなり負担はしているので

すけれども、ただＧＤＰ比で比べると、アメリカは減ってはいるのですけれども３．３％ぐ

らい防衛費を負担しているのに対して、日本は１％だ。だからこれはおかしいじゃないかと

いうことで、防衛費をより要求してくるということは十分あり得ると思います。このときに

どういうロジックでアメリカ側に説明をするかですね。財政的な状況というのもありますし、

それから日本の場合防衛費を例えばＧＤＰの２％にぱんと上げただけでも、それは中国とか

ほかのアジアの周辺国に対して非常に警戒心を抱かせるかもしれない。そうなって、さらに

中国が防衛、軍拡をしてくるような世界になったときに、本当にそれがアメリカの国益につ

ながるのですかというようなことで、常にやはりアメリカの国益と照らし合わせる形で日本

の立場というのを説明していくということが必要かと思います。 

 ただこの駐留経費に関しては、周りの副大統領のペンスさんだとか首席補佐官のプリーバ

スさんとか、それから若干曲者らしいですけれどもマイケル・フリンさん、今度安全保障の

補佐官になりますけれども、彼らは日米同盟の重要性というのはよくわかっていますし、そ

れから議会ももちろん日米同盟の重要性というのはわかっていますので、そんなにこの問題

に関しては大きくならないのではないかという気がしています。１００％負担したら、事実

上アメリカの軍隊が日本の傭兵になるわけですから、本当にそれでいいのかという説明もあ

るかと思います。 

 

 



 ３７ 

ǵᾓ Ƕ  

 

 ＴＰＰですけれども、これはいろんな説があって、トランプ氏自身やはりビジネスの世界

で企業対企業という形でビジネスをしてきたという経験もあって、そのときに物すごい高い

ブラフをしてアジェンダを設定して、あとはだんだん落としどころを見つけていくというや

り方になれているので、余りマルチにやるということに対してなれていないというのと、そ

れから結局マルチになってしまうとアメリカの国益というのが反映しにくい。それよりは二

国間でどんどんやりたい。なので、ＴＰＰみたいなのを再交渉するというよりは、むしろ日

米二国間でＦＴＡを結ぼうというような動きのほうが強くなるのではないかという気がしま

す。日本国内ではいろんな議論があって、アメリカ抜きでＴＰＰをやればいいじゃないか。

後でアメリカが入ってきたければ、その合意された内容に従ってもらうということもあるよ

うですけれども、ただ日本は残りの１０カ国のうち、ニュージーランドとカナダを除いたと

ころとは、余り経済的なメリットというのはそれほどなくて、やはり日本にとって重要なの

はこの地域のルールメイキングにアメリカが関与しているということが重要なので、その意

味でＴＰＰというのはとても戦略的に重要なのかと思います。もちろんＲＣＥＰとかＦＴＲ

というものを否定しているわけではなくて、行く行くはそちらのほうにもつなげていきたい

けれども、まずはやはり水準が高いＴＰＰをまずつくって、そこから他国を巻き込んでいく

ということが正しいのではないかと思います。 

 もちろん保護貿易に走れば、結局アメリカの物は当然報復関税もかけられますから、アメ

リカの物は売れない。入ってくるものは高くなるわけで、一番誰が傷つくかというと、恐ら

くトランプさんを支持したような労働者の人が、一番不利益を被ると思うのですけれども、

ただやはり今のアメリカ社会でグローバル化ということによって自分たちが不当に割を食っ

ているというふうに感じている人たちというのはとてもいて、いろんな表現はありますけれ

ども、ヒルビリーとかレッドネックとか、ホワイト・トラッシュとか、プアー・ホワイトと

かいろんな表現がありますけれども、そういった人たちにとってはそういうメッセージとい

うのは非常に訴求力があるというのも事実で、またヨーロッパにおいても同じような現象が

起きていると。日本でトランプ現象が起きるのかというのはわかりませんけれども、世界的

にもグローバル化とどう向き合うかというのは、大きな課題だとは思います。 

 

Ƞɟɨȩǲ ᾍ Ǳ ǶǉǪǭȉ ᾍ Ǳ ǶǱǋ 

 

 今後の展望ということですけれども、イアン・ブレマーがＧゼロの世界というふうに言い

ました。また同時に彼は２０１６年というのがパクス・アメリカーナの終焉の年だという言

い方もしています。１９４５年に始まったアメリカ主導による平和というのが終わったのが

２０１６年だということです。アジアからどんどん関与を引いていくのではないかというこ

とも言っていますけれども、ただ私はちょっとわからない、まだそれは判断できないのでは

ないかというふうにも思っています。 

 というのは、アメリカを動かしている運動率で、アメリカ例外主義というのがあって、ア

メリカは特別な国だという感覚です。なので、地上でこの世で最上で最高の国だみたいなこ

とを常に鼓舞して、それでアメリカを１つの国にまとめているところがあります。それは、

実は一方では介入主義にもなり得るし、一方では孤立主義にもなり得る。特別な国なので、

ほかの国には惑わされたくない。自分のアメリカというヘブンを守っていきたいのだったら、

孤立主義のほうに走る。ただ、同時にそれが脅かされると思ったら、徹底的に介入していく
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ということで、結構孤立主義と介入主義って表裏一体で、アメリカ例外主義というアメリカ

を１つにしているイデオロギーがある以上、一見トランプさんって孤立主義者と言われてい

ますけれども、少しコンテクストが変わればとても介入主義に動いてくる可能性もあるよう

な気がしています。 

 小谷先生がアメリカに相対的な衰退論があっても、絶対的には衰退しているとは思わない

と言うのは全く同感で、衰退論というのは１９５０年代のスプートニク・ショックのときに

もありましたし、７０年代のドルショックのときにもありましたし、９０年代のバブルショ

ックのときもあったし、リーマンショックのときにもありました。そういう意味からすると

繰り返し出てきている。もちろんいろんな国が台頭してきているという点では、相対的には

衰退はしていくのだろうけれども、絶対的に衰退しているかというとそうではない。軍事的

には予算も技術面でも優位だし、それから忘れてはいけないのはアメリカには５０カ国以上

と同盟関係があるということです。これはやはり中国が逆立ちしても今持ち得ていないもの

だと思います。 

 それから人口的にも、中国は労働力は縮小していますし、高齢化も進んできますし、賃金

も上昇してきて、それからもちろん政治的ないろんな不安定要因というのもあるわけですけ

れども、アメリカの場合は２０５０年までに人口がさらに１億人以上増加するというふうに

も言われていますし、労働力も４０％以上拡大するというふうに言われています。 

 唱先生のほうから人民元の経済圏の可能性ということがありまして、そうだろうとは思い

ますけれども、ただ基軸通貨としてのドルの存在感というのは、当面まだあるでしょうし、

ドルを基軸通貨にしないということの合理的な理由というのもなかなかないのだろうという

ふうにも思います。 

 エネルギー面でも、シェール革命などもありまして、リソースは中東に依存しなくてもい

いような状況にもなっていますし、それから食料も自給自足に近い状況に、むしろ輸出する

力があるぐらいです。 

 それから大学とかシンクタンクとか、イノベーションの力とか、それからもう一つ忘れて

はいけないのは、アメリカの持っている移民のネットワークです。世界各地からネットワー

クが出て、そういうのをディアスポラ・コミュニティと言いますけれども、その出身国のい

ろんな層とつながっているという、この強さというのも忘れてはいけないかと思います。 

 ただそういう個々の能力だけを見ていくと、アメリカというのはまだ相当強いのですけれ

ども、問題はそれをうまく使っていくだけの政治的な意思があるかということと、それをう

まく機能させる統治システムがきちんと機能しているかということで、そういう面からする

とアメリカにとっての最大の懸念材料というのは、むしろ内政がどうなるかということです。

トランプさんが嫌いな人はたくさんいると思いますけれども、ただ今回議会が上下両院とっ

て、大統領もホワイトハウスも共和党ということで、いわゆる決まらない政治というのが克

服される可能性というのが出てきた。そうすると、結構今までアメリカの内政の機能不全と

いうのはグローバルリスクじゃないかという議論もありましたけれども、もしかするとそこ

は解消されるのかもしれません。 

 最後、先ほど質問の中で経済の話があって、トランプさんの経済政策というのは法人税を

下げたり所得税を下げたり、あるいはインフラ投資を行ったり防衛費を拡大したりという点

で、結構レーガノミクスと近い面があるかと思いますけれども、レーガンのときと今少し私

がトランプを見ていて違うなと思うのは、レーガン大統領は必ずしもいろんな政策にたけた

人ではなかったかもしれないけれども、しかし政治経験もあったし、それから各分野の担当

する人はその分野に結構精通したプロを配置していたのですね。ところがトランプ氏のこれ

までの人選を見ていると、あるいは予想される人を見ていると、結構全くその分野について

とても知っているとは思えないという。ただ彼に対しては物すごい忠誠を誓ったというよう
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な人が、論功行賞的に配置されているようなところがあって、その辺からするとちょっとレ

ーガンのときに比べると不安を覚えるというのも、事実です。 

 

 

Ḩ ḸףǿǵȱɟɱɆ 
 

ˬẎἶẎἶ ὖᴣ   ȅǱǽ  

 

松田まなぶと申します。前衆議院議員で、その前は財務省におりまして、現在は、サイバ

ーセキュリティ基本法案というのを議員立法でやった１人である関係で東大の大学院の客員

教授をやっている人間でございます。 

 今回初めて渡辺先生のお話を聞きましたが、先ほど保守政治の話が出てきました。私は実

を言いますと、財務省を何でやめたかといえば、「たちあがれ日本」という政党ができて、そ

の後日本維新の会になって当選して、それが次世代の党へと分党しまして、一貫して日本の

真正保守をつくろうということでやってきましたが、それは自民党がやはり保守を代表して

いないという思いもあったからです。おっしゃるとおり、社民党的な感じもするような政策

をずっとやってきています。 

 ただ、今、欧州の動向、それから今回のトランプのショックですね。世界的にポピュリズ

ムが高まっているなどと言いますが、日本の場合は、少なくともポピュリズムによって排外

的な極右が台頭する心配はないと思っています。我々は決して極右ではありませんでしたが、

真正保守は見事に壊滅しました。日本は極右というのを極めて嫌う国であるということを痛

感しました。そう誤解をされたおかげで私もこういうふうに今バッジがとれているという状

況なのですが。 

 というのは、安倍さんがそういった右側の人たちの信頼を得ているのですね。実際安倍さ

んは何をやっているかというと、結構リベラルなことをやっている。しかし、右側の人々か

らも、文句が出ない。安倍さんがやることだからといって信頼がある。受け皿になってくれ

ているので、私は安倍さんである限り心配ないのではないかなと思っています。 

 いずれにしても、保守とは何かと極めて難しいことで、私が代議士として取り組んでいた

のは、そもそも保守とは何なのかの理念を明確化し、そのもとに保守政治は国民に具体的に

何を実現するのかを各政策分野ごとに組み立てて体系化しようとする試みでした。それは道

半ばで中断していますが。 

 いま、多くのインテリの方々がポピリズムの台頭を嘆いて民主主義の危機などと言ってい

ますが、私は、ポピュリズムの台頭を嘆くぐらいであれば、今の政治家やインテリたちの間

で、中間層の人たちにどういう夢を与えるのかという、将来の自国の姿をどういうふうにし

ていくかという議論が、余りにも沈滞していたということの責任のほうが大きいのではない

かと思っています。それは日本以外の先進国についても言えることだと思います。 

実は私、財務省の役人をやっていたときに、そんな思いもあって言論ＮＰＯを個人の立場

で役人でありながらつくり運営するということに参画していました。今それが大分発展して

おり、さきほどのお話にあったような政府のプロパガンダではない、民間が担う国際的な世

論形成力の担い手へと育ちつつあることは心強いことです。私が議論づくりに参画していた

当時につくった言葉の１つに課題先進国という言葉があります。「課題先進国」は、今や一般

の人がみんな使う言葉になっているのですけれども、やはり日本は世界で最初に、人類最初
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の共通の課題に直面する国になったのだから、その解決モデルを世界に先駆けてつくる国に

なろうではないかというところが大まかな方向です。当時もアジアの中の日本なのか、アジ

アに向き合う日本なのかなどと、言論ＮＰＯのアジア戦略会議で議論していました。 

ＴＰＰについてですが、実は私、議員になる前に、「ＴＰＰ興国論」という本を書きまして、

これは「ＴＰＰ亡国論」という本が２０万部売れたので、これではいけないと、私は「興国

論」を出して、これは２万部しか売れなかったのですが、その「興国論」で何を言いたかっ

たかというと、当時保守関係の人はみんなあのＴＰＰはアメリカとの日米ＦＴＡだなどと言

って、日本はアメリカに支配されると叫んでいたことに対して、私は逆だと。これはアメリ

カが、ではなくて、日本が、アメリカを、そして世界をリードするチャンスにできるものだ

というふうに言っていたのです。 

 トランプの誕生によって、私はますますそうなるだろう。ＴＰＰそのものが否定されてい

るのではなくて、むしろ逆に、先ほどから議論が出ているように、日本こそが自由経済圏の

ルールメーカーの役割を担う。いずれトランプがＴＰＰ反対からＴＰＰ支持へ公約を変更せ

ざるを得ないときが来るもしれない。選挙時の公約を変更するときに、有権者に対してきち

っと説明責任を果たして、説得力ある説明ができるかどうかというのも、実は非常に重要な

政治家の役割なのです。ＴＰＰに限らず、結構トランプはそういうことを迫られてくるので

はないかと思います。そのときに、日本がちゃんと手を差し伸べられる、そのための材料を

提供し、環境をつくる。そのような意味も含めて、今こそ日本が本当の意味での指導国家に

なれる、リーダーシップがとれる局面に逆に来たのではないかなと思います。 

 ＲＣＥＰという話もきょう出ていますけれども、ＴＰＰが当面動かないのであれば、ＲＣ

ＥＰを進めるというのも選択肢です。確かにＴＰＰを１１カ国で発効するというのは難しい

かもしれませんが、形はきちっと残しながら、将来の理想はこれだよと示しながら、一方で

日本はＥＵとのＥＰＡ交渉というのを本格的に進めてしまえば、多分トランプ率いるアメリ

カも焦ることになると思うものです。 

 トランプがしたたかなのは、二国間で貿易交渉をやろうとするところです。ＴＰＰは何が

いいかというと、多国間交渉だからです。日本がこれをアメリカと二国間でやると、私も日

米構造協議に携わりましたが、両国間の力関係のもとに日本は大変な譲歩を迫られる事態に

なってしまいます。 

 私はアジアの中の日本というよりも、世界の中の日本になる、今が最大のチャンスだと思

っています。先進国で中間層が崩れている現在、日本の強さは中間層の有する課題解決力で

す。日本はそれによって危機に直面するたびに関係する分野で世界一を築いてきた国であり

ます。世界が、なるほど、あれを参考にしようという課題解決モデルを中間層の力をあわせ

て生み出していく。そこに「日本新秩序」という言葉を私は提言してきましたが、今や国際

的なリーダーとなっている安倍総理の政権をアベノミクスをさらに進めることで安定させて

いくことが本当に必要だなと、きょうの話を聞きながら確信しました。 
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ȱɟɱɆǿǵɨɕɧȢ 

 

ほとんど同意することばかりなのですけれども、何となく今回のトランプ現象を見ていて

思うのは、これまで保守とリベラルということでけんけんがくがくやってきてきたわけです

けれども、ブレキジットなどを考えると、その軸だけでは余り議論がもうできなくて、むし

ろグローバル化というものに対して、オープンでいるかあるいはクローズであるかというよ

うな、もう一つの座標軸みたいなのが必要なのかというふうにも思っています。自民党の中

でも、恐らくＴＰＰのような形でよりグローバルのようなものにかかわっていくことよって

国益が開けてくるのだというタイプと、そうじゃないというタイプがあると思いますし、ア

メリカの民主党の中だってオバマはまさに開いていくことを選んでいるわけですけれども、

労働組合とかはそうじゃない人も結構いていてという感じで、必ずしも保守とリベラルとい

う軸だけでは議論できないような時代になってきているのかと思います。この辺をどう考え

るか、きょうあす、引き続き議論できればと思います。 
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【ディナースピーチ】 

アジアの将来・日本の将来 
 

 

 

［スピーカー］ 

トラン・ヴァン・トウ  氏 

（早稲田大学社会科学部教授 

 早稲田大学ベトナム総合研究所所長） 
 

 
 

プロフィール： 
 

 １９６８年ベトナムより日本の国費留学生として来日。一橋大学大

学院経済学研究科博士課程修了（経済学博士）。日本経済研究セ

ンター主任研究員等を経て早稲田大学社会科学総合学術院教授

となり現職。ベトナム首相経済行政改革諮問委員、ハノイ大学客員

教授、ハーバード大学客員研究員等を歴任。祖国発展を目指して日

越を行き来しながら、日本をモデルとして学んできた経験を踏まえ、

日中競合の当事者にはない東南アジアサイドからののびやかな視

野と未来志向のもとに、２１世紀アジアの将来と日本への期待を語

ってもらう。 
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ȷɒɶȿ 

ɠɅɩǶȠȶȠǵ ǲǱȒ 

私はベトナム出身で、ベトナムは別として一番関心を持っている国はやはり日本と中国

です。特に少年時代は中国の歴史人物とか漢詩が好きで、ちなみに趙匡胤という人が好きだ

ったのです。若いときいろいろ読んでいて、その後正史を読んでも、この人がすばらしいな

と思っていました。 

 日本については、日本の明治維新とか武士道とか日露戦争とか関心を持ちました。そして

留学して日本に来たのは１９６８年、高校が終わってからすぐ日本に来まして、その当時ち

ょうど日本の高度成長の最中で、ちなみに世界第２位の大国になった年であります。 

 私は一橋大学で経済学を勉強しまして、当時近代経済学とマルクス経済学があったのです

けれども、近代経済学を勉強した。ベトナムはちょうど戦争が終わって社会主義国になり、

近代経済学は批判を浴びたのです。ブルジュワジー経済学であると。ということもあって、

ちょっとベトナムに帰ろうと思ったけれども、結局帰らずに就職しました。就職したころは、

Japan as Number Oneという本がちょうど流行になっており、そのころ中国の改革開放も開

始したところであります。 

 こういうことで、私は日本と中国の幾つかの重要な転換期を観察できて、ある意味で幸運

であった、偶然に日本に長くいたということもあって、結果をとってみれば幸運であったと

思います。 

 さて、私のきょうのメッセージは、結論としてこういうことであります。日本は失われた

２０年とかあるいは２５年とか最近言われます。ちょうどその時期に中国が躍進したのです。

日本はかなり自信喪失とか悲観論がはやりました。しかし、私は東南アジアという立場から

見ますと、日本への期待はまだ根強いですね。そして、発展モデルとかソフトパワーといっ

たものを考えますと、中国よりも日本のほうがすぐれていると見ています。日本の経済発展

モデルは、大体８０年代までかなりシンガポールとかマレーシアとかベトナムが参考にした。

その後発展モデルはかなり多様化していったけれども、その後日本は課題先進国と言われる

ようになった。高齢化を始め、いろいろな問題に直面しました。いずれアジア諸国も直面す

る問題です。日本がもし成熟国家としてのこれらの問題を解決できれば、引き続いてアジア

の模範になる。そういう意味で私は１９世紀は日本は脱亜ということだったけれども、日本

は再びアジアでの役割とかアジアでの模範とか、アジアでのモデルとして期待したいと思い

ます。そういうようなことを結論にしたいと思います。 

 

ʴᶮǵ ᾽ɠɅɩșǰǍ ͔ǠȒǒ 

 1980年代以降、中国経済が急速に発展してきたことを改めて論じるまでもない。2011年ま

での約 30 年間に年平均 10％前後も成長した。2010年に中国は日本を抜いて世界第 2 位の経

済大国になった。また、2009 年にドイツを抜いて世界最大の輸出国になった。人民元の国際

的地位も急速に上昇し、貿易・金融決済額の通貨別シェアで 2012年 1 月の 20位から 2016年

1 月の５位へ上昇した（日本円はその間に変わらず 4位であった）。 

経済力の増大が国際経済に様々なインパクトを与えたが、世界の研究者の関心も誘発し、

中国の発展要因、従来の開発理論との比較などの研究が活発化してきた。2004 年に元タイム

編集長で清華大学客員教授も務めたジョシュア・C・ラモは、1980年代から 90 年代まで途上

国の開発戦略、計画経済から市場経済への移行戦略として支配的であったワシントンコンセ

ンサスに代わって「北京コンセンサス」を造語し、中国の発展戦略を称えた。技術革新を基
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礎とした発展、公平性のある発展を内容としたラモの見解は実態を反映していないと中国経

済の専門家が批判したが、この造語が中国の発展についての新たな研究を誘発した。市場原

理主義を重視したワシントンコンセンサスは、経済や貿易の自由化、国有企業の民営化を短

期間で実施するという急進主義を特徴とするのに対して、北京コンセンサスは、時間をかけ

て経済改革を段階的・試験的に進めることで、いわば漸進主義的発展・改革戦略と位置づけ

られる。 

 ラモの提起がきっかけになって中国の発展モデルの研究が盛んになった。中国人研究者が

特に積極的であったが、アメリカや日本の中国研究者も関心を示した。中国モデルの議論が

ピークに達したのは、2009年前後である。その背景には北京オリンピック開催、改革開放 30

年、建国 60 年、そして世界経済危機を乗り切ったことがあり、中国の研究者や政策当局者が

改革開放 30 年は成功した、世界に誇れると強い自信を持つようになった。研究者によって中

国モデルの捉え方は様々で、ここでは詳細に議論しないが、日本の中国経済研究の代表の一

人である故加藤弘之教授の見解が参考的である。それによれば、中国モデルは開発独裁で国

家資本主義であるが、従来の同様なケースと比較して中国の本質は次のような特徴を持って

いる。第 1 に、ルールなき激しい生存競争が繰り広げられていること、第 2 に、国有経済の

ウエイトが高い混合経済が存在すること、第 3 に地方政府間では疑似的な市場競争に似た成

長競争が観察されること、第 4 に、官僚・党支配層が一種の利益集団化していることである。

最後の点は独裁政治体制の帰結であると言えよう。 

 この発展モデルは将来の中国経済にとって持続的であるかどうか、第 4 節でまた議論する

ことにしたい。ここでそのモデルで急速に発展した成果をどう評価すればよいかを考えてみ

よう。 

 中国の発展は貧困人口を大幅に削減してきたが多大の損失が伴ったものである。故加藤弘

之教授によれば中国の経済成長は次のようなコストを支払って実現した。第 1 に、社会的弱

者に対する収奪というコストである。典型的な現象は、「農民工」（農村からの出稼ぎ者）が

低人権、低福利、低賃金に喘いでいたことである。工場での自殺者が急増したこと、十分な

安全対策を怠ったことが原因で多発している炭鉱事故など、社会的弱者に対する収奪の構造

が今でも残っている。第 2 のコストは生態環境の破壊である。大気の汚染、河川の汚染、砂

漠化の進行など生態環境の悪化が深刻である。因みに、現在中国は米国を抜いて世界最大の

二酸化炭素排出国となっている。第 3 のコストは腐敗・汚職の蔓延である。国際的非政府組

織である Transparency International  が毎年発表している腐敗認識指数（腐敗の度合いを

示すもので 0 から 10までの指数（数字が 0 に近いほど腐敗の深刻さが強い）では中国は 3.5

前後と低く、1998年以降ほとんど改善していない。 

 さて、上記の成長コストに関連する問題は特に社会的弱者に悪影響を与えていると考えら

れるので、中国では一般大衆の不満の蓄積が積み増され、時に集団的暴動事件が発生してい

る。それに加えて社会全体として道徳的意識の低下も深刻化している。驚くべき統計がある。

中国の公式統計によると、社会治安維持のための予算はなんと国防費を上回っているのであ

る。 

 しかし、社会的弱者や低所得層の不満だけではない。富裕層の中でも外国への移住が急増

している。普通、不正に蓄財した資産と家族とともに海外に逃げる腐敗官僚が少なくなかっ

たが、近年、一般の中国人の間でも大金を払って外国での永住権や国籍を取得したい人が増

加している。米国などには、一定以上の投資をして雇用を生むことを条件に移民を認める制

度がある。中国からのこのような投資移民は 2010年にわずか 772人であったが、現在は年間

1 万人近くに上っている。また、アメリカで子供が生まれ、母親が出産前 4 か月以上アメリ

カに滞在した場合、その子供がアメリカ国籍を取得できるので、妊娠した女性はアメリカに

渡航する人が急増している。最近、中国の民間調査機関である胡潤百富(Hurun Report) が中
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国の億万長者 240人に対するインタービュー結果によると、その 60％が今後の 3 年間に海外

投資を行う予定で、また 56％が外国への移民を考えている。また、その胡潤百富が 2016 年

に公表したデータによると、中国人が移民する理由として「子供の教育」、「大気汚染から逃

れたい」、「食品の安全を求める」であった。国連の統計によると、中国から海外への累計移

民数は 2000年に 549万であったが、2015年に初めて 1000万人に達し、今も急増中である。  

ところで、香港大学の世論調査の結果も示唆的である。香港市民に自分が中国人であるか、

香港人であるかを質問した調査で毎年 6 月の結果が発表されている。それによると、2010年

まで「中国人」と自認した人が多かったが、2011 年から逆転して「香港人」の方が「中国

人」より多くなり、2016年 6 月には調査回答者の 40％以上が香港人、20％以下は中国人、そ

れぞれ自認した。「一国二制度」の存続が難しくなるかもしれない。 

 このように、経済が急速に発展したが、中国人は必ずしもハッピーでない。中国の発展経

験は部分的に参考できるところがあるが、モデルとして輸出できないであろう。 

 

ʴᶮǵ₳ᴇ ְ ǵ ǯǶ 

 ここで中国の台頭が東南アジアの経済にどのようなインパクトを与えたかという視点、ま

た中国の台頭は中国が主張しているように平和的であったか、つまり平和的台頭 (peaceful 

rise ）であったかという視点から考えてみたい。 

 まず、経済的側面について次の点を指摘したい。 

経済力が早いペースで拡大したと共に、中国企業が早くも海外進出を行っていた。進出の

形態として直接投資のほか、いわゆる対外経済合作（建設請負、労務提供、設計コンサルテ

ィングなど）が重要である。しかし、企業文化、経営資源が十分に蓄積されないまま外国に

進出したので、様々な摩擦を起こしただけでなく、モラル的に問題が多い。例えば、賄賂な

ど不正な手段で建設プロジェクトを受注したり、現地人の名義で土地を購入したりするので

ある。また、外国の建設プロジェクトに不法な手段で大量の中国人労働を移入させたりして

いる。環境破壊につながる投資行動も少なくない。それらの問題はベトナムで典型的で、ベ

トナム人との間に摩擦が生じている。 

さて、中国の台頭は平和的であったか。中国の経済改革・対外開放・近代化が 1978年に決

定し、その年に鄧小平が訪米・訪日した。その直後から中国の要人・研究者などが盛んに日

本に来たのである。私はその動きを観察し、中国の関係者の発言に違和感を持ち、その印象

が今でも記憶に残っている。それは何か。「中国は今経済発展に努力しなければならない。発

展のために平和が必要である」ということであった。因みに鄧小平はそのとき、尖閣諸島の

領有権の問題を棚上げにしたこともその「発展のための平和」であっただろう。私は、中国

の考え方がおかしいと思った。経済発展に成功すれば平和が要らないだろうかと強い疑問を

抱いたのである。現段階になって振り返って考えてみるとやはり、世界第 2 位の経済大国に

なる前後から尖閣諸島への侵犯、南シナ海への本格的進出を進め、アジアの平和環境を破壊

しつつあるのである。 

実際に、中国は経済改革・対外開放の初期段階からベトナムでの軍事行動を起こし、南シ

ナ海の島・岩礁を収奪し、現在に至ってエスカレートしてきた。1979 年に約 60 万の大軍を

ベトナム北部に侵略し、約 1 カ月で家屋・インフラ・文化施設などを徹底的に破壊し、双方

で合わせて 3 万人以上の生命を奪った。1988 年 3 月に中国海軍は、スプラトリー諸島（南

沙）の中でベトナムが所有したジョンソン礁を襲って駐屯した 64 人を殺害し、その島礁を奪

った。1992年 11 月 24 日にアメリカがスービックベイ海軍基地から撤退し、その翌日からフ

ィリピンは事実上防衛力をもたない国になったので、1994 年に中国はフィリピンからミスチ

ーフ環礁を奪い、その後 2012年にスカボロー礁も奪った。因みにアメリカ軍がベトナムから
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撤退した翌年（1974年 1 月）に中国は、当時南ベトナムが所有したパラセル（西沙）諸島の

Crescent （永楽群島）に侵攻し、駐屯したベトナム守備兵 70 人を殺害して、その群島を奪

った。これで中国が所有した Amphitrite （宣徳群島）と合わせて西沙諸島全体を占有したの

である。 

近年、中国が東南アジアの多くの国を囲む海の約 80％の広域に U字線を引き、その内側の

パラセル諸島（中国名：西沙諸島）やスプラトリー諸島（同：南沙諸島）など全ての島礁の

主権を主張し、それらの諸島の実効支配（埋め立てによる人工島の造り、滑走路の造成、試

験飛行の実施、地対艦ミサイルの配備）を図り、ベトナムやフィリピンが反発するだけでな

く、域外諸国も批判し、特に米国が対抗措置をとっている。 

対外的野望を強めているが、中国は自国民に対して事実を隠しただけでなく、逆のことを

宣伝している。例えば 1979年の対ベトナム侵略戦争を国内で「反撃的自衛戦争」と宣伝し、

上記のパラセル（西沙）諸島・スプラトリー（南沙）諸島をベトナムから奪ったにも関わら

ず、それを中国の領土を侵略したベトナム軍を撃退した事件として中国海軍の功績を称える

ための記念碑を建てたほどである。因みに南シナ海で中国とベトナムとの緊張関係が高まっ

たことを憂慮した私と同僚の中国人教授は、国際交流基金の支援を受けて中越知識人対話を

2011年の予備会議、2012年の本会議を主催し、中国とベトナムから 5 人ずつの有識者を東京

に招待し、両国関係の歴史・現状と改善方向について意見交換した。われわれ主催者は 3 つ

の課題（19 世紀以前の関係、共産党の創立以来の関係と南シナ海問題）についてペーパーを

用意していただくことを要請したが、中国側は南シナ海についてのペーパーを提出せず、対

話を拒否した。しかし、会議当日、その問題についてベトナム側が用意したペーパーを報告

したので、やむを得ず中国側参加者の一人がコメントしたが、中国政府と同じ主張（歴史的

に南シナ海の諸島は中国が所有したもの）しか述べていない。私は、1974 年のパラセル諸島

事件と 1988 年のスプラトリー事件を取り上げて、「中国の固有の領土ならいつ、いかなる出

来事でベトナムの所有に移ったか」と質問してみたが、納得できる回答を得られなかった。 

このように、中国の台頭過程は平和的ではなく、対外不信の強まりをもたらしたと言える。

ベトナムでは世論調査がないが、2014年 12月に国内各地を視察したフン・クアン・タン国

防大臣の発言が象徴的で、波紋をもたらしている。すなわち、「今どこへ行っても子供から老

人まで中国が嫌いといわれて、本当に心配」ということである。 

以上はベトナムを中心とする動きであったが、他の国を含めた次の調査結果も示唆的であ

る。東京大学の園田茂人教授の研究グループが、中国の台頭、日本への認識などについてア

ジア各国の主要な大学の学生の意識を調査した項目の中で、「中国は興隆しているがアジア各

国との関係を平和的に保つだろう」という見方に対してアジア各国の大学生がどのぐらい賛

成しているかについてである。その結果、中国の学生の 85％がその見方に賛成しているが、

フィリピンは 31％、ベトナムは 12％しかいない。因みに韓国と日本の学生はそれぞれ 19％

と 14％であった。要するに、ベトナムほどではないが、アジア各国の大学生は概ね中国が平

和的台頭ではないとみているのである。 

 

ӳȠȶȠǲ ̂ǋǦ ̔  

日本と東南アジアとの関係、東南アジアが日本をどう見たかを考えるとき、いくつかの段階

に分けられる。1970 年代半ばまでは未熟な段階であった。途上国による多国籍企業への警戒

が強く、戦前の大東亜共栄圏・日本軍の行動の記憶がまだ残った時代であり、日本企業が日

常生活の消費財の輸入代替生産のために積極的に進出した時代であった。日本のオーバープ

レゼンスの批判や現地への技術移転問題の批判など、反日感情が高まった。しかし、70 年代

後半以降、多国籍企業に対する世界的認識が変わって、途上国の外資導入が積極化するにつ
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れて日本への見方も改善した。特に福田ドクトリン（1976 年）、プラザ合意・急激な円高

（1985）に伴う日本の輸出指向型直接投資がタイやマレーシアなどの ASEANの工業化・輸出

拡大に大きく貢献した。アジア通貨危機（1997-98 年）の時、日本の行動も高い評価を受け

た。ASEANでの日系企業が現地での事業の活動が厳しい状況にあっても撤退せず、現地の経

済と共に回復を待っていたし、日本政府もアジア通貨基金構想（アメリカなどの反対で成立

できなかったが）、宮澤新構想による特別円借款でアジア経済を支援した。因みにアジア通貨

危機についてマレーシアのマハティール首相がアメリカ証券・金融企業を批判し、マレーシ

アの工業化に対する日本企業の貢献を高く評価した。 

 ODAや直接投資(FDI) を通じて ASEANの発展の最大な貢献者は日本であると言っても過言で

はない。90 年代から市場経済への移行を進めてきたベトナム、ラオス、ミャンマーに対して

インフラ建設の ODAや FDI のほかに、法的環境の整備、発展戦略・政策の立案に対する日本

の知的協力も重要であった。 

 経済発展モデルとしての日本の役割も東南アジアでは高く評価された。1981 年にマレーシ

アの首相に就任したマハティールの「東に学ぶ政策」(Look East Policy) が有名である。そ

の政策が決まってから約 15 年間にわたって約 1 万 5000人の実習生を日本に派遣し、技能・

管理能力だけでなく、日本人の勤労文化にも学ぶ運動を展開した。日本企業の投資も積極的

に誘致した。マハティールが松下幸之助に会って松下電機産業（現パナソニック）グループ

50 社以上をマレーシアで投資させ、同国の家電産業の発展に貢献した話はよく知られている。

なお、アジア通貨危機後、マハティールは再び Look East を考えてアジア経済の再生に日本

への期待をかけていた。シンガポールのリークアンユーも日本の発展経験を重視し、同国の

国づくりに参考した。彼の主著は 2 章分を設けて日本に学ぶ姿勢を示した。 

学者のレベルでも日本が主導した太平洋貿易開発会議(PAFTAD)やアジア太平洋経済協力会

議(APEC)などを通じて日本の経験や日本の役割を研究した人が多い。私自身は留学もその後

の職業も日本であるのでその立場をフルに活用し、日本の発展経験をベトナムに積極的に紹

介した。1993 年にベトナム首相の経済行政改革諮問委員になってから発展戦略・産業政策に

対する進言だけでなく、著書や新聞・雑誌への寄稿を通じてベトナムが直面する時々の課題

に対して日本の経験はどうであったかを取り上げ、啓蒙的執筆が多かった。経済的問題だけ

でなく、経済発展のための政治家・官僚・経営者などの望ましい資質は何かといった問題も

少なくない。因みに私はこれまでベトナムの雑誌・新聞に登場させてきた主な人物は、児島

惟謙、渋沢栄一、西郷隆盛、勝海舟、福澤諭吉、大隈重信、新渡戸稲造、松下幸之助、池田

勇人、井深大、盛田昭夫、豊田英二であった。 

さて、東南アジアでは 1980 年代後半以降、日本だけでなく、韓国、台湾、香港、そして

2000 年代からは中国の企業からの投資も多くなってきた。工業品の日本以外のブランドも浸

透しつつある。しかし、その中で依然として日本への評価が高い。少なくともベトナムでは

次のように言える。第 1 に日本製(made- in - Japan)と共に日本企業への信頼性が高い。日本企

業は品質を重視し、経営についての倫理観が強いというイメージが定着している。第 2 に、

日本企業の慎重さも指摘されている。投資案件を申請する前に周到な調査・検討を重ねてい

て、投資を決定し、現地政府に認可されたらきちんと実行する。このことはベトナムでの

FDI の実績にも反映される。実行率（認可額に対する実行額の割合）は日本が常に 1 位だっ

た。第 3 に、日本人経営者・管理者は真面目で几帳面であるという印象が強い。礼節を重ん

じる日本国民全体についての評判が良いであるが、現地での日本人もそのようなイメージを

与えている。現地従業員から見て日本人の上司は概ね教養がある人たちで、仕事しやすいと

言われている。この理由で日系企業では労使関係が他の国の企業と比べて良好である。 
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 ベトナムに対する中国と日本の影響をどう評価するかという問題ですが、いろんな比較した

データを見ますと、日本の影響は大変評価が高くて、中国の影響はそれとは対照的であると

いう調査の結果が多い。例えば先述した東大の調査では２００８年から２０１３年までの変

化を見ると、日本への評価は高まり、中国への評価は低下ということがわかりました。中国

の自国に対する影響が悪い、あるいはどちらかと言うと悪いを合わせると、２００８年は３

５％、２０１３年は６８％というふうになり、日本の自国に対する影響は逆の評価になりま

した。 

 将来中国の発展モデルが持続するかどうかということですが、今中国は高位中所得国にな

っています。世界銀行が分類した４つのグループがあります。第１は高所得国、日本とかア

メリカなど。一番下は低所得国。真ん中は中所得です。中所得は幅広いから、低位と高位に

分けています。中国は既に高位になっています。高位になった中国が、今後高所得国に発展

していくか。最近中国は新常態（ニューノーマル）という、高度成長から安定成長に転じて、

年平均で５～６％成長すれば、例えば２０年後とか３０年後とか、いずれ高所得になるだろ

うと言えます。ただこのことについて、今肯定の見解と否定する見解、両方があります。例

えば肯定の場合は、４億人のいわゆる中間層が、現在の体制を受容、容認、豊かな生活と安

定した政治を選好している。人口の約半分を占める農民層が分解しているので、遅れた地域

の貧しい農民は現状に不満を持っても社会的な力にはなり得ない。要するに、いずれ中国も

持続的に発展していくだろうと。ただ、否定的な見解は、社会資本つまり人と人との信頼、

人と組織との信頼、人と政府との信頼ということですが、民主社会的な体制ではなくて、こ

れまでと同じ権威主義とか一党独裁とかという状態で高所得になるかどうか。今までそうい

う場合、高所得になった前例がないわけです。 

将来のアジアと日本をどう考えればいいか。現在はアジア諸国の大部分は中所得国です。

低位と高位があります。高位中所得国が高所得への発展に努力するわけです。また、近い将

来高齢化社会も迎えるというのがアジア諸国の問題であります。したがって、アジア諸国は

現在日本の水準を目指していくし、現在の日本の課題にいずれ直面する。だから、日本は成

熟国家として活力を維持し、格差が少ない社会、老後貧困回避社会を構築できれば、アジア

にとって新たな発展モデルになれると考えられます。そのためには、今多分１％に満たない

日本経済の潜在成長率を２％か３％に引き上げることが求められます。 

 ところで、今ベトナムでは一部の知識人の間で脱中という言葉が使われています。脱中思

想というのは、要するに中国のような発展モデルから離れる。中国のような体制ではなくて、

違う体制を目指す。ベトナムは中国と比べて小さい国で、今そろそろ１億人の国だけれども、

中国と比べればかなり小さい。そうしますと、ベトナムは中国より優れた制度を持たないと、

中国とは対等に付き合えないと考えられます。特に中国のオイルリグ、海洋石油９８１号が

ベトナムの経済水域に侵入して不法な活動を展開した時はベトナム国民の間に反中感情が非

常に増したのです。こういうことを知識人は冷静に考えて脱中思想を展開した。只、脱中と

いうことは排中ではなくて、全面排除するのではなくて、中国とは仲よくしていくけれども、

中国への依存度を引き下げて、中国の体制と違う質の高い体制を考えた方がいいというよう

な意味で、脱中という考え方です。 

 そういう事情で、私は１９世紀の日本の脱亜思想を想起しましたが、当時日本は中国の儒

教文化とか封建体制とかというような制度から離れて、西洋文明のほうに溶け込んでいくと

いうことで発展した。但し、現在のベトナムの脱中思想があっても、隣国大国中国との関係

は大事にしている。福沢諭吉は、朝鮮とか中国は悪い友だちだ、だから断絶したほうがいい

とおっしゃった。ベトナムの脱中思想はそうではなくて、あくまでも制度とか体制、経済へ
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の対中依存度を引き下げるということです。 

 そう考えますと、日本は成熟国家としての諸課題を解決できるならば、アジアに対して新

しい発展モデルを提示できる。すなわちアジアでの日本の立場、日本の役割とか、日本のモ

デルがまだ有用であるということを結論にしたいと思います。 

 

  

ȷɒɶȿǿǵȱɟɱɆ 
 

ἶᶸẎἶ׀  ῎   ̀  

 

「ディナースピーチ」という、リラックスした雰囲気の中でのスピーチにコメントを加える

ということは、「素晴らしいディナー」の後にふさわしくない「デザート」を供することにな

りかねず、内心忸怩たる思いをしたのですが、市川様の深いご叡慮よるものと思いお引き受

けいたしました。 

 私は金融論が専門で、開発経済論、アジア経済論は研究分野としては不案内でしたので、

失礼ながらトラン・ヴァン・トウ先生のこともまったく存じませんでした。コメントをお引

き受けすることになり、少し調べさせてもらうと、先生はこの分野の第一人者であること、

素晴らしい業績を積み重ねてこられていることを知りました。その研究の成果の一端は今回

のディナースピーチの簡潔で、示唆に富むご論稿に一目瞭然です。中国、日本のアジアにお

ける評価は的確で、感銘をうけました。ベトナムを代表する知識人である先生の中国に対す

る厳しい評価に強く印象付けられました。素晴らしいスピーチにコメントの余地がありませ

ん。 

 そこで、先生のスピーチ―の本筋から離れて、高齢研究者がディナーの気持ち良い雰囲気

に甘えて、はなはだ勝手な感想を述べることをお許しいただきたいと思います。 

アメリカは第一次世界大戦以降、最大、最強の国として世界史に登場しました。ですから、

トランプが大統領になり混乱がいくらかあっても、私はアメリカが簡単には衰退しないと思

っています。このアメリカと本気で戦争を長期に、徹底的に戦ったのは、日本とベトナムだ

けです。日本は完膚なきまでに敗れました。しかし、ベトナムは勝ったのですね。アメリカ

を追い出したのです。私はベトナム人を尊敬します。 

しかも、ベトナムはいつまでもベトナム戦争を引きずらない。文字通り「未来志向」です。

口で「未来志向」を言いながら、いつまでも過去に捉われている国がアジアにもありますが、

ベトナムは実に英知と寛容に富む国です。 

日本はアメリカに原爆を二個も落とされ、日本列島に焼夷弾を落としまくられましたが、

「人類に対する罪」を言い立ててもいいのですが、言わない。ベトナムもベトナム戦争中の

アメリカの焦土作戦に対して「人類に対する罪」を言い立ててもいいのですが、おっしゃら

ない。 

今ではカムラン湾にはアメリカの軍艦も日本の軍艦もロシアの軍艦も中国の軍艦も、みな

来ていますよね。実にベトナムの人は寛大だと思います。賢明だと思います。やはりこうい

う道義性の高い国をパートナーとして、アジアの将来に向けて、日本は仲よくしていかなく

てはいけないと、つくづく思います。 

 まもなく今度はプーチンさんが日本に来て、安倍総理との首脳会談があります。「北方四

島」の２島すら返還があるなどという考えをお持ちの方は誰もいらっしゃらないと思うので

す。日本も英知と寛容の精神で領土問題などの難しい問題に処さなければ、21 世紀になって

も「戦争と革命」の 20世紀を引きずることになるのではないでしょうか？ 

トラン・ヴァン・トウ先生は明治維新のことも大変よく勉強なさっていることに驚きまし
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た。熊本に横井小楠という大変立派な思想家がいました。ここ長野県松代には佐久間象山が

いました。ぜひ先生の明治維新の勉強につけ加えていただきたいと思います。横井小楠の有

名な漢詩の一行に「大義を四海に布かんのみ」 

とあります。「「大義を四海に布く」ということは、Great Justice を世界に広げるという意

味ですよね。百年以上も前の幕末、明治維新の時代に、国というのは高い道義性でもって世

界に尊敬されるということが大事だというようなことを言っているのだと思うのです。「攘

夷」の熱気さめやらぬ時代に高邁な理念を考えていた日本人がいたのですね。 

私は日本が北方領土を共同統治するとか、竹島も共同統治だと、それから尖閣列島も共同

統治する。ロシア、韓国、中国の難しい国に対しては、21 世紀にはそのくらいのやはり新し

い発想で道義性の高いことを言わないと、アジアの将来に向けてリーダーシップはとれない

と思うのです。戦前、日本では石橋湛山が領土にこだわるということは、実に料簡の狭いこ

とだと言っていました。よその国の領土に行ったらナショナリズムの抵抗に必ず遭う。領土

を持たなくても通商によって豊かになれるのだということを石橋湛山は主張したわけです。

戦後日本は最も狭い領土でこれだけ豊かになったわけですから。私は長い大学での経済学の

教員生活でこのことを学生にいうときが最も誇らしい気持ちになれました。 

 もっとも、私は日本が自衛力、国防力を強化して、経済力を強化して、その上で高邁なこ

とを言わなければならないと思います。現実の世界はパワーポリティックスが支配する世界

ですから、「富国強兵」の国の言うことでないと、他の国々が耳を傾けることはないでしょう。

トラン・ヴァン・トウ先生のご研究の一端にふれ、このような感想をもてたことは、我田引

水ながら、素晴らしいディナーにふさわしいデザートを私は賞味することができました。あ

りがとうございました。以上です。 
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【クロステーマセッション討議】 
 

 

アジアの中の日本 
―その役割と可能性を問う！ 

 
【パネリスト】 

 
唱 新 氏 （福井県立大学経済学部教授）  

小谷 哲男 氏 （日本国際問題研究所主任研究員）  

渡辺 靖 氏 （慶應義塾大学環境情報学部教授） 
トラン・ヴァン・トウ 氏  
      （早稲田大学教授・同ベトナム総合研究所所長）  
 

 

 

 

【司   会】 市川  周 （白馬会議運営委員会事務局代表） 
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このセッションは昨日のサブテーマセッションで議論した３つの基調報告のテーマをクロ

スさせながら、第９回白馬会議の統一テーマである「アジアの中の日本－その役割と可能性

を問う！」に迫っていきます。討議の進め方としては、３人の基調報告者及びディナースピ

ーカーの皆さんに、統一テーマに沿った形で再度、順番に発言して頂き、それに対する質問

を他の方々からして頂きます。それでは先ず、第１セッションの唱先生からお願いします。 

 

【基調報告者発言】 唱 新 氏 （「アジア経済の躍進と日中競合」） 

 

中国政府は世界最大のお金持ち 

 

アジアの日本の果たすべき役割は何であるかということについて、私なりの感想を話させ

ていただきたいと思います。 

 まずは、日本の対中政策のことなのですけれども、今のアジア経済では中国は第１位、日

本は第２位。だからこれからのアジアを考えますと、やはり中国と日本の協力が不可欠だと

思います。 

 ただ、今の日本の対中政策が基本的には中国を牽制するということを中心に展開している

ことには、ちょっと疑問があると思います。すなわち、今の日本では中国を牽制することは

まずできないのです。又、中国牽制という政策は、日本の国益にもならないし、アジアの将

来のためにもならないと思います。だからこういうところでは、日本にちょっと見直しして

もらいたいと思います。 

 そして、これから日中の経済連携につきましては、私はやはり潜在力が非常に大きいので

はないかと思います。なぜかというと、実は中国の経済成長によって新しい日本と中国の相

互補完関係が生まれたのです。日本と中国の相互補完関係と言えば、従来日本の資金と技術、

中国の安い労働力を結びつければ非常にいいパフォーマンスが出るのではないかと。これは

既に実現しました。しかし今の日本と中国の補完関係は何であるというと、やはり中国は今

国家の力が非常に強いのです。今、中国政府ほどの金持ち国家は少ないのではないかと思い

ます。 

 例えば日本と比べると、日本政府の収入は、基本的には税金の収入を中心としているが、

中国政府は税金の収入以外に、土地の収入もあるのです。中国は、９６０万平方キロメート

ルの土地は全部国家のもので、そして国家のものというのは政府のものなのです。だから中

国政府は今世界最大の地主なのです。毎年こういう土地売却の収入は非常に大きい。 

 そしてもう一つは、配当収入です。すなわち、きのうの話にも出ましたけれども、中国の

４大バンクは今いずれもニューヨークに上場しているのです。国家開発銀行もニューヨーク

に上場して、そして中国の２大石油メジャーもニューヨークに上場して、さらに中国モバイ

ルチャイナは香港にも上場しているのです。その筆頭株主は全部中国政府なのです。だから

配当だけで、毎年大きな金額が入ってくるのです。だから今中国政府は世界最大の金持ちと

言っても言い過ぎではないと思います。だから、国家レベルの力は今物すごく強くなったの

です。 

 しかし、もう一方企業レベルに目を転じますと、どっちが強いかと言うと、やはり日本で

す。例えば企業レベルの技術水準の世界ランキングを見ますと日本の企業が非常に多いので

す。だからこれから中国の国家の力と日本企業の力を結びつけると、最大のパワーを発揮で

きるのではないか。これは新しい結合、新結合なのです。すなわちシュンペーターのイノベ
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ーション理論の中心となっているのは、彼の有名な言葉、「馬車を１００体つなげても汽車に

はならない」。すなわちイノベーションの中心は、やはり新しい結合です。だからこれから日

本と中国は、こういう新しい結合をどんどん進めて、ともに将来のアジアを開くべきではな

いかと思います。 

 中国経済は現状、すぐには回復できないと思いますけれども、長期的には中国経済の成長

はとまらないのです。この勢いで行けば、２０２０年ごろ、中国の１人当たりＧＤＰは１万

ドルを超えて、そうしたら２０３５年前後には中国の１人当たりＧＤＰは２万ドルを超える

のはほぼ間違いないと思います。そしたら、１３億の人口を持っている国が１人当たりＧＤ

Ｐで２万ドルを超えたら、中国はどう変わるか、世界はどう変わるか。我々が想像もできな

いほど大きな変化になると思います。 

 

習近平が大統領になるという噂 

 

 ただし、中国は経済が成長したからといって全てがよくなるというわけではないのです。

やはりいろんな課題を抱えている。その中で、中国で今盛んに議論されているのは、例えば

教育問題、医療問題、社会保障問題などいろいろありますけれども、私の考えているのは、

中国にとってこれからの最大の課題は、やはり国家ガバナンスの構築ではないかと思います。

すなわち、途上国は先進国に至るまで、きのうのトラン先生の話にも出たのですけれども、

中所得の罠があるのです。中国はこの中所得の罠は今既に乗り越えたのです。ただし残され

ている課題は、いかにこれからいい政治体制をつくる。そしてこれまでの国家開発主義から

いかに市民社会に移行するか。こういう課題は残されているのではないかと思います。新興

国にとって、こういう制度の整備、制度の改革も１つ乗り越えなければならないハードルと

なっているのではないかと思います。 

 アジアでは、例えば台湾も韓国も既にこういうハードルを乗り越えたと思います。これか

ら、中国はいかによい国家ガバナンスを構築するか、非常に大きな課題となっていると思い

ます。 

 そして今、中国国内でもいろいろと議論されているのです。中国は２０１７年秋に、５年

に一度の共産党第１９回全国代表大会（１９大）を開くのですけれども、これに関しては中

国国内ではひょっとすると習近平は来年中、１９大では大統領制を導入するのではないかと

いう噂がわっと広がっているのです。本当かどうかわからないのですけれども、やはり中国

はこれからこういう政治改革を行って、官主導の社会から民主導の社会へと移行しなければ

ならないのではないかと思います。こういうところでは、やはりこれまで先進国、そしてア

ジアＮＩＥｓなどのいい経験を学ばなければならないのではないかと思います。 

  

【唱氏に対する質問】 
 

Ｑ 小谷：日本側の対中懸念は解消できるのか？  

 

日本が対中牽制をするべきではないと。日中は経済連携を進めるべきだということでした

が、日本が対中牽制をしているのは、それは中国の行動に対して日本側が懸念を持っている

からであろうと思いますし、それを牽制と呼ぶべきなのかバランスをとっていると呼ぶべき

なのは議論が分かれると思いますけれども、日本が対中牽制をしなければならない立場にな

っているというのは、中国側にも問題があるのではないかというのが１つ。 

 それと経済連携につきましても、２年ほど前に日経新聞が日本のビジネスの人たちにアン

ケートをとったときに、中国の経済の将来に対して非常に悲観的になっているという答えが
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出てきていて、経済連携が必要だということは恐らく日中双方考えは一緒だと思うのですけ

れども、他方で中国国内のさまざまな問題に日本のビジネス側が懸念を持っているというこ

とも確かであろうと思いますので、やはり中国側のソフトパワーの問題というものを真剣に

考えてもらわないと、この対中牽制の問題であったり日中の経済連携の問題というのは、な

かなか日本と中国の間で同じ考えにたどり着くのは難しいかなと思います。 

 

Ａ 唱：日本は中国に信頼されて、ソフトパワーを発揮せよ  

 

対中牽制のことなのですけれども、実は中国側の強い反応もあると思います。ただしよく

考えてみたら日本がばーっと中国を牽制して、中国がばーっと反発して、日本がまた牽制し

て、中国がまた反発してという１つの悪循環になっている。中国にとっても日本にとっても

プラスにはならないのです。むしろ私は、日本としてはまず中国に信頼してもらって、それ

で中国にいろいろ率直なことを、そしていろんな提案をやって、中国にいろいろとやり直し

をしてもらったほうが、両方にとってプラスになるのではないかと思います。 

 こうした中で、先ほど言われたソフトパワーの問題、中国は今はっきり認識しているので

す。中国のソフトパワーはだめなのです。これからこういうところで改善していかなければ

ならないのですけれども、こうした中で実はアジアでソフトパワーが一番強いのは日本なの

です。だから日本はまず中国に信頼してもらって、それで中国のソフトパワーの改善にいろ

いろ御提案いただければ、これはアジアにとっても中日両国にとってもいいことではないか

と思います。 

 

Ｑ 渡辺：中国の言論状況は？ 

 

私の中国研究をやっている友人たちが最近割と多くの人が言っているのは、中国に行くと

きには空のパソコンを持っていって、本当に必要なものだけ入れて行く。そうじゃないと、

万が一のときに情報が漏れたり、あるいはパソコンが没収されたりするかもしれない。だか

ら非常に言論の自由といったようなものに対して敏感になっているなと。事実それを証明す

るかのように、いろんな新聞社の人が消息不明になったりとかしているのですけれども、大

学なんかでもユニバーサルバリューという、普遍的価値とか語ると何かおとがめを食らうと

か、首になるとか、そういう話も聞くのです。今の言論状況というのは、１０年前と比べて

どう変わっていると御認識されていますか。 

 

Ａ 唱：中国は世論管理ノウハウを日本から学ぶべき  

 

やはり厳しくなったのですね。私はこういうところは余り評価しないのです。中国では、

経済がますますよくなって言論の規制がますます厳しくなったのですね。実は外的要因とし

て、アメリカが例えば人権問題で中国を非難して、中国の民主化の人たちを助けて、彼らは

中国国内では反共産党の言論を盛んにやっている。こういう背景もありますが、言論をこん

なに厳しく規制するのは余りよくないと思います。 

 私の感じとしては共産党がずっと一党支配の政権をやってきて、民主化の中で世論をどう

コントロールするかというノウハウを持っていない。だからどうしようもなく、ばーっと厳

しく規制している。今本当に中国の大学では、全部ビデオがついているのです。先生の授業

を一々撮るのです。これはちょっとやり過ぎじゃないかと思います。 

 といって日本の世論が１００％自由というわけではなく、やはり政府は何らかの形で世論

を誘導しているのです、コントロールしているのです。だから中国も、こういうところでや
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はり民主主義国家の世論管理のノウハウを勉強しなければならないのではないかと思います。 

 

Ｑ トラン：「アジアの中の中国」はどうあるべきか？ 

 

唱先生のきのうの講演、とてもよかったと思います。将来のアジアを考えるため、日中連

携が必要という御意見です。そしてきょうの御発言は、そのためには日本が中国を牽制しな

いでくださいというようなことをおっしゃった。 

 東南アジアの立場から見ると、日本にもっともっと中国を牽制してほしいですよ。（笑）こ

れは本音です。中国にいろいろ非常に迷惑を受けている。だから、アメリカと日本が連携し

て、中国を牽制してほしいと東南アジアは考えている。これは私の意見です。 

 もし今、北京か上海かどこか中国の中で開催される討議で、「アジアの中の中国」というテ

ーマだったら、唱先生は中国に対してどういうような要望をされますか。 

 

Ａ 唱：中国を信頼してアジアコンセンサス構築を  

 

中国人としてベトナムからこういう質問をされたのは全然違和感がありません。（笑）とい

うのは、中国の経済力がますます強くなったからです。シンガポールのリー・クアンユーが

１０年前こういう話をしたことがあります。すなわち、２０３０年ごろまでには、日米同盟

は中国に対抗することができなくなる。そして、私が聞いた噂なのですが、アメリカは今ア

ジアのどの国もアメリカ本土を攻撃する力がない以上、アメリカは西太平洋であんな軍事力

を維持する必要がないと考えている。だからひょっとするとアメリカはこれから西太平洋か

ら引き揚げる。すなわちアメリカの判断としては、自国の経済力から見て海洋で中国に対抗

するためにはコストがかかり過ぎる。だからこれからアジアのことはアジアに任せる。こう

いう状態になる可能性は全くないというわけではないと思います。 

 ただし、きのうの牧野先生のコメントにも出たのですけれども、中国が暴走したらどうす

ればいいのだと。中国が圧倒的な経済力を持ってアジアで振る舞ったらどうすればいいのだ

と、今こういうことも考えなければならない。これは牽制ではなくて、やはり中国に対して、

いろいろ中国のことだけではなくてアジアのことを配慮してもらう、こういう雰囲気をつく

らなければならない。いわゆるこれからのアジアコンセンサスは何であるかということです。

今は全くアメリカ主導、すなわちワシントンコンセンサスを中心としているのです。しかし、

これから中国主導のアジアはどういうコンセンサスを構築するかというと、やはり今のＡＳ

ＥＡＮモデルは１つのモデルになるのではないかと思います。すなわち、アジアのことなら

お互いに話し合って決めるという方向で行かなければならないのではないかと思います。だ

から中国に対して牽制じゃなくて影響を与える。中国の今のやり方はだめで、これからアジ

アのことも配慮してこう直しなさいと、こうやりなさいと、いろいろ助言しなければならな

いと思いますけれども、しかしその前提条件は、やはり中国に信頼してもらって、私は友達

としてあなたにこういう助言をやっていると。そうしたら中国は聞いてくれるのではないか

と思います。そしたらアジアはますますよくなると思います。 
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【基調報告者発言】 小谷 哲男 氏  

（「アジア安全保障の力学変動と日本の生存戦略」） 
 

アメリカの価値観外交に依存して来た日本の現実主義外交 

 

 安倍政権の外交というのは、価値観外交だということが言われました。第１期安倍政権の

ときには、自由と繁栄の弧という概念が出ましたし、第２期政権立ち上げのときに安倍総理

は、民主国家による安全保障ダイヤモンドということで、日米豪印の関係を強化するという

ようなことを言いました。安倍外交においては不偏、自由貿易、人権を前面に打ち出して、

関係各国と外交をやるのだということが言われてきましたし、実際にそれを行ってきたかと

思います。 

 ただ、よく見てみますと、安倍政権は決して価値観外交と形容できない部分もあったので

はないか。つまり、価値を共有していない国との関係も大変重視してきたわけです。一番わ

かりやすい例が、ロシアのプーチンとの関係でありまして、これは明らかに価値観を共有し

ているとは言いがたい。今欧米がウクライナの問題で経済制裁をしているにもかかわらず、

また欧米諸国が日ロの接近を懸念しているにもかかわらず、これを推進している。 

 また例えばアジアで見ますと、東南アジアの国々とも関係を強めていますが、東南アジア

の国々が全て民主国家なわけではありません。ベトナムがまさにその例ですけれども、しか

し日本とベトナムの関係は安倍政権のもとで強化されている。 

 これはどういうふうに理解すればいいかといいますと、私は安倍外交の基本は利益、国益

を重視する現実主義外交なのだろう。そしてそのアプローチとしては、勢力均衡であって、

台頭する中国の力とうまくバランスをとるということが、一番の安倍外交の中心であろうと

思います。 

 このように価値観外交を掲げながら、実際には現実主義のアプローチができたのは、恐ら

く何だかんだ言っても価値の部分はアメリカが代弁してくれるだろうという、ある種の甘え

があったのではないかと思います。つまり日米希望の同盟ということを言いましたが、価値

の部分は放っておいてもアメリカが外交上の価値、国際ルール、国際規範に関しては推進し

てくれる。そのある意味庇護のもとで、日本はこのアジアにおいて現実主義外交、バラン

ス・オヴ・パワーをできたのではないか。 

 

トランプ政権の脱価値観外交に対処 

 

 ただトランプ政権になり、このトランプ政権が価値というものを余り重視しない外交をと

った場合に、果たして日本は今のアプローチを続けられるか。それはアメリカが現実主義外

交になったときに、日本の外交というのは非常に難しい問題に直面するのではないかと思い

ます。それは７０年のニクソンショックの際も日本外交は大変混乱をしたわけですけれども、

それに近い状況にひょっとすると陥るかもしれない。 

 当然日本としては台頭する中国とのバランスを考えて、現実主義外交を続けなればならな

いわけですが、しかし日本の外交が価値を全く無視したもの、しかもそれをアメリカが代弁

してくれないときに、価値を全く無視した外交をとれるようにも思いません。 

 となると、日本はバランス・オヴ・パワーもやりながら、しかし価値、規範の問題に関し

ても少なくともこのアジアで指導力を発揮しなければいけない立場が求められてくるのでは

ないかということで、このトランプ政権ができて在日米軍の駐留費の負担の問題だとか、さ

らなる防衛支出の負担の問題、あるいは一時は核武装論という問題に直面するのではないか

と言われてきましたが、恐らく同盟管理の部分は、きのうのお話にもありましたが、駐留経
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費もほぼ払っておりますし、仮にさらなる防衛に関する負担の強要を求められも、日本はも

う安保法制を通していますから、そういう意味で協力をする余地はある。同盟管理自体はも

しかすると大きな問題にはならないかもしれませんが、より大きな文脈で日本はこのアジア、

そして世界における国際関係での立ち位置を考え直す問題が出てくるのではないかと思いま

す。 

 

それでも日本は一流国家であり続けねばならない 

 

 今後日本がどう考えていくかですけれども、やはりこれもきのうのお話にありましたが、

２０１２年のアーミテージ・ナイ・レポートが、日本は一流国家であり続けるのかという課

題を突きつけてきて、安倍政権はそれに対して日本は一流国家であり続けるという決断を下

したわけで、恐らく少なくとも安倍政権が続く限り日本がこの一流国家という位置を諦める

ということはないと思いますし、仮にトランプ政権との間でさまざまな摩擦ができても、何

らかの方向性というものを考えて出していくと思いますが、一番怖いのは、トランプ現象に

ついてきのうもお話ししましたが、根本的な問題はみずからの国の力を過小評価する。自分

たちはだめなのだというふうに思ってしまう雰囲気が国の中に広がることが一番怖くて、そ

うならないような雰囲気づくりというものを我々はしていかないといけないし、ここに集ま

っておられるさまざまな業界に属されている方々が、それぞれの業界で日本は一流国家であ

り続けなければならないということを言っていく必要があるのだろうなと思います。 

 私からは以上です。 

 

【小谷氏に対する質問】 
 

Ｑ 唱：価値多様化の世界での価値観外交とは？   

 

先ほど価値外交、価値観外交のお話が出てきたのですけれども、アジアでも価値観と言え

ばただ民主主義だけではないのです。宗教もあるしいろいろあるのです。文化の違いもある

のです。だから、この価値観外交はやはり日本にとって限界があるのではないかと思います。

この点どうお考えでしょうか。 

 

Ａ 小谷：無視できぬ人権という価値 

 

 おっしゃるとおり価値にも多様なものがありまして、日本はどの価値をとるのだという問

題があるかと思います。民主主義という概念を出し過ぎると非民主国家とは協力がしにくい

というものになりますので、恐らく安倍外交は相当熟考すべきなのだろうと思いますが、や

はり日本として直面する問題の１つは、人権ではないなという気がいたします。この人権の

問題はアジアに広がっていて、それは問題なのですが、人権の面はやはりこれまでアメリカ

がやってきてくれました。日本は人権についてそれほど強く言ってこなかったわけですけれ

ども、例えばトランプ政権が今メキシコからの不法移民２００万人、３００万人を強制退去

させるということを言っておりますが、その際に一時的に彼らを集める上で、戦時中の日系

人の強制移住、これをモデルにするという発言があります。仮にこれをアメリカがやった場

合、日本が中国とのバランスをとるために、日米同盟が重要だからこの件でアメリカのトラ

ンプ政権に抗議をしないでいられるかというと、これは抗議を絶対にしなければならないと

いうことになると思います。 

 トランプ政権が価値を無視して中国と手を結ぶ、ロシアと手を結ぶとなった場合に、果た
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してそのような世界に日本は耐えられるのかという問題が出てきますが、日本の社会の中で

民主主義に加えてやはり人権の問題というのは戦後長い間培ってきたものですから、ここを

完全に無視していくというのは日本にとっては難しいので、やはり価値というのは引き続き

日本にとって重要になってくると思います。 

 

Ｑ 渡辺：日本はルール・メーキングが出来るのか？  

 

よく言われていることかもしれませんけれども、軍事力、経済力それからソフトパワーと

いうふうに仮に分けた場合、軍事力というのは既にかなり強力過ぎて使いにくいような状況

が生まれている。だから例えば中国とアメリカの間で何か限定的にどこかで衝突が勃発、偶

発的に起きるかもしれない。ただ、全面戦争に行くには双方にとってリスクが高過ぎる。軍

事力はどんどん進んでいるけれども、使いにくい状況になっている。 

 それから経済力に関しては、今の時代相互依存が進んでいるので、アメリカが中国に関税

を強化すれば、中国も逆に関税をかけたりとか、いろいろ国債をどうこうするとか言えば、

アメリカも傷つくということで、なかなか経済というのも国際関係を動かす決定的な要因に

はなり得なくなっている。むしろ重要なのはソフトパワー。ソフトパワーと言っても、要す

るにルールメイキングの力だとか、あるいはアジェンダセッティングの力ということが、ま

すます重要になってきている。 

 そういう意味では、ＴＰＰの議論というのはとても重要な議論だとは思うのですけれども、

それとは違ったタイプのアジェンダセッティング、ルールメイキングの場として、この白馬

会議というのは第２、第３のダボス会議を目指すということなのですけれども、小谷先生の

御見解として、日本が世界のそういうルール・メイキング、アジェンダセッティングをして

いくときに、こういう分野が日本としてイニシアチブを発揮できるのではないかとか、ある

いはこういう何かインスティチューショナルな制度が欠けているのではないかとかいった点

についてどうお考えですか？ 

 例えば、よくグローバルランキングとかって最近はやって、大学も住みたい街もいろんな

ところからランキングされているのですけれども、何かそういうランキングをつくる力とい

うのは結構大きかったりしますし、雑誌なんかでも「Foreign Affairs 」みたいな雑誌を日本

が持てているかというと持っていないし、ＣＮＮにかわるようなものを日本が持てているか

というとそうでもないですし、シンクタンクも小谷先生のいらっしゃる国問研は外交関係に

関してかなり独占的なシンクタンクで、ほかにも幾つかありますけれども、ただアメリカと

かイギリスに比べるとどうなのかなという点もありますが、このアジェンダセッティング、

ルールメイキングに関する日本の現状と課題という点について、どういうふうにお考えにな

られているかということです。 

 

Ａ 小谷：日本型モデルでの対応はあり得る  

 

文字通り大変厳しい質問だったかと思いますが、多分日本はこれまでルールメイキングや

アジェンダセッティングでも、相当の指導力というのを発揮してきたと思うのですが、他方

で日本の外交がアメリカとの協調というのを基盤にしていたということがありますので、ア

メリカとの協調が仮に難しくなった場合に、ルールメイキングやアジェンダセッティングで

どのような指導力を発揮していくことができるかということは、大きな課題だろうと思いま

す。 

 私のやっている分野で言いますと、海洋の安全保障の問題、例えば東南アジアが１０年、

１５年ほど前に大変多くの海賊が出ていたわけですけれども、日本はここで指導力を発揮し
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て、アメリカのように軍艦を送って海賊を追っ払うということでなく、地域の沿岸国が一緒

になって情報共有をし、そして法執行機関同士が連携をする中で海賊を減らすという新しい

モデルを出しました。実際にこのモデルは東南アジアでも相当機能しておりますし、またソ

マリアで海賊がふえたときに、この東南アジアでつくったものをモデルにアフリカに適用し

たという例があります。ですので、日本はアメリカほど圧倒的な力があるわけではありませ

んが、問題の解決に当たって関係国の連携、情報共有等を主導するという点に、得意なのだ

ろうと思いますので、今この分野でということはなかなか思いつかないのですが、そのよう

な地域協力というものを、地域の利益に基づいて主導するというところに、今後も力を入れ

ていくべきでないかなと思います。 

 

Ｑ トラン：アジア変動下の日本外交戦略は？  

 

私の専門分野ではないけれども、非常に関心を持っています。 

 １つ教えていただきたいことは、今のＴＰＰはトランプはもう脱退する。そうしますと、

やはりアジアでは中国が有利になると考えていいかどうか。大体みんな中国が有利になると

いうふうに考えています。 

 きのう御講演の中で、韓国の朴槿恵の後、ポスト朴槿恵は韓国の指導者が反米、反日とか、

そういう可能性が高いとおっしゃった。そういうことも合わせますと、アジアでのリバラン

スはどうなるか。ちょっと心配です。そういうことで、日本がこういうような新しい情勢に

対して、どういう戦略とかどういう対応、もし安倍政権にアプライすればどういうことをお

っしゃるかということを聞きたいです。 

 

Ａ ＡＳＥＡＮ重視が鍵 

小谷 ありがとうございます。ＴＰＰにつきましては、きのうの講演の中でも言いましたと

おり、恐らく安倍政権はすぐに諦めるということはなくて、最優先はＴＰＰであり続けて、

アメリカが入らない形でも一応は発効させて、そしてアメリカの参加を待つというのが、今

の段階では一番可能性は高いのではないかと思います。 

 それが仮にだめだとなった場合、当然ＲＣＥＰという話にもなってくるとは思いますが、

その際もＲＣＥＰをできるだけ水準の高いものにするということで、ＴＰＰの一部のルール

をＲＣＥＰに適用するという方向で、日本としては検討するのではないかという気がしてい

ます。 

 今後韓国の問題もあって、アジアのバランスが変わるかもしれないということでしたが、

そういうような中でも恐らく今後も継続していくのは、東南アジア、ＡＳＥＡＮとの関係を

日本は引き続き強化していくということであろうと思います。 

 とりわけ、中国の東南アジアの関与が分断という面が強いと言われている中で、日本はあ

えて中国とは逆のベクトルでＡＳＥＡＮの一体性というものを、ＡＳＥＡＮの中心性という

ものを尊重し、ＡＳＥＡＮがより大きな役割を果たせるように今後も協力していくというこ

とで、それによってアジアにおけるバランスを維持するということが望ましいのではないか

と思います。 
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【基調報告者発言】 渡辺 靖 氏  

（「アメリカから見える〈アジアの中の日本〉」） 
 

トランプ現象を生んだ格差拡大 

 

 今回トランプ現象と並んで注目されたのが、サンダース現象というのがあります。違いは

随分あるのですけれども、しかし似たような部分も結構あって、やはりサンダース現象を支

えたのは若者が中心だった。特に自分たちは、もう親の代が享受したようなミドルクラスの

生活を無理なんじゃないかというような不安があるわけです。それを変えるにはクリントン

ではもうだめで、サンダースじゃなきゃだめだというのが基本的な立場だったと。 

 アメリカの中で、今大学進学率というのは７５％です。１９９０年、四半世紀前は５０％

だったのに、２５％アップしているわけです。すごい高学歴社会になっている。しかし、今

４年制大学を出た半分ぐらいの人というのは、まさに四半世紀前には高校卒業をした人がつ

いていたような仕事についているということで、大学を卒業するということがもはやミドル

クラスの確約するものではなくなっている。ましてや、大学を出ていない人にとっては、社

会というのが相当先行きの期待が持てない現状にある。 

 片や大学の授業費も物すごい高くなっています。慶応大学の年間の授業料は９０万円ぐら

いですけれども、アメリカの私立ですと大体今４５０万～６００万円ぐらい年間授業料だけ

でかかります。大体アメリカの４年制の学生は、卒業するときに３００万～３５０万円ぐら

い借金を背負って卒業する。それでも、不安定な雇用を強いられているということで、こう

いった怒りというのがサンダース現象を支えた。それがトランプ現象に流れた、重なってい

る部分もあります。 

 ですので、結局民主党という政党も、その社会の底流に流れているそういう不安、特に今

後アメリカ社会を担っていく世代の不安をつかみ切れなかった。今の共和党というのは余り

にも富裕層を優遇している。そこから裏切られたあるいは見捨てられたという有権者の感覚

が、トランプ現象を支えたところがある。なので民主党も共和党も、いわば少しエリート政

党になってしまって、顧みない人たち、層というのがあった。そのフラストレーションの発

露というのが、片やサンダース現象でありトランプ現象であった。こういう層の怒りとか不

安というものにどう向き合っていくというのが、政党にとって、共和党、民主党を問わずこ

れから課題になっていくのではないかと思います。 

 再分配重視というのは１つあります。富裕層への課税を強化していく。レーガノミクスに

ついても言及されていましたけれども、レーガノミクスで潤った層もたくさんあるわけです

けれども、しかし実際統計を見てみますと、アメリカの格差が拡大していったのは、やはり

富裕層への減税が行われて、そこで累進課税の再分配が弱くなった結果、格差が拡大してい

った。なので、トランプミクスというのがレーガノミクスのバージョン２．０なのかもしれ

ませんけれども、そうなった場合、もし格差拡大というのがまた繰り返されることになれば、

結局今回トランプを支持したような人たちの怒りというのは、また持ち越されるだけだと。

このリスクというのをどう向き合っていくかということです。 

 ただアメリカの今の環境としては、再分配を行うという雰囲気は、ちょっとなかなか議会

的にも難しいところがある。ではトリクルダウンなのかというと、トリクルダウンが本当に

機能していればいいのかもしれませんけれども、問題はトリクルしないわけです。トリクル

ダウンしないで、上の層がため込んでしまう。その一部というのが、例えばオフショワに流

れていったりとか、そういうところをどう監視を強化していったりとか、アメリカ国内に還

元していけるかというあたりが、現実的な何かソリューションの１つなのかなとは思います。 
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アジアのミドルクラス化と日本の貢献 

 

 それから２番目の点で、これはちょっとまた話がアメリカではなくなるのですけれども、

アジアが今回大きなテーマということで、アジアを語るとき何となく安全保障というのは１

つのレイヤーとして重要だとは思うのですけれども、もう一つはやはりビジネスという点の

関係というのはあると思うのです。先進国ではミドルクラスというのはどんどん先細りして

いっていますけれども、アジアにおいてはミドルクラスというのはむしろ勃興していってい

る。非常に豊かな層になっていっている。 

 その中で、きのうのお話にもありましたけれども、課題先進国という、これは玄葉外務大

臣のときによく使われていた言葉で懐かしく思ったのですけれども、要するに戦後復興して

ミドルクラスになるときに、日本がしてきた経験とか知恵とか、その中でつくり出したいろ

んな創意工夫というのが、新たな商品的な価値を持っているということです。それをもっと

発信していこうということで、先ほど酸素ボンベなんていうのはとても私興味深くお話をお

伺いしました。ほかにも、例えばカンボジアなどでは中学校とかで我々が経験してきた体育

のカリキュラムというのはとても重宝されている。チームワークを学んだりとか体を定期的

に動かしたりするというようなことというのが、もう一つのそういう日本の経験値として重

宝されている。あるいは宅急便の制度とか、あるいは日本の交番制度とか、そういった結構

気づかないところで、日本がもっとアジアを含めてほかの国、特にミドルクラス化する社会

に共有できる部分というのはたくさんあるし、マーケットのチャンスでもあるのではないか

と思いました。 

 

日本社会は硬直化から脱せよ 

 

 ３番目に最後のコメントですけれども、ウェークアップスピーチでリンチさんから御指摘

のあった文化論的な話というのは、私もともと文化人類学を専攻したので興味深いのですけ

れども、日本がどうすればいいのかというような会議って、実はこれまで随分出たのですけ

れども、何となくたどり着くところって割と似ていて、日本社会というのは結局部分最適を

重視する、あるいはし過ぎる。なので、細かな点については、それはいい面で言えば繊細で

あるとか、丁寧だとか細かいとか、そういう部分はあるのですけれども、逆に言うと何か大

なたでガンと切って、新しい新境地を切り開いていくようなリスクテイキングとかそういう

ことは不得手であるということです。これをどういうふうに改善していけるかというのが、

常に大体会議の最後のほうに結論として出て、ではどうするかというのは余り出てこない。 

 私個人的には、やはり今の教育雇用制度、ここをどれだけフレキシブルなものにしていけ

るかということが、１つ鍵かなと思います。今は小学校に入るときから、都市部ではもう塾

に通ってテストの問題の解き方というのを学ぶというのは、一向に変わらず続いています。

慶応の幼稚舎に入るための予備校があったりというような感じです。結局大学は何を学びた

いかよりも偏差値が高いところに行くというようなマインドセットのままです。そして大学

に入るときには、もう専攻を決めなければいけない。就職するときには、３年生の秋になる

と一斉に就活をする。なので、そのレールから外れるようなことというのは、余りにもキャ

リアにとってリスクが高いということで、何かこういう硬直化した生き方というのをどれだ

け今後フレキシブルにしていけるかというのが鍵だと思っています。 

 きのう少しある方とお話ししたところ、やはり政治家などでも非常にリスクを背負って立

候補しなければいけない。そのリスクを考えるとなかなかちょっとひるんでしまう。そうい

う人たちが政治の回路の中に参加できないということ。至るところにそういう硬直したシス

テムの弊害というのが出てきているのではないかと思います。やり直しがきくとか、あるい

は少し寄り道ができるとか、そういうことをどれだけ人事制度とか学校の入試制度とかとい
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うことに組み込んでいけるかというのが鍵かなと思います。 

 そういう面では、今回政治家の方とかあるいはいろんな企業に携わっている方がいらっし

ゃると思いますので、いろいろ一緒に何かやっていければなと思っています。 

 

【渡辺氏に対する質問】 
 

Ｑ 唱：アメリカがアジアから引き揚げたら？  

 

これからのアメリカの対アジア政策についてお聞きしたいのですけれども、すなわちアメ

リカ、オバマ政権のＴＰＰの最初の狙いは、やはりアメリカのアジアでのデカップリング現

象の是正です。すなわち、貿易投資の面でアジアの対アメリカの依存度がどんどん低くなっ

て、アメリカのアジア経済での存在感が縮まったから、それを挽回するためにアメリカはＴ

ＰＰの交渉を始めたわけなのです。 

 そうしたら今回トランプ次期大統領はＴＰＰ離脱をして、アメリカのアジア挽回政策は完

全に終わったということになるのです。それだけではなくて、アメリカはこれから日本の軍

事基地をグァムに引き揚げて西太平洋から引き揚げる、さらに極端に言えばアメリカはこれ

からひょっとするとＧ７も離脱する可能性もないわけではないという噂も流されている。も

しアメリカがこういうふうにアジアから引き揚げたら、これからアジアはどうすればいいか。 

 

Ａ 渡辺：国益指向は強まってもアジアから引かない  

 

私そういううわさを聞いたことないです。それに尽きるのですけれども、ただトランプ政

権というのが少なくても今の陣容を見ていますと、いわゆる同盟関係というのは、トランプ

さん自身はともかくとして、周りの取り巻きの方たちというのは、これまでの人選を見てい

る限りでは、割と従来の共和党のいわゆるリアリストタイプの方が多い。ちょっとタカ派か

なという印象を受けているのですけれども、いずれにしてもやはり同盟関係というのはアメ

リカにとってのアセットですので、その重要性というのはわかっている方がいらっしゃると

思います。ですので、その流れからもアジア太平洋地域から身を引くというのは、ちょっと

考えにくいというのが率直な印象です。 

 ただ国際的な枠組みとか、国際的なものに手足を縛られるということについては、アメリ

カそのものが昔から嫌な国ですし、特に共和党においては国益を他国によって左右されたく

ない。つまり国連というのは究極の巨大政府だというような感覚がありますので、国際機関

とか国際的な枠組みとか取り決めというのは軽視されていく可能性もあると思っています。 

 

Ｑ 小谷：トランプは何型の大統領か？ 

 

やや学術的な議論になるかもしれませんが、きのう私のほうからも紹介しましたラッセ

ル・ミードの４類型で、私は現時点でのトランプはジャクソニアンとジェファソニアンの融

合の可能性が高いということを述べまして、先生は基調報告の中でウィルソニアンではない

のではないかということをおっしゃいました。きのうからいろんな話を聞いている中で、そ

う言えばハミルトニアン的なところもなきにしもあらずだなという気がしているのですけれ

ども、あえてこの４類型で今のトランプを説明するとどうなるか、あるいはもうこの４類型

ではないトランピストという新しい類型が生まれるのかどうかという点について、お考えを

お願いします。 
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Ａ 渡辺：１つの型には未だ断定できない  

 

ウィルソニアンというのを、価値を世界に拡声器を持つような形で広めていくというよう

なことを意味するのであれば、やはりそこは違うかなという気はします。余りにも国際秩序

とか規範ということを語らな過ぎるというのが、今そう考えている理由です。 

 きのう小谷先生のプレゼンをお聞きして、私は一国中心的な見方という点ではジェファソ

ニアンであるとは思うのですけれども、ただジェファーソンの場合は割と国内でまずモデル

になろうよと、模範的な存在になって、そうすればある程度ほかの国というのが必然的に自

分たちをまねてくれるよという、そういう理想主義があったと思うのです、ジェファーソン

に。トランプさんの場合、何かそういう国内統治においての理想みたいなものがあるのかど

うかもちょっとわからない。あえて言えば law and order という、ニクソンが使った「法と

秩序の回復」ということぐらいしか余り聞こえないので、そこがどうかなとも思っています。 

 それから、実は私ハミルトニアンではないかとそう思っていて、もちろん海洋国家を目指

すということでは必ずしもないかもしれませんけれども、非常に実利的なあるいは実務的な

交渉を重んじて、そして物事を動かしていくという点においては、案外トランプさんのこれ

までの交渉経験というのは、案外ハミルトニアン的な要素というのもあるのかなという気は

します。 

 ジャクソニアンというのが、いわゆる棍棒を持って相手を対峙して威圧していくという手

法ですけれども、それが対外的な強硬姿勢として、例えば貿易などに関してそういう面が出

るのであれば、それをジャクソニアンというふうに言い方ができるとも思いますけれども、

ただ余り対外関与というのはそれほど、ＩＳを掃討するぐらいには関心があるけれども、そ

れ以外は余り興味がないというのであれば、ジャクソニアンとも言えないということで、４

類型をどの側面において切り取るかによって、またトランプさんの発言のどの部分に注目す

るかによって、今の段階ではいろんな組み合わせが可能な状況なのかなと思います。 

 

Ｑ トラン：トランプのアジア外交の行方は？ 

 

 アジアへのリバランスの問題で１つは中国がいろいろやっていったのでもう手おくれとい

う悲観的な見方がある一方、いやまだまだ大丈夫だよという意見もあるとおっしゃったあた

りは印象に残っていますが、ではトランプ外交はどうなるか。先生の観察とか分析では、ど

ちらの意見に近いか。どういうような政策とか対策をやるだろうかということを教えていた

だけたらと思います。 

 

Ａ 渡辺：南シナ海を軽視すれば共和党議会が反発 

 

 トランプ氏個人、それからトランプ氏を熱心に支えた有権者、とにかくトランプさんが何

を言っても自分は絶対ついていくのだという人たち、大体１，４００万人ぐらいいると言わ

れています。有権者の６％ぐらいですけれども、そこを彼は非常に大切にしてきたわけです

けれども、その人たちからすると余り海洋秩序とかということ自体にはそれほど興味がない。

それよりは、もっと経済的な交渉により関心がある、あるいはいわゆるテロとの戦いといっ

たことにより関心があるということなので、南シナ海での問題ということに関してそれほど

積極的に考えていないのかもしれません。あるいはその重要性というのをさほど認識してい

ないのかもしれません。 

 ただ、共和党のまさに今回彼の取り巻きになっている人たちというのは、やはり広く外交

を考えている方も多いですし、それから議会においてもやはり中国に対する警戒感というの
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はとても強いものがあるので、その面においてはトランプ氏が南シナ海の問題というのを軽

視することに対して、いろんな異議申し立てをしてくることがある。極めて経済的な実利関

係から、仮にですけれども、南シナ海におけるいわゆる国際法とか、法の支配といったよう

なことをないがしろにするようなことになった場合、トランプ政権と共和党議会というのが

激しく対立する可能性もある。今のところは、まだ当選したばっかり、就任もしていないわ

けですし、トランプさんのほうも割と歩み寄りの姿勢を見せているとは思います。しばらく

はこの状態が続くと思いますし、しばらくはトランプ派といわゆる共和党のほかの人たちも

一緒になれるようなテーマ、オバマケアとかイランとの核合意とか、気候変動のパリ協定と

かいうものを骨抜きにするといったようなことは、いろんな共和党の中で一致できる点です

し、あるいは減税を行うとか、そういったことは重視して党内融和というのは進めていくと

は思うのですけれども、次第にもしかするとホワイトハウスと議会との軋轢というのが増し

ていってしまうかもしれない。 

 加えて経済が思ったより好転しないということであれば、議会のほうは案外２０２０年に

なると手のひらをひるがえしてやはりトランプじゃだめだ、自分たちの候補を立てようとい

うようなロジックに移ってくるかもしれないと思っています。 

 

 

 

【ディナースピーカー発言】 トラン・ヴァン・トウ氏  

（「アジアの将来・日本の将来」） 
 

日本は人類史上最初に成功した社会主義国家 

 

 まず１９８０年代、約３０年ぐらい前、皆さんはこういう言葉を聞かれたかどうかわかり

ませんけれども、誰かが言ったのですけれども、非常に印象に残ったのは、日本は世界で、

あるいは人類歴史においての最初に成功した社会主義国である。日本が最初に成功した社会

主義国であるという考え方、これはどういうことかと、非常におもしろいですね。 

 というのは、当時は冷戦がまだあったときで、旧ソ連とか中国とかベトナムなども社会主

義国家であったのです。社会主義国が目指していくのは豊かな社会、しかも公正な社会、平

等的な社会、そういう社会を目指していった。けれども、当時は旧ソ連がそろそろ潰れると

いう８０年代の終わりごろです。だから、ソ連は成功する社会主義国にならないだろうと。

ソ連がそうならないならば、ほかの国も多分ならないだろうと。 

 最初に成功する国はどこかというと、ある人の分析では日本であると。もちろん経済体制

は日本は資本主義国家です。日本は資本主義国でありますけれども、かなり成功した。しか

も、当時は失われた２０年間の前で、だから日本はちょうど Japan as Number Oneとかいろ

いろ日本が世界的な注目を集めたころ。そのとき、日本はかなり経済が発展しました。しか

も、非常に社会的に平等というか公正な社会という形で発展した。 

 例えば税引き収入で言うと、大企業の社長と従業員との格差がほかの資本主義国と比べて

非常に小さい。いろんなデータがあったけれども、税引き収入を見ますと社長と従業員との

差が小さいとか、あるいは公共交通機関を収入とか社会階層と関係なく、皆同じように利用

している。たまたま私は１年間アメリカにいましたけれども、アメリカでは地下鉄は学生と

かあるいは低所得層がよく乗って、高額所得者とか中間層以上の人たちは、余り乗ってなか

った。そういうようなこともあって、だからいろんな意味で日本は非常にすばらしい社会で

あったように思います。 

 ところが９０年代に入ってからは日本経済は残念ながらずっと停滞して、その後停滞した
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日本経済がいろいろな社会問題も出てきて、例えば過労自殺とか少子高齢化とか、あるいは

年金の問題を心配する人が多くなったとか、こういうことを課題先進国と言われますけれど

も。 

 私きのう報告の中にも述べましたけれども、日本が先進国に到達した過程はモデルとして

非常によかったのです。これは今途上国にとって非常に参考にできるモデルで、特に中所得

の罠と言われる現象で、多くの中所得国がその上にはなかなか進めない。中所得のままで停

滞してしまうという現象。これは世界的に見てそういう国は非常に多いのです。だから、日

本がそういうような罠を避けて上のほうに行ったので、その教訓とか経験は非常に貴重なも

のである。だから途上国に対して、非常にいいモデルになる。 

 けれども、成熟した国、成熟国家としていろいろな問題を持っている。だから日本がそれ

を解決できれば、さらなるモデルになれる。ぜひ潜在成長力は２％か３％ぐらいにして、今

の先進国課題をうまく解決するように、私はとても期待したいと思います。 

 ウェークアップスピーチのジョン・リンチさんの御報告の中にも、日本のよさ、日本のい

いことがたくさんありました。だから、何かそういうよさを生かして、リンチさんのような

方にたくさん日本に来ていただいて、日本の活性化に貢献すれば、多分可能性としてはある

と思います。 

昔イギリス病という言葉があったのですね。サッチャー政権の前のイギリスです。サッチ

ャー政権以降は、イギリスの問題はかなり解決した。日本は日本病という言葉がぜひ出ない

ように期待したいと思います。 

 

【トラン氏に対する質問】 
 

Ｑ 唱：日本の最大課題は少子高齢化  

 

私質問ではないのですけれども、やはりトラン先生と同感です。我々社会主義国から来た

のですから、今の日本での実感では、日本は当初中国、ソ連、ベトナムの憧れた以上の社会

主義国になったと思います。非常に幸せだと思います。 

 ただし、今私心配しているのは、日本の少子高齢化がかなり進んできたのです。これから

はもっともっと進んでいくと思います。だから、日本の今の平均寿命は八十何歳なのですけ

れども、これから９０歳とか、ひょっとすると１００歳を超える可能性も十分あると思いま

す。中国の統計によれば１００歳以上の人口は世界で一番多いということなのです。これは

いいことなのですけれども、ただしそれらの老人を養うにはどうすればいいかというと、や

はり労働生産性を上げるしか道がないのではないかと思います。 

 しかし日本は今本当に社会主義国なのです。制度としては非常にすばらしいのですけれど

も、ただ１つの問題としては、経済は伸びないのです。経済が伸びないと労働生産性も上が

らない。そしたら日本はこれから年金、保険とかいろんな問題が出てくるのではないかと思

います。 

 実は、世界１０８カ国の１９９０年～２０１０年までのＧＤＰの平均伸び率の計算をした

ことがありますが、ゼロ％になったのは日本とアルゼンチンだけなのです。世界には先進国

もあるし、途上国もあるし新興国もある。どっちもある程度経済は伸びていたのですけれど

も、日本だけはゼロになった。だから、トラン先生の考え方と私の考え方は全く同じなので

す。日本は、ある程度の経済成長を押し上げていかなければならないのです。そうしないと、

日本はこれからどんどんこの世界で縮まっていくのではないかと思います。 

 こういう話をしたら、日本の方々から、「どうしようもないのです、日本はこれから伸びな

いのです」という返事が返ってくる。しかし伸びないわけがないと思います。その事例とし
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ては、例えばドイツは日本と全く同じです。ドイツだって経済も成長しているのです。だか

らドイツが成長すれば、日本は成長できないはずがないではないか。こういうところで、日

本の方々に真剣に考えていただかなければならないのではないかと思います。 

 

Ａ トラン  

同感です。 

 

Ｑ 小谷：日本における外国人労働者をどう見るか？  

 

まずは、日本の社会経済的なシステムを見たときに、日本が社会主義国家として成功した

モデルということはある意味正しいとは思いますが、ただ政治的な自由という面においては、

やはり社会主義国家と違うというところは、１点まず強調しておきたいと思います。 

 その上で、きのうのディナースピーチの中にもありましたが、今後の日本の経済を拡大、

成長させていく上で、女性の活用ですとか高齢者の雇用を延長するとか、移民の問題という

話がありましたけれども、突き詰めていくと今後移民の問題をどうするかというところにな

ってくると思うのですが、もうずっと日本に住まわれて外国人としての目で日本を見たとき

に、果たしてこの日本では外国人労働者というものがどれくらい可能性として期待できるの

か。 

 

Ａ トラン：非常に住みにくいのが現実 

 

 どうもありがとうございます。非常に難しい質問でして、確かに今までいろんな形で外国

人がたくさん日本に来ていますが、労働者たちにとって確かに日本は非常に住みにくいです。

文化的な壁とか言語の壁とか、非常に難しい。だからこれは相互に努力するしかないと思い

ますが、例えば労働者が日本に行く前に、自分の国でちゃんと日本の文化とか日本語の勉強

をしておいて、日本に来てからは日本政府とか地方政府がいろいろ面倒を見てあげる。そう

いう努力しかないのではないかと思います。つまり双方の努力。そして段階的にしなければ

ならない。 

 あとは、経営者を始め外国人で地位的なレベルの高い人はたくさん日本に来てもらうとい

うこと。例えばシンガポールのような政策は、日本も必要ではないかなと思います。 

 

Ｑ 渡辺：ロボットやＡＩは日本の少子高齢化問題を解決できるか？  

 

小谷先生が今移民のことについてお話しされましたけれども、割と今日本の中で日本の人

口減だとか少子高齢化に対応する手段として、いわゆるロボットとかＡＩを活用していけば、

かなりの部分メイクアップできるのではないというような議論があります。もちろん諸刃の

あれで格差が拡大するのではないかという懸念もあるのですけれども、結構日本はロボット

に関しても力を入れていますけれども、新しいテクノロジーが日本の経済に与える影響とい

うのを、どのようにごらんになられていますか。 

 

Ａ トラン：雇用吸収面での課題は残る 

  

今おっしゃった問題、実際に日本だけではなくて今ほかの国も直面している問題です。日

本のような先進国だけではなくて、例えばベトナムとか中東諸国なども、今工業化が進んで

いますけれども、労働雇用吸収力は弱いです。だからどこの国も非常に大きな問題になって
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います。これは頭の痛い問題です。要するに、工業化を進めていきますけれども、雇用をど

う確保するか。ベトナムでは、例えばキャノンとかホンダとか１万人以上の工場が幾つかあ

りまして、私が調査してみますと５年前とか１０年前と比べて従業員は３割ぐらい減ってい

ます。けれども生産は伸びたのです。. これは非常に大きな問題です。 

 ただ日本のような国で労働不足ということに対応するには、こういうことは日本にとって

の問題はそんなに大きくないと思います。 

 

 

 

※本報告書に掲載しましたクロステーマセッション討議の各位発言内容につきましては、司

会を担当した市川の文責にて編集させて頂きました。 
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【ディナー挨拶】 
 

 

 

国際ビジネスブレイン社長  新 将命 
 

 

皆さん、こんばんは。初めての方もいらっしゃるのでちょっと名乗りを上げますと、新聞

の新と書いて「あたらし」と申します。よろしくお願いします。何をやっているかというと、

学校を出てから Johnson & Johnsonを初めとしてグローバル・エクセレント・カンパニーの

日本法人の社長を３社と、副社長を１社やってきました。現在は、今はやりの社外取締役と

いうのがありますね。あれを４社ほどやっております。お見知りおき願います。 

 市川さんに何で私がしゃべるんだと聞いたら、あなたが一番年長だからという、まことに

説得性の高いかつ日本的な答えが返ってきました。実は９月に、傘寿を迎えました。傘寿と

言ったって若い人は知らないでしょう。米寿は８８で、傘寿というのは「傘」と書いて８０

歳ということです。これを迎えたわけです。 

 よく最近人から聞かれる質問があります。時々６時間ぐらい続けて講演をやることがある

のですが、「新さんは、お年の割にはお元気ですね、元気の秘訣は何ですか」という質問をよ

く受けます。きょう本邦初公開の秘訣をお教えしますから、ちょっと聞いておいてください。

この３つをやれば、絶対年をとらないという秘法があるのです。 

 １つは、I  am eighty years young と考えることです。eighty years  old と言うと、年を

とってしまいます。だから eighty years youn g と考えると、 

絶体年をとらない。英語のことわざに A man is as old as he thinks とあります。男の年は

自分が何歳だと考えるだけの年、“もう 80”ではなく＂まだ 80”と思えば心は若いのです。

これが１番目。 

 ２番目は何かというと、私がよく使う言葉で言うと、短期と長期の納得目標を追い続ける

ことなのです。目標を追い続けている間は、年をとりません。例えばどういう目標が今年の

私にあるかというと、本を３冊書こうとか、既に２冊書いて来週１冊出ますけれども、長い

間、かなり世話になった女房と年に３回はヨーロッパ旅行へ行こうとか、あるいは月に８回

から１０回は講演をやるとか、目標を追いかけている間は絶対に年をとりません。３番目は、

なるべく若い人とつき合うということです。「老人は過去を語り、若者は未来を語る」と言う

言葉があります。私は早稲田大学を優秀な成績で出たのですけれども、同窓会へ行くとみん

な年寄りでしょう。昔話ばっかりです。誰が死んだとか、誰が入院とかね。それに孫が一流

の大学に入ったという自慢話です。あるいは血糖値がどうだとか、血圧がどう。おもしろく

ないですよね。だからなるべく若者、しかも若い経営者とつき合うと、勇気と元気を逆にも

らえるのです。 

 この３つをやれば、絶対体は年をとっても心は年をとらないですよ。だから私は年は傘寿、

気持ちは３０と言っています。わかるかなあ。（拍手） 

 この白馬会議は今年で nine years young ですね。来年は ten years young です。ten 

years で終わらないで、eighty  years young、one hundred years  youngと続けて下さい。 

 よく私はマネージメントとかリーダーシップに関する講演をやっています。日本とか海外
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で。最後に私が言う定番の言葉がありまして、「皆さん、ぜひ私の話を参考にしないでくださ

い」と言うのです。話は参考にしたって、何の足しにもならないです。まず参考にしてもい

いから、参考にしたら、実行してくださいと言うのです。実行して何ぼでしょう、世の中。

もっと欲張ると、「実行、続行」と言うのです。going concern という言葉がありますね。継

続する組織。会社は継続しないとまずいわけです。 

実は継続する長寿企業の秘訣といういい話をしようと思ってちゃんとレジュメをつくって

きたのですが、持ち時間は５分と言われたのでできなくなってしまいました。 

 この白馬会議は、１００年も１２０年も続くような継続するような組織になってほしい。

こういうときは、誰か音頭をとってお膳立てする人がいないといけませんよね。それは市川

さんで、市川さんのおかげでこういうことができるので、私も楽しみに来ました。 

 大変僭越ですけれども、ちょっと感謝の気持ちで市川さんに拍手をお願いできますか。（拍

手） 

 では、「参考を実行に、実行を続行に」ということでやりましょう。 

白馬会議の未来に乾杯！ 
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長野銀行頭取  中條 功氏 
 

 

 皆さん、こんばんは。スポンサーということで、御挨拶の場をつくっていただきました。

大したスポンサーではないですが、白馬会議の主旨に賛同いたしまして、ダボス会議に匹敵

するような会議をこの白馬からということで、支援しているということです。 

 私はもともと長野県松本市で生まれて育って、大学のときだけ東京へ行って戻ってきて、

今こういう立場にあるということです。皆さんには遠くからわざわざおいでいただきまして、

本当にありがとうございます。やはり白馬というこの地方から、直接商売、ビジネスにかか

わりない知的レベルの高い議論をつくり上げるということは、やはりすばらしいことだと思

います。 

  この１年間、昨年から１年たったところで全然違う世界にまた入ってきている。皆さん

は御存知のとおり、ことしはまさかの日銀のマイナス金利政策というのがありまして、金融

機関はちょっとのた打ち回っているというところがあって、なかなかこの政策がいつ終わる

かもちょっとわからない。 

 アメリカの大統領選挙のある年というのは非常に変化がある年だと言われていますが、６

月にイギリスがユーロ圏から離脱する国民投票が成立した。またここへ来てまさかのトラン

プ大統領ということで、非常に変化の大きな年だなと思います。今回はアジアをテーマとし

て議論を深めて頂きましたが、ある意味アメリカのトランプ、ロシアのプーチン、中国の習

近平という人が、一方ならぬというか、超大国のくせ者ぞろいのトップがそろったという状

況で、日本の立ち位置ってどこに置くのだろうというのは、やはり非常にこれから大きな問

題になってくるのではないかと思いますし、１９２９年に大恐慌が起こって、その後非常に

世界経済が低迷したのですけれども、現在があの時代に似てきているというような話もあり

ます。 

 ヨーロッパは御存知のように日本より先行して１年も前からマイナス金利政策というもの

を導入していまして、それでも失業率は１０％を超えている。なかなか景気のほうもよくな

ってこないのですが、１９３０年代においては恐慌が終わった後、ナチスドイツが政権をと

り、日本も中国大陸へ進出して行きました。今は逆に中国が海洋進出を図っているというよ

うな政治状況で現代世界が当時とよく似ているという人もいます。本当にそういった意味で

は、まさか、まさかが続いた年だと思うわけですし、これから先というのはもっと我々が想

像している以上のこと、あるいは想定外のことが起こってくるのではないかと思います。 

金融の世界で一番ほくそ笑んでいるのは黒田日銀総裁だというふうに思うわけですけれど

も、安倍さんが金ピカの１本数十万円のゴルフクラブを持っていったそうですが、黒田さん

だと数十本上げてもいいかなというくらいに、日銀の金利政策の手詰まりが一気にひっくり

返ったようなところがあります。 

 私たちは地方の銀行ですので、貸出はもちろん、市場運用もたくさんしていますので、そ

ういった金融改革の影響もたくさん受けているのですが、考えてみればマイナス金利政策と

いうのは、金融のトップあるいは銀行員として誰も経験したことのない世界へ入っているの

で、ある意味これはおもしろいということも言えるわけで、これからどういう世界が開ける

のかという意味では、期待感もあります。みんな一斉に今までにない経験をしているわけで、

金融秩序の中のメガバンクとか、そういったところのまねをするわけにもいかない。い 

や、やはりこれはおもしろいなというふうにも思います。 
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 私たちは結構スポンサーというか、地域への資金支援をしていますが、やはり費用対効果

ということもあります。只、費用対効果を計算できるようになったら、その事業とかその活

動って多分ピークを迎えているときではないかと思うのですが、白馬会議のスポンサーとし

ての費用対効果というのは、全く未知数のものでありまして、未知数でわからないことだか

らこそお金を出す意味があるというふうにも考えています。 

 ただ、そうは言っても少しお金を集めたいということで、リッキービジネスの澁谷社長に

お願いして、今回スポンサーになってもらったりしました。東京に行ったときにはちょっと

お金のありそうなところへスポンサー支援を少しずつお願いしています。今年９回というこ

とは来年１０回目ですが、１０年続くということは本当に立派な会議が続けられているとい

うことです。そういった意味では、引き続きできる限り支援する中で、やはり知性とか知の

世界の高いものを、東京ではなくて長野県の白馬というところでつくり上げたいという気持

ちは強くあります。 

 ぜひ皆さん、また来年も御参加いただきたいと思います。きょうは、皆さん、遠くからあ

りがとうございます。（拍手） 

 それでは、皆さん、乾杯の発声をさせていただきます。 第９回白馬会議を祝しまして、

またこの会がこの先何年も続いて、本当の意味でダボス会議に近づけるように願って乾杯し

たいと思います。 

 乾杯！ 

 ありがとうございます。（拍手） 
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【ウエークアップスピーチ】  
 

第 1スピーチ  
 

Ｂｙ 水谷 翔太 氏  
（前大阪市天王寺区長） 
                 

第２スピーチ  
 

Ｂｙ 武者 陵司 氏  

（武者リサーチ代表） 
 
 

第３スピーチ  
 

 Ｂｙ 相木 正幸 氏  
（日本救急・災害対応研究所代表理事） 
 

第４スピーチ  
 

Ｂｙ Mr.ジョン・リンチ 
（Tsunago 代表取締役） 
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第１スピーチ 
 

前大阪市天王寺区長  水谷 翔太氏 
 

 

サウナと水風呂往復の橋下市政 

 

 皆さん、おはようございます。ウエークアップスピーチ第１号ということで、まだ私自身

がウエークアップできてないのですけれども、気楽に聞いてくださればと思います。 

 私は先ほど御紹介いただきましたように、名前は水谷翔太と言います。今回大阪からやっ

てまいりました。ことしの３月末までは大阪市の天王寺区という区の区長をさせていただい

ておりました。橋下徹という、世間を騒がせた市長がつい最近までいたかと思います。彼に

より区長に選ばれまして、ＮＨＫ記者の職を辞して４年間区長を務めました。大阪で橋下徹

と言ったら、非常に人気もあるけれども、敵も多いという存在なのです。その直属の部下と

いうことで仕事をしていたら、人々の反応はサウナに入るのと水風呂入るのを交互に繰り返

すような感じでした。もうあるおばちゃんのところに行ったらキャーなんて言われますけれ

ども、隣のおばちゃんのところに行ったら、「この悪魔の手先め」みたいに言われて、あっと

言う間の４年間でした。けれども、そうした中でも存分に区政に取り組むことができました。

今日本全国が人口減少、少子高齢化なんて言われますけれども、天王寺区は比較的若い人が

多いところで、人口もどんどんふえているのです。しかし、若い人たちのために全然予算が

使われていないということで、これはおかしいじゃないかということで、人材育成とか子育

て支援とかに今まで全然お金が振り向けられていなかったところを、子育てバウチャーや英

語ディベート教育など全国的にも新しい施策につなげて、ニュースとかにも多く取り上げて

いただけたかと思っています。 

 

出過ぎた杭は引っこ抜かれる 

 

 ３月に区長の任期を終えまして、今は私会社の社長をやっています。いろんな会社をやっ

ているのですけれども、まずは大阪でコンサルティングの会社です。企業の PRや行政対応の

コンサルティングをしています。あと毎月インドに行っていまして、きのうの講演でインド

がこれからアジアの成長のハブになるというお話もありましたけれども、インドで女性のハ

イエンドユーザー向けのパーティドレスをデザインしてネット販売する会社を経営したりな

どしています。 

 こういう形で今ビジネスどっぶりなのですが、私も当然区長に手を挙げるような人間です

から、またいつかは政治の世界に戻って暴れてやろうという気持ちでいっぱいでございます。

いろいろとやりたいことはあるのですが、それを話しているときょうは時間がないというこ

とで、一番私が政治でやりたいことを１つお伝えしたいと思います。それは何かというと、

出る杭を打つ、この日本の風潮を打破したいなということでございます。日本では出る杭は

打たれる、出過ぎた杭は打たれないなんて言いますけれども、出過ぎた杭は打たれないどこ

ろか引っこ抜かれちゃうんですね。結局一緒じゃないかということで、これから日本はどん

どん人口減少で、人も減ってきます。そうしたら、今まで１億３，０００万人の中の生産年

齢人口で支えていた日本経済を、もっと少ない人口で今以上に引き上げていかないといけな

い。つまり、今の経済を維持しようとすれば１人当たりがやるべきことというのがどんどん

多くなっていくのです。きのうの講演でもありましたように移民とかも１つの手だと思いま
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すが、それよりも何よりも、我々日本人、特に我々の世代がイノベイティブなことをどんど

んやって、経済を上げていかないといけないなということで、私だけでなくてみんなで切磋

琢磨して、だけど出過ぎた杭だからといって引っこ抜かれないような、具体的には徹底した

規制緩和だと思いますが、まさにそういう日本をつくっていかないといけないと思っている

ところでございます。 

 

大阪都構想の顛末 

 

 それでは、きょうは私が自分の仕事でやってきて感じたこと、また自分の仕事で培ってき

た情報網から推論していることなど、３つのテーマで皆さんにちょっとお伝えしていきたい

なと思います。 

 まず１つは、橋下改革とは何だったのだということです。象徴的なのは大阪都構想。周知

のとおり、大阪市って２４区あるのです。東京の２３区より１区多い。だけど、東京都の特

別区ほど予算、権限はありません。また、人口もばらばらだし、財政の規模もばらばらだし、

また文化風土もばらばらです。なので５つ程度にグルーピングしてならして、東京都の特別

区を参考としつつ、より自律的な行政単位に再編成しようという取り組みでございました。 

 大阪市には２６０万人の市民がいます。全国で言えば、横浜に次いで日本第二位の政令指

定都市です。これを１人の市長がマネージするとなれば、一般予算で約 1．7 兆円クラスで、

事業の数も膨大。１つ１つ精査して、役人では気が付かない無駄遣いを精査して予算を作り

変える作業を市長主導でやるのは大変な苦労があります。橋下さんみたいなクレバーな方で

も、大変だ大変だとずっと言っていました。政令市制度は人口 50 万人以上の大都市の権限、

地方自治を強化するために始まったわけですが、実は民主主義を遠ざけてしまっている側面

があるということです。よって、自律的な行政単位を細分化して、それぞれに区長という名

の責任者を置いて、きめ細かく見たほうがいいだろうというのが、都構想の眼目の１つでし

た。 

 首長だけじゃなくて議員さんなんかもいるじゃないかという声もあるかもしれません。し

かし、議員さんって思ったより予算チェックができるわけじゃないんですね。毎年毎年２月、

３月に予算議会なんてありますけれども、各事業がどういうふうに成り立っているかを役所

の現場担当者とコミュニケーションして理解している人なんて少ないです。なのでよほど大

きい事業以外はしゃんしゃんで予算を通してしまうのです。そういう人たちに血税が毎年毎

年注ぎ込まれている現状があります。こんな議員に頼り切るのではなく、大阪都構想はより

責任のとれる行政マネジメントの仕組みを強化しようとしていたのです。 

ところが、制度を幾ら変えても本当に無駄遣いが断たれるとは限りません。どういう人が

マネジメントをしていくのか。つまり、誰が区長をやるのかという、いわゆる人材の要素を

ちゃんと有権者につまびらかにして説明していかないといけないんじゃないかということを

私も持論としていたのですが、なかなかやはりそこが伝え切れずに、結果は皆さんがニュー

ス等で見られたとおり、住民投票否決という形になりました。 

 わ私の人生も変わりました。都構想が通っていたら、天王寺区は新中央区に位置されます。

そこの区長選に打って出て、21 世紀型の新しい地方自治を盛り立てていこうなんて思ったわ

けですが、選挙自体がなくなっちゃった。別のやり方で地方自治を盛り上げようと思索して、

気が付けば今インドに行っているという状況でございます。 

 

 

橋下・小池合流はない 

 

 続いて、小池さんです。今東京へ行くと、小池さんの話をさんざんっぱらされます。それ
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で必ず言われるのは、「小池さんたちと維新というのは同じようなところがあるから、ゆくゆ

くは一緒になるんでしょう」ということを言われるのです。だけど、いろんな方々と話した

りいろんな方々と仕事したりすればするほど、あ、その可能性はないなというのを実感しま

す。ニュースにもなりましたが、橋下さんが小池さんが主宰する小池塾という塾の講師に呼

ばれたけれども、ギャラの面で折り合いがつかずに、いまだに物別れが続いています。あれ

は橋下さんが銭ゲバだという話ではないんです。理念、情念で繋がれるほど両者がやはり立

脚する基盤は近しくはないということなのです。小池さんというのは、自民党の二階幹事長

と非常に親しい。都知事選が終わって直後に即効で二階さんと手打ちをした。脱藩した若狭

衆議院議員や「7 人の侍」と呼ばれる区議会議員と自民党との手打ちにも二階さんが動いて

いました。 

一方、橋下さんというのは、安倍政権を支える菅官房長官がいて、菅官房長官の自民党青

年局時代からのつながりに大阪府の松井知事他多くの元自民党代議士、府議会議員がいるの

です。このラインが強固だからこそ、官邸と維新の蜜月はつくられています。 

そして、安倍さんと二階さんというのは、微妙な関係の中にいます。森喜朗元首相を批判

する小池さんと森さんのおかげで総理になれたと公言する安倍さんの関係も最悪です。だか

ら、安倍菅ラインの延長上におられる橋下さんが小池さんに一緒に来いよということは、小

池さんが寄立つ基盤、プライドのすべてを捨ててこっちに来なさいということなのです。簡

単に言えば、こっちの軍門に下れということなのです。これは受け入れられないということ

で、非常に難しいせめぎ合いが続いている。だから、まだまだニュース続きますけれども、

小池さんと橋本グループというのは容易に一緒になることはないということを、皆さんも念

頭に置きながら、これからニュースを見ていただけたらいいんじゃないかなと思います。 

 橋下さんも、さんざんツイッターで小池さんに対しては厳しい指摘を続けています。ここ

は結構ポイントで、一緒になりたいのだったらもっとエールを送ればいいわけなのです。だ

けれども、いまだに安倍菅ラインと二階ラインという対立軸を意識した形で意見発信を続け

ているということは、文化人タレントになってなおも彼は政治業界の中の当事者の１人であ

って、その当時者というところを踏まえて意見発信をしているということは、政界に戻って

くる１つの準備段階なのかなと受けとめています。 

 

トランプ大統領の時代とは 

 

 最後にちょっとトランプのことをどうしても話しておきたい。トランプ、非常に意外な結

果だった。隠れトランプというのがいっぱいいたが、こういう結果になっちゃったよなんて

よく言われるのですけれども、私はちょっと違った判断をしています。ずっとアメリカの海

外メディアで各州の世論調査動向を伝えるサイトがあるのですけれども、それをみんなで分

析したりしていたのですけれども、もう世論調査を見ればはっきりとトランプ勝つなという

のが大分前からわかっていたのですね。接戦州というフロリダとかがあるわけですけれども、

そこでの差なんて、もう日本のメディアだったらヒラリー有利なんて言いますけれども、数

字で見たら３％、４％リードのところが中心なんです。多いっちゃ多いのですけれども、こ

れらの差というのは英語で言う margin of error と言って、誤差の範囲内なのですね。だけ

れども、日本のメディアはヒラリー優位と言ってた。アメリカのメディアがヒラリー陣営の

背後にある資金源であるウォールストリートに牛耳られているのはよくわかることなのです

けれども、何で日本のメディアまでこうなのかと思ったりしたところです。 

 はっきり言って大統領選直前の 10 月 30 日 IBD/TIPP poll を見るとメディアでは「女性

票はヒラリーに流れている」なんて言われていましたが、白人女性に限っては両者は接戦を

続けていました。45 歳以上の年配層でみても両者は接戦を続けていました。アメリカでは有

色人種、若年世代の投票率は低いのでこのデータから見てもトランプ、ヒラリーの間には開
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票日当日決定的になるような大きな差は生まれていなかったのがわかるかと思います。 

 そうした中ヒラリー陣営の自爆も見られました。ヒラリー陣営を応援するメディアが「プ

アーホワイト」だなんて言っていましたけれども、もともと白人労働者というのは民主党支

持者です。自分たちの票田をわざわざプワーなんて言うことによって、結局そこがトランプ

に流れてしまったということもあって、ペンシルバニア州のような当初ヒラリー優位と言わ

れていた州でも逆転現象が見られました。 

 トランプが大統領になったわけですけれども、これから何をするのか。ＴＰＰ離脱を表明

したけれども、結局撤回するんじゃないかとか、過激なことを言っていたけれども、意外と

穏やかなことをするんじゃないかなんて、すでにいろんな予想していますけれども、はっき

り言ってトランプが勝つということを予想もできなかった人が、これからトランプが何をす

るかって予想立てるのは無駄だと思います。 

 常識では考えられないような時代になってきているわけです。２０年前までは、世界のＧ

ＤＰの半分以上はＧ７でした。だけど今半分以上はどうですか、新興国になっているわけで

す、中国とかロシアとか。これは西欧的ないわゆるエスタブリッシュメントの考え方という

のは通用しません。また日本というのは、ＧＤＰでは中国に負けているけれども、１人当た

りＧＤＰで見たらもう非常に突出した国だなんて思っていますけれども、アジアで見ても今

シンガポールよりも下ですよ。香港よりも下ですよ。どんどんかつてのバブルのころの常識、

高度経済成長を通じて培ってきた常識というのが崩れてきている。そういう時代に我々は生

きているということです。予断を持たずに、世界と向き合っていくことが大切です。 

 毎月インドに行って思うのですけれども、インド人って物すごくアサーティブで貪欲なの

です。スラム街に連れていってくれと言って行ったら、スラム街の入り口で私のビジネスパ

ートナーが立ちどまって、もう入れないと言うのです。「どうしたんですか」と言ったら、

「皆さんにインドの惨状を見せたくない。恥ずかしい」と。恥という観念は日本人にもあり

ますけれども、インドの人たちにもあったのかと驚くと「待っていてください。あと１０、

いや 5 年もすればもうこういうスラムはなくなり、ビルが立ち並んで、本当に豊かなインド

をお見せすることができます」と返ってきました。彼らは個人のためだけじゃなくて、国の

ためにいかに、この国を豊かにしようかということに貪欲になっているのです。 

 そういう人たちとこれから丁々発止でやっていかいなといけない日本なのです。今までみ

たいに、東大法学部出たから官僚になって安泰というような姿勢ではなくて、利益を１つ１

つ確実に取ろうとで突っ込んでくる彼らに対して、時に利益を彼らから奪い、時に彼らと利

益をともにして進むというような本気のつき合いをしていかないといけない。予定調和なん

て何 1 つもない。そのことに気づいている日本人が少ないのかなというのを、トランプの報

道なんかを見ていても思うわけです。 

 トランプは、中国との二国内の取引とか、アメリカと日本の二国間の取引とか、「ディール

（取引）」を重視するような大統領であるだろうなと思うのですけれども、交渉に耐え得るよ

うな日本のリーダーというのが今どれだけいるのかなと言ったら、甚だ疑問です。やること

を淡々とマニュアル通りにやっていれば日本側の利益が確定するなんて牧歌的な状況はもは

やないでしょう。私自身それが出来るとはまだまだ思いませんけれども、今やっているビジ

ネスを通してディールに臨む力を養い、いつか少しでも日本のお役に立てたらなと思ってい

るところでございます。 

 

アドリブの力をつかめ 

 

 駆け足で申しましたけれども、都構想については、制度の問題ではなくて人の問題という

のもあるよと。だから、また維新も都構想を再びやりますなんて言っていますけれども、こ

ういうかゆいところに手が届かないとなかなか勝つことができないよということを１つ覚え
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ていただきたいのと、２つ目は、橋本さんたちと小池さん。2 人は似ているけれども、寄立

つ基盤が全く違うから一緒にならないということ。それから３つ目。トランプが勝ちました。

これまでの常識ではもう考えられないようなことが世界で起きています。そうしたときに、

やはり頼れるのは教科書にこう書いてあるからこういう感覚で進んでいけばいいだけではな

くて、１つ１つのディールの中で利益を確実につかんで前に進んでいくことである。アドリ

ブの力であるということを最後に申し上げ、私のスピーチを終えさせていただきたく存じま

す。 
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第２スピーチ 
 

武者リサーチ代表  武者 陵司氏 

 
 

トランプを選んだアメリカの行く先は？ 

 

 きのうずっとお話を伺っていまして、何をお話ししたらいいのかなと思ったのですけれど

も、急遽トランプ大統領の出現、これを一体どのように考えたらいいのかということ。それ

からもう一つは、やはりグローバル分業の中で、今から２０年前の最も重要なテーマは日米

貿易摩擦だったわけです。しかし、恐らくこれから米中貿易摩擦というのが同じような意味

合い、あるいはもっと大きな意味合いとして登場してくると思います。国際分業とアメリカ

を中心とした貿易摩擦、この２つのテーマに、一応フォーカスをしてお話をしていきたいと

思います。 

 まず最初のポイントは、トランプをどう考えるかです。これまでの動きを見ると、２つの

ものすごく大きなサプライズがありました。改めて申し上げるまでもなく、ほとんどトラン

プの勝利というのを、今の水谷さんは別として、誰も予想してこなかったというのが１つで

す。私自身もそうです。というよりは、私が予想したというわけではなくて、いろいろなメ

ディアの報道を見ながらそう思っていたということ。 

 それからもう一つは、トランプが勝った途端の急激な株高とドル高です。ドルも株も急連

騰です。ちょっと言葉を絶するようなマーケットの好反応が、トランプ誕生とともに実現し

ている。これを一体どのように理解したらいいのか。２つのサプライズです。 

 最も通説的な理解は、まずアメリカの経済が非常に弱くなった。したがって、弱者にしわ

寄せが大きく押しつけられ、弱者の不満が高まった。その極みにあって、トランプというと

てつもないきわ者の指導者が間違って大統領になってしまった。これが通説的な理解であり、

多くの専門家も指摘していることだと思うのです。とすれば、この先は極めて明らかで、だ

めなアメリカがだめな指導者を選んだのですから、もう後は地獄といいますか、そういうこ

とが想定される。これが非常に多くの人々の現時点におけるアメリカ観だと思います。これ

は正しいか間違っているか。少なくとも、マーケットの反応から見る限り、これは著しく現

実と食い違っているということがあります。 

 

トランプとレーガンの３つの共通点 

 

 むしろ、私が比較をしていただきたいのは、トランプとレーガンということだと思います。

アメリカの歴史上、株価という面から見て最も成功した大統領は誰かと言うと、レーガンで

す。１９８０年、レーガンが誕生した当時のニューヨークダウ工業株は１，０００ドル弱で

す。そしてそれから１８年後の１，９９９年１万ドルになるわけですから、レーガンが始め

たアメリカの新しい自由主義経済の試みというのは、アメリカの株価を２０年間で１０倍に

するという、史上最大のパフォーマンスを実現したわけです。もちろん株価が全てというわ

けではありませんが、株価にあらわれるようにレーガンがもたらしたアメリカ経済、あるい

は地政学的なソビエト連邦との冷戦の終結を含めた成果というのは、恐らく歴史上たぐいま

れなる大統領と言うにふさわしい実績を残したと思います。 

 ここで想起をしたいのは、レーガンとそれからトランプの非常に多くの点における類似性

であります。異なっているところばかりが目につくのですけれども、実は３つの点で極めて

類似している。 
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 第１は、国防力の増強。軍拡路線です。トランプも兵士あるいは軍事予算の増強、そして

海軍力の増強という、非常に大きな軍事力、国防力増強のアジェンダを持っています。この

軍拡競争によって、ソビエト連邦は冷戦に負けたわけです。したがって、レーガンが打ち出

したこの国防力増強という政策は、見事に成果をもたらしたと言っていいと思います。 

 狙いはともかくとして、トランプも同じことをアジェンダに挙げております。そもそもト

ランプは、Peace Through Strength という、レーガンがずっと使っていたフレーズを何度も

繰り返している。つまり彼は孤立主義者というよりは、力の信奉者です。ということは、む

しろ覇権国としてのアメリカを取り戻すという狙いが強い大統領というふうになる可能性は

極めて高いと思います。いずれにしても、この国防力の増強、これはレーガンとトランプの

第１の類似性です。 

 第２の類似性は、言うまでもなく財政出動による景気浮揚であります。トランプの財政拡

大プランというのは、１０年で５兆ドルというほどの、度胆を抜く規模の減税とインフラ投

資をアジェンダとして掲げております。これが実現すれば、恐らく現在２％ぐらいにあるＧ

ＤＰが３～４％を超えていくという可能性がむしろ高いと思います。この財政による景気浮

揚、これは２つ目の類似点であります。 

 ３つ目の類似点は、言うまでもなく規制緩和です。レーガンは自由主義を掲げ、小さな政

府による規制緩和を推進した。トランプも全てとは言いませんが、非常に多くの点で規制緩

和というレーガンとの類似性を持っています。特にトランプの規制緩和は、やや乱暴に言え

ば商売の邪魔になる規制をやめてしまえ。金融規制、環境規制、あるいはさまざまなヘルス

ケアにおける規制、こういった商売の邪魔になっている規制、これを取っ払え。これはかな

り乱暴な主張である場合もありますけれども、しかしそれの意味するところは著しいビジネ

スチャンスの拡大、アニマルスピリットの喚起であります。 

 この３つのアジェンダがその何割かでも実現されれば、恐らくここ数年のアメリカ経済は

非常に好調となり、株価は上がるであろう。となると、これは当然のこととして、株高、そ

してドル高、それから金利上昇ということが起こる。これは明らかにこれまでのマーケット

のトレンドの大転換点であります。このような転換点が実現していくとなれば、アメリカ経

済は新しい領域に入っていく可能性がある。これがまず最初に指摘しておくべき、私は事実

だと思います。 

 

トランプ大統領誕生の背景に強いアメリカ経済 

 

 そもそもの出発点の誤りは、トランプの誕生がアメリカの経済の弱いファンダメンタルズ

に基づいてもたらされたものであるという、著しい誤解であります。 

 それとは逆に、アメリカ経済の現在の情勢というのは、歴史的に見てかつてないほどファ

ンダメンタルズは健康であると言っていいと思います。 

 まず第１、企業収益です。史上最高の水準の企業収益がいまだに続いています。昨年はド

ル高と原油安によって一時的にちょっと収益は落ちましたけれども、またリカバーする局面

にあります。この企業収益が高いということは何を意味するかというと、言うまでもなく資

本主義において価値をつくり出す力が非常に強いということです。これが一番重要な経済活

力の源泉、これはもう否定しようもない強さがある。 

 ２つ目、財政収支、極めて健全である。リーマンショック直後のアメリカの財政赤字はＧ

ＤＰの１０％だった。非常に大きな負担だったわけですが、今やそれが２％台まで低下し、

この財政収支の著しい改善が、先ほど御説明したトランプの非常に大規模な財政出動を可能

にする条件となっています。言うまでもなく、トランプだけではなくてヒラリー・クリント

ンさんもやはり財政出動を政策アジェンダの中心にしておりましたから、トランプであれク

リントンさんであれ、どちらが勝ってもアメリカは財政出動によって景気がさらに押し上げ
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られるという局面に今入っていたということは言える。 

 ３つ目に、アメリカ経済の強さと言っていいのは、恐らく現在の世界経済の中でアメリカ

ほど産業競争力の強い国はないと思います。例えば我々がビジネスあるいは生活をしている

インターネット、スマートフォンなどのプラットフォーム、これのオペレーションは全てア

メリカの企業が提供してくれているものであるわけであります。金融においても同様。つま

り競争力において、アメリカは絶大な強さを持っている。これが３つ目です。 

 そして４つ目。極めて貯蓄が潤沢で投資資金がたっぷりある。少し前のアメリカの問題は、

過剰消費で貯蓄不足で投資資金がない、金利が高い。だからアメリカはだめだ。これが少し

前のアメリカに対する深刻な懸念として挙げられていた要素ですけれども、今逆です。潤沢

な貯蓄によって金利が十分に低い、投資資金が極めて潤沢にある。 

 加えて５つ目に、物価が極めて安定していて、過去例外なく、景気拡大の終焉の引き金と

なる利上げはインフレ懸念によってもたらされるわけですけれども、そのような心配はほと

んどない。 

 もう一度申し上げますと、非常に強い企業の収益力、そして非常に健全な財政収支、強い

競争力、それからまた潤沢な貯蓄、潤沢な投資資金、そして抑制されたインフレ。さらに言

えば、雇用も極めて順調です。このようなさまざまな要素を見れば、アメリカの経済はむし

ろかつてないほど健全な状態にある。これがトランプ大統領誕生の前夜にあったことであり

ます。 

 では問題がないのか。２つ大きな問題はあり得ると思います。 

 １つは、やはり格差です。雇用全体としては好調である。しかし、労働階層別に見れば、

プアな教育水準にある高卒未満の人々の雇用はふえてない。つまりアメリカ人の雇用は、い

わゆるトランプが支持層としていたと言われるプアな白人、筋肉労働を主体としている人々

には、成長の恩恵が届いていない。他方でスキルフルレイバー、これは十分に雇用がふえて

いる。という意味で、ここに１つのしわ寄せが寄せられている。 

 もう１つのアメリカ経済の問題は、これまでのアメリカの非常に大きな特徴であるビジネ

スのアニマルスピリット、開業率、これが非常に高く、廃業率に比べて開業率が高いという

ことが、アメリカ経済の活力と言われていましたが、ここのところがそれが大きく転換し、

開業率が落ちてきて廃業率と同じぐらいになってしまった。日本と同じような形になってし

まったということが指摘できます。このように説明をすると、問題は確かにある。しかしこ

れらの問題は、アメリカ経済の強いファンダメンタルズを持ってすれば解決可能な問題であ

る。これがトランプ大統領誕生前夜のアメリカであったと言っていいと思います。 

 

新たな保守主義革命が始まる 

 

 さて、こういう環境の中でトランプが大統領になったわけですけれども、彼の誕生を一体

どのように考えたらいいかです。一般的にはポピュリスト政権が誕生したということであり

ますが、しかし考えてみればプアな白人の支持だけで大統領になれるわけはありません。恐

らく従来の共和党支持者は、ほとんど全てトランプに投票した。彼らは、決して不満だとか

怒りだけで投票したわけではなくて、あり得べきアメリカの方向を見据えてトランプに票を

入れた。それは一体何であるのかということに思いをはせる必要があると思います。 

 私は端的に言って、第一は、世界秩序の衰弱、無法の横行。これをもはや許せない。国内、

海外を問わず。トランプはそれをイスラムという宗教とか不法移民とか、かなり口汚く非難

をしましたが、しかしやはりルールに基づく秩序、これが侵されている。このままでいいの

かという、非常に大きな懸念はアメリカ人に共有され、これをいかに再構築するかというと

ころにトランプ出現の原因があったとすれば、トランプが主張している Peace Through 

Strength 、これは極めて根拠のあるものであると言っていいと思います。 
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 ということは、トランプ政権の誕生は、孤立主義の出発ではなくて、新たな覇権国である

アメリカの始まりということがあり得るということであります。当然これはサイバーの問題

とか、あるいはさまざまな地政学的な観点からも発揮されていくことになるだろうと思いま

す。 

 もう一つトランプに対して期待された要素は、やはり現在の市場経済の被害者に対する目

配りということだと思いますけれども、この市場経済の弱者に対する目配りをどのようにし

て救済していくか。トランプの主張は、成長によってというもの。民主党の主張は、所得再

配分によってです。ここで有権者は成長によってということを選んだということを考えれば、

この点においてもトランプ誕生の合理性はあり得ると思います。 

 加えて上下両院とも共和党が議席を占めた。少し前までは、共和党はまずティーパーティ

に乗っ取られ、東部エスタブリッシュメントの影響力がなくなり、そしてそれはさらにトラ

ンプという極めて過激なきわもの大統領によって乗っ取られた。もう共和党は終わりだとい

うのが、選挙前の観測であった。しかしふたを開けてみたら、大統領、上下両院、全てが共

和党支配となってしまった。むしろ窮地に陥ったのは民主党である。この変化をどのように

考えるか。 

 私はひょっとすると、これがアメリカの新たな保守主義革命の始まりであるという可能性

があり得ると思います。トランプの主張というのは、非常に乱暴ですけれども、本音主義、

コンプライアンスに対する批判、そしてある意味では力に対する信奉。これらはカウボーイ

キャピタリズムの、アメリカの保守主義の源泉でもあります。これが登場したということの

歴史的な意味合いは非常に大きく、ひょっとするとレーガンの登場にかなり類似していると

いう可能性が出てくる。今の時点で何も言えませんけれども、その可能性が出てくるという

ことを申し上げたいと思います。 

 言うまでもなく、アメリカ人の仕事を奪っている犯人はメキシコ人、不法移民であり、そ

して海外からの輸入である。特に今のアメリカが問題にしているのは、非常に巨額な中国か

らの輸入であります。アメリカの対外赤字の５割が中国であります。ここにあります中国の

赤字規模は極めて大きい。この大きな赤字を、トランプの政策のアジェンダの中心に置かれ

ていたということは説明するまでもありませんが、今から２０年前の日米貿易摩擦のとき、

少し前をごらんいただくと、アメリカの対外赤字の一番大きなのは日本であったのです。当

時の日米摩擦、それが当時のグローバル分業の最大の課題であったということと思い合わせ

ると、現在の情勢は極めて意味があると思うのです。この国際分業の現状、そしてこれから

起ころうとしている米中貿易摩擦を、かつての日米貿易摩擦の経験からどのように理解する

かという話を申し上げたいと思ったのですが、もう時間が来てしまいました。これで終わら

せていただきます。 
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第３スピーチ 
 

日本救急・災害対応研究所代表理事 相木 正幸 氏 
 

 
 

問われる緊急医療の見直しと大規模災害・テロ災害への対処 

 

本日は、一般社団法人日本救急・災害対応研究所について紹介させていただきます。私は

代表理事の相木正幸と申します。昨年、函館せんしんクリニックという所属で初めて白馬会

議に参加させていただきました。今回私どもの研究所から３名来ております。１名は、私の

クリニックのボスであります院長の清水幸雄。それから理事の益田亮介で御座います。 

昨今、病院と消防救急の間でのいわゆる「患者たらい回し問題」という話をよく耳にする

と思いますが、地域救急医療のあり方を真剣に見直す時期に来ております。また、近い将来

大規模災害が起こると予想されており、さらにはテロ災害の新たな脅威にもさらされつつあ

ります。これら喫緊の課題への対応が求められております。 

当研究所は過去の大規模災害で起きた問題、救急現場で現在起きている問題を医学的見地

や経済的見地など幅広い視点から洗い出し、分析・検証、その研究結果や対応策を関係省庁

などに提言すること。さらに、予想されている大規模災害（首都直下地震、東南海地震な

ど）新たな災害（テロ、集団的大規模事故）に対応するために備える装備や資機材の企画・

開発・製作を行うことを目的として今年設立しました。 

私自身は陸上自衛隊の元ヘリコプターパイロットです。現在宮城県知事であります村井嘉

浩氏とは、自衛隊時代、同じパイロット仲間で２０回ほど一緒にヘリコプターを操縦してお

りました。２５年前に自衛隊を退職し医療業界に入り今に至っております。当研究所のメン

バーとしましては、医療業界の関係者のみならず、経済学者、それから自衛隊ＯＢ、消防庁

ＯＢなどに参画をお願いし、いろいろ提言をいただいております。研究所は発足してまだ１

年程ですが、本日は具体的活動の一端を発表させていただこうと思います。 

 

緊急事態に酸素ボンベがつながらない 

 

 これまでの活動を通じて最も懸念される問題の１つとして、酸素ボンベにおける接続コネ

クタの互換性の問題が挙げられます。災害時において他機関との連携に生じる極めて憂慮す

べき問題です。これが長年見過ごされてきましたが、この問題は喫緊に解決しなければなり

ません。この問題の背景には、病院施設と救急隊、自衛隊、海上保安庁、いわゆる現場活動

チームが使用している酸素ボンベの種類が違うということが主な原因です。病院施設では主

にドイツ型酸素ボンベを使用しています。これに対して自衛隊、救急隊、海上保安庁など現

場対応チームでは、主にヨーク型酸素ボンベを使用しています。また酸素ボンベから酸素を

取り出す際の減圧調整器のコネクタの部分がそれぞれ異なっています。 

このコネクタの部分に互換性がないと重大問題になります。例えば大規模災害が起きたと

き、自衛隊など災害対応チームが最初に現場に駆けつけます。その際に、病院施設やそれか

ら在宅患者が使用している大多数のボンベがドイツ型ボンベということになりますが、その

ボンベと自衛隊など災害対応チームが持っているヨーク型ボンベの互換性がないために、酸

素を取り出せないという事態が起きてしまいます。これが実際に東日本大震災で起きたトラ

ブルです。酸素ボンベが２種類、減圧調整器コネクタが３種類、存在することを大多数の医
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療従事者が知らないという事実が根底にあります。私たちの研究所では、両方のボンベをつ

なぐ変換アダプタと減圧調整器の異なるコネクタを変換するアダプタを開発することで、こ

の問題の解決策を得ました。 

 

変換アダプタの反響 

 

 では、なぜ今までこの問題が認識されてこなかったのでしょうか。そこには同じものを使

用しているという思い込みがありました。それから平常時では他機関との連携がほとんど行

われておりません。緊急事態発生で初めて、この問題に直面するわけです。 

 規格統一すれば簡単ではないかという考え方もありますが、規格統一するには、かなりの

調整時間が必要になります。さらに費用がかさみます。また関連機材も変更しないといけな

くなり、膨大な金額になります。一方、開発した変換アダプタを導入すれば規格統一より時

間はかからず、費用はかなり少額で済むことになります。 

 この変換アダプタの反響ですが、東日本大震災の現場では、実際にＤＭＡＴチーム、自衛

隊がこの問題に直面しました。そのため現在、自衛隊、消防庁、ＤＭＡＴ、地方の医師会、

それから地方議会では、災害対応備品としてアダプタ導入の予算化の動きが出てきておりま

す。また総務省消防庁の所管の消防大学校、それから東京消防庁も、アダプタを予算化しよ

うという動きになってきております。先週の話なのですが、海上保安庁の羽田特殊救難隊に

行き、この問題を提起いたしますと、非常に興味を持たれました。今後予算を取ろうという

ような動きになってくると予想されます。 

 変換アダプタ導入に関するマーケットサイズなのですけれども、災害拠点病院が７１２病

院、それからＤＭＡＴチームが１５２６チーム、それから救急車が６１８４台等々で需要を

想定すると、大体２０億円程度となります。これに対して、コネクタ自体を１つの規格に統

一するとなると、この１０倍、２０倍という形の費用がかさんでしまいますので、変換アダ

プタのほうがより効率的かと思います。 

 

 

大規模自然災害の危険性は増大 

 

 最後に、首都直下型・南海トラフ大地震等の大規模自然災害の危険性が増大しております。

我々研究所では、これらに関する知識と経験を持った方々が志を持って活動しております。

今後はさまざまな企業と協働し協力し、災害分野での研究開発に力を入れていきたいと考え

ております。 

 ぜひ皆様の御意見や御提案をいただきたく存じます。また研究所の経済的基盤を確立する

にはいかようにすればいいのか、御教示いただければ幸甚に存じます。 
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第４スピーチ 
 

Mr.ジョン・リンチ  Tsunago 代表取締役 

 
パープル・オーシャン戦略に向けて 

 

グッドモーニング。イギリスから参りましたジョンと申します。実は日本に２７年住んで

います。４７歳ですので、ハーフジャパニーズになりました。 

 日本が大好きです。毎日おもしろいし、日本の文化はすごくユニークですね。ですので、

日本の将来の経済的な成長に向けて、日本の一番ユニークなところの強みを使う戦略を今つ

くっています。これからいろんな大企業に異文化コミュニケーショントレーニング、組織開

発、人材開発などのシステムを提案しょうと考えておりますが、それがパープル・オーシャ

ン・ストラテジーです。 

 

日本はユニークだがわかりにくい 

 

 日本は世界では大人気です。多くの「非日本人」が来ますし、いつも評価が高い、クオリ

ティが高い、お客様は神様とか、いろんないいところがあるのですね、日本。あと世界一の

チームワークの国です。いろんな日本の商品、日本の文化、世界中に非常に人気です。ただ

し、日本はわかりにくい国です。あうんの呼吸、そして気を配るおもてなしとか、そういう

のは大体チーム型の考え方です。まず周りについて考える、その後自分について考える。チ

ームベースの考え方、チームベースのビジネスモデル。そして、お互いに言わなくてもわか

るから徹底的に説明しないというコミュニケーションスタイルは、海外の人にはわかりづら

いのです。日本人はチーム型、行間を読む文化、ビジネスの中で改善を重視、あと契約より

人間関係を大事にする。 

 一方、アメリカもユニークなのです。アメリカは本当に独特な国なのですが、アメリカの

システムはわかりやすい。徹底的に説明する。だから、世界中に広がりました。だからみん

ながアメリカのシステムをわかっているのですが、日本のシステムをわかっていないのです。

だからより明確なビジネススタイルをグローバルで使うという意識を日本企業はもっと持つ

べきです。 

 この点を日米で比較しますと、アメリカの場合、商品クオリティは８０％でいい。まだ完

璧でないけれども、マーケティングに１２０％ぐらい力を入れていっぱい売れるのです。一

方、日本はクオリティが１２０％でオーバースペックだが、アメリカほどマーケティングに

力を入れないために、ハイクオリティが営業拡大につながらない。どうすればいいか。日本

はオーバースペックでいいと思うのですが、その費用対効果を説明しなければならないです。

こういう高級なものを買えば、長期間考えると絶対利益があるよという説明をすれば買って

くれるのです。それがなければ、お客からの電話を待つしかないのです。 

 

「レッド・オーシャン」と「ブルー・オーシャン」 

 

マーケティング戦略の世界には「レッド・オーシャン」と「ブルー・オーシャン」という

２つの海が存在する。レッド・オーシャンの場合は、どちらかというと特性の似ている商品

が多い。つまりライバル会社間の商品が同じバリューカーブにのっている。みんな値段で交

渉するだけです。だから利益がどんどん少なくなっていく。これがレッド・オーシャンの問
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題です。 

 そしたらブルー・オーシャンはどうか。似ている商品ではなくユニークな商品で勝負をし

ます。だから高い値段で売れるのです。みんな欲しがっているから。アップルは何度かそれ

で成功したのです、ブルー・オーシャン。シルク・ドゥ・ソレイユって御存知ですか。サー

カスの団体です。サーカスは動物の世話、危険リスク対応、タレント育成等、いっぱいお金

を出さなければならないがチケットは安い。だからサーカスはもうからない。それを、シル

ク・ドゥ・ソレイユはサーカスと芝居をミックスにして、毎回違う音楽を使ったストーリー

を入れるという演出をしました。これにより動物はいらない、危険リスクも低下、スターは

いらないのですが、チケットは高く売れるのです。これがブルー・オーシャン戦略なのです。

コストダウンをしてかつ値段をアップさせる。最高です。 

 どうやってブルー・オーシャンを実現させるかというと、要らない特性をなくすか減らす。

そして需要のある特性を増やすか新しくつけるという方法なのです。これにより今までのバ

リューカーブが変わっていく。さらに違う機能や特性を入れるすことでライバルとの差別化

が明確になり、商品の競争力が高まり全然売れるのです。 

 一方、レッド・オーシャン自体にもメリットはあります。利益は少ないのですが、売り上

げは確保されます。そこで利益と成長性に分のあるブルー・オーシャンの要素を取りいれる、

レッドとブルーのミックス戦略が発想できないでしょうか。そのレッドとブルーオーシャン

に、グローバル対応に進化させました日本の特別最強のチームベースビジネススタイルを加

える。この３つのミックスはパープル・オーシャンの世界です。 

 

日本企業はどうすればいいのか？ 

 

 では、日本の企業をどうすればいいかというと、先ずレッドで勝つ。そしてレッドとブル

ーを共有する。日本人がよくやるのは、情報共有です。報・連・相（ほうれんそう）とか助

け合いの世界です。日本人は、Win-Winで長期間つき合うパートナーシップを各業界で目指

していけばいいのです。これにより主要なサービスの売り上げ、キャッシュフローを改善さ

せる。改善すると新しいビジネスチャンスが少し出てくるのです。ビジネスチャンスの違う

業界や異なった市場のパートナー、特にレッド・オーシャンで苦しんでいるパートナーと組

むという発想です。そこから新しいブルー・オーシャンの芽を育てていく。 

 例えば、ＬＥＤのメーカーを想像してください。セキュリティドローンをつくろうかとい

うアイデアがありましたら、どうすればいいか。照明をつけたドローンだと犯人がすぐ捕ま

るという案が出たとすれば、我々は照明しかつくらないから、いろんなパートナーが必要で

す。ドローンメーカーとかスピーカーメーカー、ＷｉＦｉとか、カメラメーカーとか一緒に

組んで、アライアンスをつくって新しいエンドユーザー・カスタマーにアプローチする。日

本だとＡＬＳＯＫかセコムですね。もしＡＬＳＯＫがオーケー、一緒にやりましょうと言っ

たら、新しいブルー・オーシャンの業界としてのドローンセキュリティ業界を目指すのです。 

 イノベーションとは、真新しいことに飛ぶことです、ジャンプです。５年後に全然違うこ

とをする。西洋ではそれがイノベーションですが、日本人のイノベーションはジャンプでな

く、少しずつ改善することです。日本人は石橋をたたきながら進むというのが非常に上手で

す。でも改善は方向性がバラバラです。これからの日本企業はジャンプと改善をミックスし

たノベーションを目指せばいいと思うのです。なぜなら、日本企業にいる非日本人は数年後

にどこに行くかわからないままでは働けないのです。「非日本人」が欲しいのは明確な方向性

です。 
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チームモチベーションとパートナーシップ 

 

 それから日本企業の強みでありますチームモチベーションとパートナーシップも大切です。 

例えばソニーのウォークマンはブルー・オーシャンの典型でした。いろんなでかいサウンド

システムと小さなサウンドシステムとハイファイがあったのですけれども、ソニーウォーク

マンは新しい特性のものをつくったのです。例えばスピーカーがなし、録音機能がない。そ

のかわりに非常に小さくした。ソニーウォークマンのライバルと比べますと、いろいろ減ら

したりつくったりいろんな機能を直したりすると、最終的にはソニーウォークマンはブル

ー・オーシャンになって勝ったのです。ソニーウォークマンは新しいバリューカーブをつく

ってブルー・オーシャンで成功して、より高い値段で売って、より安くつくったのですが、

決め手はパートナーシップでした。フィリップスがカセットをつくったとか、レコード会社

がオーディオカセットもつくっていたから、ソニーウォークマンが売れることができたので

す。 

 レクサスも、パートナーシップから始め、アメリカとイギリスの広告代理店と一緒に企画

し、最初にアメリカで売りました。これはどちらかと言えばパープル・オーシャンの成功例

だと思います。ポケモンＧＯも、任天堂が Googleの子会社と一緒につくったパープル・オー

シャン戦略でした。 

 まとめとなりますが、バブルまでの日本の成長繁栄は日本の文化と日本人の価値で日本の

工場でつくっていたものでした。これからはより透明性のあるわかりやすい戦略、意思決定、

営業方針の説明を「非日本人」のメンバーにしっかり行う中で、チームモチベーションとパ

ートナーシップの真のグローバル化に挑戦して欲しいと思います。 

 

注）このスピーチで『ブルー・オーシャン戦略―競争のない世界を創造する』 (Harvard Business 

Review Press) by W・チャン・キム ,  レネ・モボルニュ についてのアイディアをいっ

ぱい話しました。是非みんなさん読んでみてください。 

 

 

 
   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.amazon.co.jp/s/ref=dp_byline_sr_book_1?ie=UTF8&text=W%E3%83%BB%E3%83%81%E3%83%A3%E3%83%B3%E3%83%BB%E3%82%AD%E3%83%A0&search-alias=books-jp&field-author=W%E3%83%BB%E3%83%81%E3%83%A3%E3%83%B3%E3%83%BB%E3%82%AD%E3%83%A0&sort=relevancerank
http://www.amazon.co.jp/s/ref=dp_byline_sr_book_1?ie=UTF8&text=W%E3%83%BB%E3%83%81%E3%83%A3%E3%83%B3%E3%83%BB%E3%82%AD%E3%83%A0&search-alias=books-jp&field-author=W%E3%83%BB%E3%83%81%E3%83%A3%E3%83%B3%E3%83%BB%E3%82%AD%E3%83%A0&sort=relevancerank
http://www.amazon.co.jp/s/ref=dp_byline_sr_book_2?ie=UTF8&text=%E3%83%AC%E3%83%8D%E3%83%BB%E3%83%A2%E3%83%9C%E3%83%AB%E3%83%8B%E3%83%A5&search-alias=books-jp&field-author=%E3%83%AC%E3%83%8D%E3%83%BB%E3%83%A2%E3%83%9C%E3%83%AB%E3%83%8B%E3%83%A5&sort=relevancerank
http://www.amazon.co.jp/s/ref=dp_byline_sr_book_2?ie=UTF8&text=%E3%83%AC%E3%83%8D%E3%83%BB%E3%83%A2%E3%83%9C%E3%83%AB%E3%83%8B%E3%83%A5&search-alias=books-jp&field-author=%E3%83%AC%E3%83%8D%E3%83%BB%E3%83%A2%E3%83%9C%E3%83%AB%E3%83%8B%E3%83%A5&sort=relevancerank
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【会議総括】 
 

小島 明 氏 （政策研究大学院大学理事） 
 

 
日本は２１世紀型鎖国下にある 

 

 今回のテーマ「アジアの中の日本―その役割と可能性を問う！」ですが、日本をどうする

かということの前に、日本は今どういう状況になっているのかということ、立ち位置を改め

て確認しなくてはいけない。失われた２０年とか２５年と言いますが、私は振り返ってみる

と、「失う必要がなかった２０年」であり、２５年であった。なぜそうなのかということを自

覚しないと、またこのままあと２０年失ってしまう。そのときはもうひどい高齢化の中で、

日本は縮む一方になるという感じがします。 

 日本はやはり本当の意味で時代的な覚醒が必要です。自らはすごく目覚めていろんな改革

とか変革をしているつもりですが、世界、とりわけアジア、さらにはグローバルな経済社会、

政治のパラダイムが、この何十年か劇的に変わっています。その中で、日本も変わったので

すが、相対的にはほとんど変わらない。むしろ、相対的に後戻りした。２１世紀型の日本の

相対的な鎖国みたいな気分が出てきているのではないか。 

 １つシンボリックなエピソードがあります。私の知り合いでドナルド・キーンさんという

人がいます。有名な日本研究の文学者、あるいは文化人ですが、彼が東日本大震災の後に日

本人になるのだと言ってその手続を始めました。しかしなかなか法務省が認めない。なぜ認

めないか。受け入れるにはこういう条件がある。まず、戸籍抄本を持ってこい。ところがア

メリカには社会保障番号はあるけれども、戸籍ってないのです。それからおやじの何とか証

明を持ってこい。あるいはおまえ自身の高校の卒業証書を見せろ、大学のあれを提出せよ。

次から次へ手続き上の要求をした。これはないと言うと、いや、日本の制度では必要だと。

それで本人は何カ月の手続の後、本当にこれは無理だと、諦めようとして日本の友人に話し

かけたら、そんなあなたが入れないで、日本人になれないなんてとんでもないと言って、法

務省とかけ合いました。その結果どうでしたかとキーンさんに聞くと、もっと行政の窓口は

厳しくなってひどくなったという。しかし、紆余曲折の末、ようやく１年何カ月かの後に、

正式に日本人になって、本人は喜んで生活しています。 

 これは非常にシンボリックな話です。私は白馬会議に来年も参加すると１０回目です。来

年は７５歳、後期高齢者になりますので、少し時代を振り返って、時間軸を長くして日本の

位置づけをしてみたいと思います。 

 

冷戦後、世界経済は大発展したが、日本は停滞 

 

 ９１年は日本のバブルがはじけた年。９１年当時の日本の名目ＧＤＰと今のＧＤＰとを比

べると、ほとんど変わりません。実質はふえましたが、実質のほうが多いということは、デ

フレが進んだということです。世界の主要国の中で、この２０年間成長が全くトレンドとし

てなかったのは、日本だけですし、日本の歴史においても、戦後史で初めてです。あるいは

戦時中を除いて、明治の近代化路線になってからは、恐らく初めてでしょう。 

 ９１年バブルがはじけたとき、世界がどう変わったか。本当に劇的に変わったのです。９

１年にソ連邦が崩壊しました。冷戦がこれで明白に終わりました。その過程を見ながら、世
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界中のソ連型の経済システムを追求していた国が、自由化の方向に動きました。開放改革で

す。イギリスの植民地化で苦労したインドは、独立後イギリス型は嫌だと言ってソ連型モデ

ルを導入しました。しかしその先生であるソ連が９１年に自壊したわけです。と同時に、イ

ンド自体も外貨準備がどんどん減って、２週間の輸入の代金を払えるかどうかという状態に

なり、本当の危機になりました。それでインドは、マンモハン・シンのもとで改革開放を断

行した。それ以降インドが注目されて、インドに世界からの投資が入るようになった。それ

を見ながら、先行して改革していた中国が、９２年に鄧小平指導者が南巡講話を発して、改

革開放にアクセルを一気に踏んだのです。２００１年１２月実現したＷＴＯの加盟までの路

線も敷いたような改革が進んだわけです。それを見て世界中が中国に投資をしました。 

 ９１年に冷戦が終わった後の世界は、本当にダイナミックな成長をしました。ノーベル賞

を受賞したスティグリッツは、９０年代以後の世界は「メガグロースの時代」だと総括した。

日本はゼロ成長だったのですが、日本を除く世界は高度成長の時代である。その時代を動か

した一番のファクターは、国境を越えて企業がどんどん移動する直接投資です。その中で、

より多くの、より質の高い企業を呼び込んだ国が発展したわけです。その最たる例が中国で

す。 

 アメリカにとって、第二次大戦後唯一の工業力を維持した唯一のスーパーパワーだったわ

けです。そのときはＧ１の世界でした。工業力があるけれども、マーケットがない。海外に

輸出するにも輸出市場がない。それでマーシャルプランで欧州を復興させ、日本も援助され

て、日本も復興しました。 

 しかしそれらが復興して、アメリカの対外バランスがおかしくなると、７１年にニクソン

ショックがありました。ニクソンショックの後、石油ショックもありましたが、まだ冷戦の

時代でした。１９７５年には日本も入ってＧ５のサミットが生まれました。そのときは、や

はり世界は東西分断された、完全な二極化の世界です。 

 しかしそれも終わって、９１年以降全くそういう東西の垣根がとられました。ある計算に

よりますと、マーシャルプランでアメリカが財政資金を投入してヨーロッパの経済を復興さ

せたときのトータルの支出、それとほとんど同じかそれを超える金額の直接投資が、改革開

放後の中国に入っている。１国に入っているのです。当然中国は大発展するわけです。毎年

５００～６００億ドルの資金が、しかも優良なものが入るわけです。それが続いた結果、当

然世界の工場に中国はなるし、なったわけです。 

 

投資をしない日本企業 

 

 日本がこの直接投資の重要性を意識し始めたのはごく最近です。世界にとってビジネスを

しやすい環境にしようというのが、今のアベノミクスの政策の柱の１つですが、しかし日本

に直接投資は入ってきません。バブルのピークには、東京証券取引所に１２５社ぐらい外国

企業が上場していましたが、今１桁しかないはずです。 

 それから最近のデータで、世界銀行の毎年出しているビジネス環境のランキング、ビジネ

スをしやすい国のランキング、それを見ますと日本はむしろこの３年間順位を落としている

のです。安倍政権は世界で最もビジネスのしやすい環境で、世界の優良な企業の投資を呼び

込むのだと言っているのですが実態は全く違います。 

 アベノミクスで期待は生れましたが、まだ期待のバブルにとどまっています。市場の面、

つまり株価と為替は動きました。しかしそれが、実体経済との関係ではデカップルし切り離

されたままです。その証拠に、収益は上がっても投資に向かう比率は、極端に日本の企業は

少ない。長期経営とか短期経営ではなくて、短期の経営もなくて現状維持です。ＩＭＦのデ

ータを見ても、日本の上場企業の株式時価総額に対する手元キャッシュ、手元流動性の比率

がＧ７諸国の中で突出して高い。投資しないでキャッシュを抱えている。 
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 日本の経済の発展の時代は、家計は貯蓄が高く、その家計は銀行の仲介機能を経て、資金

不足になっている企業に回った。それが雇用を生み、所得を生み、税収を生み、よいサイク

ルになったのですが、今の家計はほとんど貯蓄率ゼロです。２０２５年には団塊の世代が全

部後期高齢者になります。どんどん貯蓄を取り崩す世代がふえますから、日本の貯蓄率は家

計部分でマイナスが大きくなるはずです。家計部分のマイナスがあるけれども、国内のバブ

ルの貯蓄はまだあるのです。それは企業にあります。貯蓄が家計から企業に移った形です。

だが企業は貯蓄を持っていてもそれを投資しない。それを一時的に金融機関に預けて、その

金融機関は積極的融資をしなくて国債を買っている。従来は、民間経済、社会の活性化にぐ

るっと回った国内貯蓄が、今はもう累積してまだ膨らんでいる財政赤字のファイナンシング

に回っている。これを変えない限りはどうしようもない。 

 

変わったつもりの日本 

 

 どうしてそういう形になったかを点検する必要がありますが、９１年のバブル崩壊後、十

数回にわたる経済政策がとられました。それは包括的とか、緊急とか、総合的とか枕言葉を

つけた対策でしたが、基本的には構造改革ではなくて循環的な需要刺激策だったと思います。 

 それが証拠に、そのあたりからずっとデータを見ていますと、いわゆる潜在成長率という

のが５％ぐらいからどんどん下がってきた。日本銀行の直近の推計では０．２％か０．３％

です。毎年のサスティナブルな日本の成長能力は、つまりデフレもインフレも起こさず、バ

ランスとれて成長できるとすれば、せいぜい０．２～０．３とかいうことです。総務省のデ

ータでも０．５ぐらいです。しかもアベノミクスが始まってからも、これは下がり続けてい

るわけです。やはり成長戦略というのは、景気の循環をならすということでなくて、それは

もちろん必要ですが、トレンド成長率、これを押し上げる、つまり潜在成長能力を上げるは

ずであったのですが、そうなっていない。やはりそのことを本当に直視しなくてはいけない。 

 株が上がって喜んでいる株価原理主義という話もありますが、バブルのピークの株価と比

べるとまだ半値です。主要国の株式市場を見ますと、戦後最高というのが更新されているの

が実態です。ということなど、やはり日本の状況を相対的に見据えなくちゃいけない。見直

さなきゃいけない。あるいは日本はこの二十何年間、きょうのモーニングのウエークアップ

セッションではありませんが、ウエークアップしないで寝ていたのではないか。寝ていた間

に、世界は大発展をした、資源も人も資本もどんどん動いて経済が大成長し、新しい大分業

が起こり、新興経済がどんどん発展した。もちろん中国がその先頭に立って発展し、インド

も発展をしたが、去年、今年とインドの成長率のほうが中国を上回る。人口もふえています

から、恐らく中長期的にインドはまだまだ成長余力を持っているということかもしれません。 

 こうした世界の現実、大潮流を日本は直視しそこなった。何か自分自身は変わったつもり、

あるいは改革を進めたつもりですが、内外の変革にスピードギャップがある。相対的に日本

の改革は後退したというのが実態ではないか。そのこと自体を深刻にしっかりと見詰めない

と、次の方向は決まってもスピードが確保できないというような感じがします。 

 あとはリスク。バブルのときにリスクをとったと言うのですが、あれは不動産さえ持って

いれば貸すほうも投資するほうもリスクがないと思って突っ込んだバブルなわけです。あれ

がリスクの失敗だという発想から、バブルが崩壊した後企業はみんなリスクをとらなくなり

ました。リスクというのは、イタリア語の「ｒｉｓｉｃａｒｅ」という言葉に由来し、「勇気

をもって試みる」ことを意味するようです。ところが日本はあらゆるリスクから背を向けて

いるから、次なる可能性も引き出せなくなっている。リスクマネーも生まれないということ

です。 
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夢から覚めてイノベーションを 

 

 その関連で、最後にイノベーションの話が出ましたが、イノベーションというのは単に技

術を進歩させたり発明したりすることではありません。シュンペーターの言ったイノベーシ

ョンというのは、５段階、５種類もあって、それは価値の創造です。それが社会に受け入れ

られる。したがって値段がつく、付加価値が生まれる。したがって企業も収益を得る。社会

も便益性を享受する。その過程で投資がまた生まれ、雇用が生まれ、税収が生まれるという

のがイノベーションなわけです。 

 ところが日本の場合は、１９５０年あたりの経済白書だと思いますが、イノベーションと

いう言葉を「技術革新」と訳しました。これは真のイノベーションではありません。技術の

インプルーブメントです。世界中が日本以外はイノベーションをもう少しシステミックに考

えている中で、日本のイノベーション論というのは、現場の技術屋さんのエンジニアリング

の改善とかテクノロジカルイノベーションの発想になってしまったわけです。 

 前にもここでお話ししたかもしれませんが、古くはＧＥの先祖であるエジソンは電球を発

明しました。しかし電球だけでは使えません。それには電気-が必要です。だから発電機もつ

くりました。発電機があってもつながなければいけません。電線もつくりました。絶縁体も

必要です。絶縁材も彼がつくりました。それはソケットでつながなくてはいけません。それ

もエジソンがつくりました。それで完全に光が灯ったわけです。しかしまだろうそくの時代

から電灯にするときに、まだ人々はそういう価値観とか文化を知りませんから、危険だとい

う気持ちがありました。彼はニューヨークのマンハッタンの５番街に大きなトラックを連ね

て、それに美人をいっぱい乗せて、頭にランプをつけて点滅させたのです。それで爆発的に

普及したという。こうしたプロセス全体がイノベーションなわけです。だからそういう発想

が日本はない。 

 あるいは過去を振り返ると、その可能性、潜在能力はあると思います。石油危機のとき、

石油がないということで、日本は最もエネルギー効率のいい経済社会に自己変革しました。

石油ショックで、初めて日本の経済がマイナス成長になったのです。本当の成長率が鈍化す

るグロースサイクルでさえ、不況、不況と大騒ぎしたのですが、そのとき７３年は日本はマ

イナス成長。本当の不況です。しかしそのとき企業には危機意識が生まれ、エネルギー効率

を改革するための技術やら製品やらシステムを導入するために、毎年毎年１０兆円以上の投

資をしたわけです。開発銀行の融資も、３割ぐらいは企業のそういう新しいエネルギー効率

改善のための、あるいは環境改善のための投資に向けたものだった。それが数年続いたら、

日本の経済に新しい成長分野として、環境関連、エネルギー改善関係の産業分野が生まれて、

結果的には成長の要因になったわけです。 

 環境の問題もそうです。オリンピックの直後、東京から富士山が見える日はほとんどなか

った。今は年間１２０日ぐらい富士山が見える日があるそうです。最近ムンバイと北京に行

きましたが、この２つの国は世界でＰＭ２．５の最悪の状況を競っている№１、№２なので

す。そういう時代も日本にはあったのですが、今東京から１００キロ以上離れた富士山が東

京から見える。最近は京都からカメラで富士山を写した人がいるという、それくらいの環境

の変化があるわけです。それを何が可能にしたかというと、やはり環境関係のイノベーショ

ンです。 

 日本は何でそれが生まれたか。現実を直視し、危機意識を持って対応したためだったと思

います。寝ているのではなくて現実を直視し、夢から覚めてこのイノベーションにチャレン

ジする。リスクも逃げ回るのではなくて、リスクを選んで管理するというチャレンジが必要

だと思います。こうした発想と行動が政治の世界にも、政府にも、企業にも、個人にも必要

です。もっぱらアベノミクスといっても政府がやっていることは余りないのですよね。日本

銀行の黒田さんだけがやっている。黒田頼みでクロダノミクスと言っている人がいますが、
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もう少し構造改革が必要です。おくれたものはスピードを上げなくてはいけないというよう

なことを、皆さんの非常にレベルの高い議論を伺いながら感じました。 

 改めて、皆さんに感謝したいと思います。ありがとうございます。 
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